
度࠰成2Ჳ࠯ 当初予算説明附属資料

一 般 会 計 ȷȷȷ Ძ

議 会 事 務 局 ȷȷȷ Წ

出 納 室 ȷȷȷ Ხ

総 務 課 ȷȷȷ Ჯ

企 ဒ 課 ȷȷȷ ᲫᲲ

住 民 課 ȷȷȷ ᲭᲮ

福 祉 保 健 課 ȷȷȷ ᲮᲮ

保 育 園 ȷȷȷ ᲰᲰ

農 業 委 員 会 ȷȷȷ ᲰᲱ

農 林 課 ȷȷȷ ᲱᲪ

建 設 課 ȷȷȷ ᲳᲪ

教 育 課 ȷȷȷ ᲫᲪᲮ

特 別 会 計

国民健康保険会計 ȷȷȷ ᲫᲬᲫ

簡 易 水 道 会 計 ȷȷȷ ᲫᲭᲫ

農業集落排水会計 ȷȷȷ ᲫᲭᲭ

介 護 保 険 会 計 ȷȷȷ ᲫᲭᲰ

介護サȸビス会計 ȷȷȷ ᲫᲯᲭ

後期高齢医療会計 ȷȷȷ ᲫᲯᲰ

発電事業特別会計 ȷȷȷ ᲫᲯᲲ

日南ထ病院事業会計 ȷȷȷ ᲫᲯᲳ

新 規 事 業 分 ȷȷȷ ᲫᲰᲫ



01　款　議　会　費

01　項　議　会　費 議会事務局

01　目　議　会　費 (単位：千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

102,795 74,951 27,844 0 0 0 102,795

○

○

議員報酬(11名分） 31,162 千円

議員期末手当 9,984 千円

議員共済年金負担金 11,529 千円

一般職給 4,718 千円

賃金（嘱託職員） 2,727 千円

旅費 2,755 千円

議員（正副議長、行政調査、 2,453 千円

　　　費用弁償）

職員 302 千円

議長交際費 150 千円

需用費 875 千円

｢議会だより｣印刷費（年４回発行） 564 千円

その他、図書等 311 千円

役務費　（電話料・郵券料） 24 千円

委託料（議事録作成委託料）　 2,383 千円

使用料及び賃借料（バス賃借料等） 150 千円

工事請負費（議場放送システム更新工事） 30,000 千円

負担金補助及び交付金 1,571 千円

鳥取県町村議会議長会負担金 777 千円

西部町村議会議長会負担金 471 千円

鳥取県町村議会事務協議会負担金 9 千円

森林交付税フォーラム参加負担金 6 千円

20 千円

行政調査等各種会合負担金 50 千円

議員研修参加負担金 238 千円

1195　議会活動

事業説明

議会基本条例の理念に基づき、引き続き議会活動のさらなる活性化、質の向上を図ることとし、今年度
は全議員が議員研修を２回（大津市、大阪市）受講する。また、平成24年から行っている議会報告会及
び意見交換会は、町民との対面による広報・広聴の場であり、一人でも多くの町民が参加できるよう告
知や日程について工夫したい。
議場の議会放送システムを更新し、ハイビジョン化に対応した鮮明な画像と明瞭な音声による議会中継
を行う。なお、それに併せ、現在第２会議室で行っている各常任委員会及び特別委員会も議場で行うこ
とを検討する。

主な執行経費

内訳

内訳

内訳

全国森林環境税創設促進議員連盟負担金

平成２９年度一般会計当初予算説明資料

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02　款　総　務　費

06　項　監査委員費 議会事務局

01　目　監査委員費 (単位：千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

988 988 0 0 0 0 988

○

○

委員報酬 918 千円

51,000円×12ヶ月 612 千円

25,500円×12ヶ月 306 千円

需用費（監査関係図書購入） 20 千円

負担金補助及び交付金 50 千円

鳥取県町村監査委員協議会負担金

1196　監査委員会運営事
務

事　業　名

監査計画、実施計画に基づき、例月出納検査（１２回）のほか、定期監査（２回）、決算審査（１回）
を行う。また、必要に応じ随時監査を実施する。
各種研修に参加し、監査に関する知見を高める。
事務事業の執行が、予算及び法令に基づいて適正に行われているかに留意の上、監査を実施し、行政に
対する住民の信頼を高めるようにする。なお、監査については監査調書を作成することとし、監査の効
率化と正確性を図る。

執行経費

内訳
識見監査委員

議選監査委員

本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事業説明
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02　款　総　務　費

01　項　総務管理費　 出 納 室

04　目　会計管理費　 (単位：千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

866 893 △ 27 0 0 0 866

○ 事業説明

公金の適正な出納、管理を行うとともに、安全かつ有利な保管、運用に努める。

○ 執行経費

報償費 町民債特典 50 千円

需用費 全庁事務用品、封筒等印刷代 370 千円

役務費 440 千円

使用料及び賃借料 ﾌｧｯｸｽﾘｰｽ料 6 千円

02　款　総　務　費   

01　項　総務管理費　 出 納 室

05　目　財産管理費　 (単位：千円)

財　　　源　　　内　　　訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,266 9,589 △ 5,323 0 0 4,266 0

○ 事業説明

基金利子を適正に管理し、積立等を行う。

○ 執行経費

　　　　 積立金 3,970 千円

財政調整基金利子 2,520 千円

減債基金利子 530 千円

公共施設等建設基金利子 900 千円

わかもの定住促進基金利子 20 千円

繰出金 296 千円

土地開発基金利子

12　款　公　債　費

01　項　公　債　費 出 納 室

02　目　利　子　 (単位：千円)

財　　　源　　　内　　　訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

300 300 0 0 0 0 300

○ 事業説明

資金不足が生じた場合は借入を行い、適切な資金運用に努める。

○ 執行経費

償還金利子及び割引料 一時借入金利子 300 千円

平成２９年度一般会計当初予算説明資料

比　　較

前年度 比　　較

財　　　源　　　内　　　訳

1269 会計管理事務

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

郵券料及びｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ収納、口座振替手数料等

本年度

1401 資金運用利子償還
事務

1008 基金管理事務

事　業　名 本年度 前年度

事　業　名
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02 款　　総　務　費

01 項　　総務管理費 総　務　課

01 目　　一般管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

　特別職給 2名分 17,520 千円

　職員給与 19名分 66,412 千円

　職員手当、共済費 78,906 千円

　臨時職員等賃金 22,359 千円

　報償費 8,362 千円

20 千円

　普通旅費　特別職、管理職、一般職員研修　 3,297 千円

　町長交際費 1,850 千円

　消耗品費、電話、郵券料等 5,135 千円

　委託料 1,385 千円

　使用料及び賃借料

2,980 千円

1,400 千円

　備品購入費 100 千円

　負担金補助及び交付金

町村職員採用試験費用負担金 30 千円

職員研修負担金 1,880 千円

県町村会負担金 165 千円

西部町村会負担金 1,749 千円

日野高校魅力向上コーディネータ負担金 1,375 千円

その他負担金 790 千円

LED防犯灯設置補助 500 千円

退職手当組合負担金 51,606 千円

○ 財　　　源

過疎地域自立促進特別事業債 500 千円

諸収入 雇用保険料納付金等 682 千円

平成２９年度一般会計当初予算説明資料

△ 18,587 6825000

ふるさと納税手数料

職場研修講師謝金

比　較

286,408

財　　　源　　　内　　　訳
事　　業　　名 本年度 前年度

　効率的な行財政運営のため、経費、人件費の適正化に努め、併せて職員の資質向上のため自治研修
や中央研修に派遣及び内部研修を実施する。また人事評価を実施する。
　新卒者等を臨時職員に採用し、若者定住と地域後継者の確保を図るとともに、障がいのある方への
軽作業委託を継続して実施する。
　ふるさと納税制度を活用し町内特産品のPR及び財源の確保を図る。
　LED防犯灯設置に係る助成制度により地域防犯の向上を図る。

1001　一般管理事務 266,639267,821

ふるさと納税寄附お礼品

コピー機使用料他

－5－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

01 項　　総務管理費 総　務　課

01 目　　一般管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

薬品代（置き薬） 5 千円

ストレスチェック 170人 198 千円

定期健康診断　　　　　　 140人 983 千円

人間ドック負担金　　　　　 50人 750 千円

110人 66 千円

4 千円

02　款　 総　務　費

01　項　 総務管理費 総　務　課

02 目　　文書広報費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

新聞２誌（山陰中央・日本海） 62 千円

官庁速報　他 295 千円

加除式図書追録料 250 千円

トナー等消耗品 500 千円

文書管理消耗品 100 千円

町例規システム及び機器等使用料 1,705 千円

共済大会参加負担金

2,912 00

比　　較

　公文書の適正な管理及び保管を促し、業務の効率化を図る。
　加除式図書の管理を適正に行い、共有図書の利用効率化に努める。
　保存箱等文書管理物品の再生利用を行い、経費削減に努める。
　町例規システムの適正な管理、運営を行い、条例等の効率的な法制管理を行う。

　職員の健康を守るため、定期健康診断及び人間ドックを実施し、職員の健康状態の把握と職員個々
の健康管理への意識の向上を図る。
　また、職員の心の健康を守るために、全職員にストレスチェックを実施し、メンタルヘルス対策へ
の意識の向上を図る。

01091,8972,006

03,045

特定健康診査等実施負担金等

2,912△ 133

財　　　源　　　内　　　訳

1002　職員健康福利厚生
事業

比　　較

0

事　　業　　名

事　　業　　名 本年度

1004　文書管理事務

前年度

財　　　源　　　内　　　訳

2,0060

本年度 前年度
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

01 項　　総務管理費 総　務　課

03 目　　財政管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明 効率的かつ安定した財政管理を行う。

○ 執行経費

需用費 書籍購入費 （交付税制度、地方債手引、地方財務） 86 千円

02　款　 総　務　費

01　項　 総務管理費 総　務　課

05　目　 財産管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　行政財産（まなび宿等）及び普通財産等の適正な維持管理に努める。

　老朽化、未使用となった町有財産の処分や解体を行う。

　遊休町有地及び不用物品等の整理・売却を引き続き推進する。

　新地方公会計の推進のため、公会制度導入支援及びシステムの保守等を行う。

○ 執行経費

賃金 作業賃金 （町有地管理用賃金） 144 千円

報償費 56 千円

需用費 需用費 （まなび宿防火戸設備蓄電池更新ほか） 182 千円

光熱水費等 （まなび宿ほか） 5,263 千円

修繕料 （建物・設備） 5,630 千円

役務費 役務費 （浄化槽管理料、嘱託登記費用ほか） 1,681 千円

電話料 （生山駅公衆電話） 18 千円

保険料 （建物共済　まなび宿ほか） 1,747 千円

委託料 委託料 4,148 千円

管理委託料 2,232 千円

1,494 千円

使用料及び賃借料 土地賃借料 818 千円

工事請負費 7,388 千円

○ 財　　　源

・施設貸付収入 1,080 千円

・地域間交流施設使用料 360 千円

・施設管理経費等受入金 192 千円

・町債（過疎対策事業債） 4,000 千円

委託料
（設計監
理）

工事請負費
（建設改
良）

25,169

86 86000086

財　　　源　　　内　　　訳
比　較

1007　町有財産整備管理
事務

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

30,801 1,6324,0000△ 18,639

（浄化槽･消防設備点検委託料等）

本年度

（阿毘縁生活改善センター解体工事設計監理費等）

事　　業　　名

前年度

前年度

報償費 （まなび宿等町有財産の地元管理に対するお礼）

本年度

事　　業　　名

49,440

1006　財政管理事務

（阿毘縁生活改善センター解体工事請負費等）

（新地方公会計制度導入支援及びシステム保守委託料）
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02　款　 総　務　費

01　項　 総務管理費 総　務　課

05　目　 財産管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

　消耗品 219 千円

　光熱水費 　 　 7,568 千円

　燃料費 　 　 3,600 千円

　建物設備小修繕料、消耗品 2,952 千円

100 千円

　保険料 1,345 千円

　施設管理委託料 5,630 千円

　使用料及び賃借料 37 千円

　工事請負費（庁舎照明LED化（木造部分）、外装塗り替え） 29,600 千円

　備品購入費 50 千円

○ 財　　　源

　諸収入 駐車場利用協力金 600 千円

　使用料 庁舎使用料 180 千円

02  款     総　務　費

01  項    総務管理費 総　務　課

06  目    車輌管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明 公用車の適正な維持、管理に努める。

車両管理計画により平成29年度に町長車、2㌧ダンプの更新を行う。

○ 執行経費

賃金 バス運転手賃金 700 千円

需用費 消耗品 （オイル・タイヤ・バッテリーなど） 700 千円

燃料費 （公用車16台分） 2,500 千円

修繕料 （車検・12ヶ月点検・修理代） 1,500 千円

役務費 車検印紙代・代行料他 387 千円

保険料 （自賠責保険料・損害共済保険料） 931 千円

備品購入費 町長車１台、2㌧ダンプ1台 9,500 千円

公課費 車検重量税 280 千円

50,3217800029,540

財　　　源　　　内　　　訳
比　較

21,561

1010　庁用自動車管理事
務

16,498000△ 2,75819,25616,498

　庁舎整備役務（作業）

事　　業　　名

事　　業　　名

1009　庁舎管理事務 51,101

本年度 前年度

 環境に配慮するとともに、効率的で適正な庁舎管理､維持に努める｡
 老朽化等による建物、設備の修繕を実施し、施設の延命化を図る。

本年度
財　　　源　　　内　　　訳

前年度 比　　較
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

01 項　　総務管理費 総　務　課

10 目　　諸　　　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　　

　○執行経費

報　酬　　　交通安全指導員報酬 1,090 千円

報償費　　　交通安全指導員の交通指導における手当(燃料代相当) 280 千円

需用費　　　交通安全指導員の制服等 20 千円

役務費　　　交通安全指導員保険料 28 千円

補助金　　　交通安全協会日野川地区協会補助金 130 千円

負担金　　　黒坂地区安全運転管理者協議会負担金 38 千円

　　　　　　安全運転管理者法定講習会（証紙代） 14 千円

02 款　　総　務　費

01 項　　総務管理費 総　務　課

10 目　　諸　　　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

町報等掲載料等 14 千円

募集案内送付郵券料 9 千円

○ 財源

自衛官募集事務委託金 20 千円

1023　交通安全対策事業 1,60000011,5991,600

1025　自衛官募集事務 23 30020023

本年度 前年度

交通事故のない安全で快適な生活環境の確立を基本理念として、町内に交通安全思想を普及する。
町民１人ひとりが思いやりと譲り合いの心を持ち、正しい交通マナーの実践により交通事故の抑制を図
ると共に、飲酒運転の根絶に取り組む。また、高齢者等の運転免許自主返納の取り組みを実施し、交通
違反・事故の無い町づくりを進める。

事　　業　　名

事　　業　　名

前年度

比　　較

財　　　源　　　内　　　訳
比　　較

財　　　源　　　内　　　訳

本年度

国の委託事務として、広報紙、懸垂幕等で自衛官募集の啓発を行う。
町内の自衛官募集相談員及び自衛隊米子地域事務所と共同で自衛官募集相談会を開催する。
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

04 項　　選　挙　費　 総　務　課

01 目　　選挙管理委員会費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　

○ 執行経費

82 千円

77 千円

3 千円

02 款　　総　務　費

04 項　　選　挙　費 総　務　課

07 目　　町長及び町議会議員選挙費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　

○

  報酬 798 千円 投開票管理者等報酬

3,350 千円 選挙事務一般・投開票事務従事時間外手当

　賃金 384 千円 選挙事務一般補助・期日前投票事務賃金

　報償費 103 千円 敷地借上げ謝礼、街頭啓発等明推協委員報償

1,425 千円 事務消耗品、燃料費、ポスター掲示資材費他

500 千円 入場券他印刷代

  燃料費 24 千円 投票所燃料代

108 千円 期日前投票・投開票事務従事者夕食代

　役務費 807 千円

713 千円

　使用料及び賃貸料 133 千円

  負担金補助金及び交付金 614 千円 投票用紙読取分類機購入費用

明るい選挙推進協議会連合会負担金

8,959 0

000△ 324
1032　選挙管理委員会一
般事務

162

本年度

0

　需用費

　印刷製本費

　食糧費

　委託料

　職員時間外・特勤手当

　選挙管理委員会を開催し、年４回の選挙人名簿定時登録を適正に行う。
ちゃんねる日南、町報等により選挙啓発を行い、政治参加への意欲及び投票率の向上に努める。

8,9590

明るい選挙推進協議会委員報酬

財　　　源　　　内　　　訳
事　　業　　名 前年度 比　較

162486

0

投票所等借り上げ料・投票管理者等タクシー代他

前年度

8,959

郵券電話料等

1527  町長及び町議会議
員選挙費

本年度

事　　　業　　　名

選挙管理委員報酬

　任期満了に伴い執行予定の町長選挙と、町議会議員補欠選挙の執行事務について、公正かつ適正に
事務を行う。

ポスター掲示場設置・管理・撤去委託料

執行経費

比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

03 款　　民　生　費

01 項　　社会福祉費　 総　務　課

01 目　　社会福祉総務費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　 　 人権尊重のまちづくりに向け人権擁護委員や保護司の活動支援を行う。

　○執行経費

委託料 保護司会年間委託料 40 千円

各種相談事業委託料（社会福祉協議会） 30 千円

日野郡保護司会負担金 74 千円

米子人権擁護委員協議会負担金 42 千円

負担金補助及び交
付金

186 △ 1187

本年度

0 0 186

比　較

1038　人権擁護事業 0

財　　　源　　　内　　　訳
前年度事　　業　　名
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

03 款　　民　生　費

01 項　　社会福祉費　 総　務　課

01 目　　社会福祉総務費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

・同和問題をはじめあらゆる人権の正しい認識と理解を深め、差別解消に努めるため、各種研修会へ

　職員等を派遣する。

・広く町民に人権学習の機会をとらえて啓発活動を行うと共に、学習・交流の場として集会所管理

　を行う。

・小地域懇談会を全自治会で実施し、地区同和教育推進協議会の運営に対して補助を行い事業支援

　する。

・町内企業に対して、働きやすい職場づくりの推進を行う。

　○執行経費

報酬 人権に関する会議委員報酬、男女共同参画推進委員報酬 245 千円

給料 一般職給料 4,698 千円

職員手当等 2,523 千円

共済費 一般職（共済費等）、人権教育推進員（社会保険料） 1,976 千円

賃金 人権教育推進員（嘱託職員賃金） 2,380 千円

報償費 町研究集会講師謝金等 300 千円

旅費 全国集会派遣旅費等 446 千円

需用費 全国集会資料代、集会所光熱費等 382 千円

役務費 集会所火災保険料、郵券料等 162 千円

委託料 集会所管理委託等 260 千円

負担金補助及び交付金 《諸会費》 県人権教育推進協議会負担金 18 千円

県人権教育推進協議会会費 40 千円

西部地区同和対策協議会負担金 23 千円

22 千円

鳥取県人権文化センター負担金 61 千円

《補助金》 各地域同推協補助金 ・均等割 32 千円

・実績分 132 千円

単位組織活動費補助金 900 千円

地区運営費（二地区） 68 千円

日野郡男女共同参画連絡会 30 千円

日南町男女共同参画推進委員 150 千円

事　　業　　名 本年度

14,848

・町民及び事業所職員の人権学習機会の拡充と内容の充実を図るため、人権教育推進員を配置する。

14,848

前年度

1521　人権施策推進事業

比　較

県部落解放・人権政策確立要求実行委員会

財　　　源　　　内　　　訳

10914,739 000
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

03 款　　民　生　費

01 項　　社会福祉費　 総　務　課

02 目　　同和対策費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　○執行経費

共済費 社会保険料（館長兼相談員、指導員） 685 千円

賃金 嘱託職員賃金（館長、指導員） 4,264 千円

報償費 人権講座及び教養講座講師謝金 305 千円

旅費 職員活動旅費 232 千円

需用費 水道光熱費、印刷製本費等 869 千円

役務費 郵券、電話、建物保険料 138 千円

委託料 消防用施設点検委託料 45 千円

使用料及び賃借料 機器等使用料等 223 千円

負担金補助及び交付金 鳥取県隣保館連絡協議会ほか負担金 74 千円

　○財　　　源

隣保館運営費補助金（３／４） 5,174 千円

09 款　  消　防　費

01 項  　消　防　費 総　務　課

01 目　  非常備消防費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

　

　　○執行経費

　　　(1)消防団員報酬 4,541 千円

　　　(2)消防団員退職報償 4,539 千円

　　　(3)訓練、研修、操法出場費用弁償 3,396 千円

　　　(4)消防車両・機庫維持費、被服費、光熱費等 2,261 千円

　　　(5)消防大会、福祉共済、公務災害補償外負担金 2,809 千円

　　　(6)自衛消防運営費補助金 1,774 千円

　　　(7)消防災害補償組合負担金 361 千円

　　　(8)火災見舞金 100 千円

　　○財　　　源

　　　災害補償基金消防団員退職報償金 4,539 千円

市町村振興宝くじ交付金 1,091 千円

　　　鳥取県防災・危機管理対策交付金 400 千円

本年度

事　　業　　名 本年度

事　　業　　名

13,577

19,781

1040　人権センター管理
運営事業

0

1041　非常備消防管理運
営事務

あらゆる差別と人権問題の解決のため、専任の職員（館長・指導員・相談員）を配置して適正な管理運
営を行う。また、地区住民はもとより町民全般に広く施設を利用してもらい、人権講座等を通して交流
の機会を増やし地域のコミﾕニティセンターとしての役割を果たす。

400

1,66105,174△ 6,742

財　　　源　　　内　　　訳

6,835

2,47917,302

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

　公設非常備消防組織の運営のため、消防団組織、機械の維持管理及び年間を通じて訓練、火災予防等
の啓発活動、演習を実施し消防防災事態に備える。消防団員の消火活動における技能向上と団結を目的
とし、消防ポンプ操法大会に日野上分団が出場する。
　自衛消防組織に対し消防ポンプ維持管理、組織活動への補助を行い、地域消防防災活動を支援する。

0 5,630 13,751

前年度 比　較
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

09 款　  消　防　費

01 項  　消　防　費 総　務　課

02 目　  消防施設費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

　　　消防器具、施設維持管理を行い、非常事態に備える。

　　　自衛消防組織の可搬消防ポンプの更新を行う。また、消防資機材等購入に対し補助金を支給する。

　　　自衛消防施設の整備促進を図る為、施設や設備の整備に対して補助を行う。

　　　鳥取県防災行政無線の更新・保守管理による市町村負担金を支出する。

生山地区へ、新たに60㎥級の防火水槽を新設する。

　　　西部広域行政管理組合へ消防負担金を支出する。

　　○執行経費

　　　(1)消防機庫維持経費、防火水槽フェンス修繕 1,125 千円

　　　(2)消防車両・ポンプの修繕 833 千円

　　　(3)消防車両保険料、重量税他 450 千円

　　　(4)鳥取県地域衛星通信ネットワーク機械保守管理 1,269 千円

　　　(5)防火水槽測量設計委託料（生山地区） 1,097 千円

　　　(6)可搬消防ポンプ購入 3,367 千円

　　　(7)防火水槽設置工事・地上式消火栓工事（生山地区） 12,000 千円

　　　(8)自衛消防施設整備事業補助金 1,016 千円

　　　(9)西部広域行政管理組合負担金 99,565 千円

　　○財　　　源

　　　過疎対策事業債 3,200 千円

　　　緊急防災・減災事業債 13,000 千円

　　　過疎地域自立促進特別事業債 600 千円

　　　鳥取県防災・危機管理対策交付金 200 千円

103,722016,800200

事　　業　　名

113,952

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

6,770

本年度 前年度

120,722
1042　消防施設整備管理
事業
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

09 款　  消　防　費

01 項  　消　防　費 総　務　課

04 目　  災害対策費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

　　○執行経費

　　　(1)防災会議の開催 35 千円

　　　(2)水防団員の災害出場・訓練 600 千円

　　　(3)防災訓練用資機材・災害備蓄品等 572 千円

　　　(4)デジタル防災行政無線設計業務委託料 15,000 千円

　　　(5)防災行政無線施設等の維持経費 1,446 千円

　　　(6)衛星携帯電話維持経費 120 千円

　　　(7)防災行政無線施設保守点検委託料 658 千円

　　　(8)防災行政無線電波使用料 248 千円

　　　(9)除雪作業損害賠償保険料負担金 62 千円

　　　(10)防災士養成研修受講料負担金　７名分 70 千円

　　　(11)避難所改修補助金 5,000 千円

　　　(12)土砂災害特別警戒区域内住宅建替等事業補助金 1,000 千円

　　　(13)がけ地近接等危険住宅移転事業補助金 4,000 千円

　　　(14)自主防災組織育成事業補助金 2,000 千円

　　○財　　　源

緊急防災・減災事業債 15,000 千円

　　　過疎地域自立促進特別事業債 5,000 千円

自治総合センター助成金 2,000 千円

　　　鳥取県土砂災害特別警戒区域内住宅建替等事業補助金 500 千円

　　　がけ地近接等危険住宅移転事業県補助金 3,000 千円

 　鳥取県防災・危機管理対策交付金 400 千円

　　

　避難所機能向上のため、集会施設等の改修に対し継続して補助金を交付する（H28年度より3年間）。

1044　防災対策事業 30,811 14,338 16,473

前年度

　土砂災害特別警戒区域の指定に合わせて、区域内の住民の建替等のニーズに対応した補助を行う。

　日南町総合防災訓練及び水防訓練を実施し、防災対応力強化を図る。

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

　自然災害に対する防災体制の見直し、有事に対する危機管理対応など防災会議を開催し、検討を行う。

　防災行政無線の適切な運用管理により、町民が安心して生活できるよう定時･緊急放送などの
  情報提供を行う。

　デジタル防災無線への更新の為、調査設計業務を行う。

3,900 20,000 2,000

事　　業　　名 本年度

4,911

　防災士の資格取得のための研修講座受講料・受験料・資格認証登録料等を補助する。
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

09 款　  消　防　費

01 項  　消　防　費 総　務　課

04 目　  災害対策費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

　　　自然災害に対する復旧を支援し、被害拡大を防止する。

　　○執行経費

　　　自然災害に対する町単独補助金（見込） 400 千円

12 款　  公　債　費

01 項  　公　債　費 総　務　課

02 目　  利　　　　子 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

587,997 590,579 △ 2,582 0 0 0 587,997

○ 平成２９年度公債費元金償還金 587,997 千円

・土木 32,686 千円

・衛生 5,797 千円

・農林水産 21,224 千円

・公有林 4,688 千円

・防災 6,376 千円

・学校 8,666 千円

・過疎対策 310,240 千円

・臨時財政特例 2,488 千円

・臨財債等 174,686 千円（※うち、24年度町民債50,000千円満期一括償還）

・総務 2,800 千円

普通債　計 569,651 千円

・土木災 18,346 千円

災害復旧債　計 18,346 千円

○ 主な平成２８年度償還終了予定債

・義務教育施設整備事業債（平成８年度許可　学校給食施設）

・一般単独事業債（平成１２年度許可　地域情報交流センター）

・地域総合整備事業債（平成１３年度許可　日南環境林取得）

・過疎対策事業債（平成１６年度許可分）

1047　公債費償還事務
（元金）

0 0 400

財　　　源　　　内　　　訳

事　　業　　名

0

比　　較

1045　単独災害緊急対策
事業

400 400 0

本年度

財　　　源　　　内　　　訳
本年度 前年度

比　　較前年度事　　業　　名
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

12 款　  公　債　費

01 項  　公　債　費 総　務　課

02 目　  利　　　　子 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

36,584 56,467 △ 19,883 0 0 0 36,584

○ 平成２７年度以前借入済

償還金利子額 29,818 千円

○ 平成２７年度繰越分

償還金利子額 3,699 千円

○ 平成２８年度許可分

償還金利子額 2,467 千円

○ 平成２８年度町民債分

償還金利子額 600 千円

1048　公債費償還事務
（利子）

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　項　総務管理費 企 画 課

02　目　文書広報費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,679 1,550 1,129 260 0 30 2,389

・需用費 消耗品代 10千円 20 千円

備品修繕料 10千円

・役務費 広報紙配送料 44 千円

・委託料 広報・町政のしおり制作費 2,597 千円

・負担金補助及び交付金 広報協会会費他 18 千円

・県委託金（「県政だより」「県議会だより」配布委託金） 260 千円

・諸収入（広報購読料） 30 千円

平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02　款　総　務　費

財　　　源　　　内　　　訳

○事業説明

○執行経費

○財　　　源

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1005
広報公聴事業

(1)広報にちなんの発行
　町の施策・事業説明、町内ｲﾍﾞﾝﾄの紹介等を町内外の方にも分かりやすく掲載した広報紙を毎月１回発
行する。町民の活躍や町の動きが伝わる広報紙づくりをめざす。
(2)町政のしおりの発行
　町民への説明や行政視察等にも活用している、町の概要や補助金等の内容を掲載した「町政のしお
り」を年に一回発行する。
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

696 10,498 △ 9,802 0 0 180 516

○事業説明

　（１）事業の目的

・総合戦略第三者委員会の設置及び開催

・関西町人会の開催

・鳥大との学術連携

○執行経費

・報償費

　　総合戦略第三者評価委員会委員謝金、旅費 70 千円

　　関西日南町人会記念品 70 千円

・旅費

　　関西町人会参加旅費（担当職員2名分、地域住民等はバスにて移動） 62 千円

　　職員出張旅費　　260km×20円×27週×1人 140 千円

　　３町源流サミット参加旅費　8,700円×10人 87 千円

･需用費

　　アンバサダー（日南PR大使）名刺代 38 千円

・役務費

　　町有建物災害共済分担金（アメダス茶屋） 40 千円

　　郵券料（関西日南町人会資料等送付） 12 千円

・委託料

　  ＧＩＳソフト保守委託料 54 千円

　　浄化槽管理委託料（アメダス茶屋） 63 千円

・使用料及び賃借料

　　土地賃貸借料（アメダス茶屋） 60 千円

施設管理経費等受入金 180 千円

02　款　総　務　費

01　項　総務管理費

07　目　企　画　費

財　　　源　　　内　　　訳

　（２）事業の概要　　

○財　　　源

・総合戦略第三者委員会を設け、計画の検証、見直しを行いながら戦略を進めていく。
・関西町人会の実施により関西圏の情報交流を図り、移住交流も深め、町づくりに活かしていく。
・鳥取大学との連携協定に基づいて大学の研究活動を町づくりのための課題解決にも活かし、地域づく
りにも還元していく。
・職員提案制度を運用し、政策立案に資する。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1011
企画一般管理事務
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課
（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,181 19,885 296 0 2,400 0 17,781

○事業説明

①各まちづくり協議会の活動推進及び支援の為に、「集落支援員」を配置する。

　その内、移住定住の促進に取り組む強化型の集落支援員を3地域に配置する。

②各地域の地域資源の活用や交流人口の増加を図る事業に対し活性化交付金を交付する。

　 自治協議会が主体で取り組む地域間交流事業（ウォーキング大会・研修費）に対し補助金

 を交付する。

○執行経費 20,181 千円

負担金補助及び交付金

 　・自治協議会推進交付金　 210 千円

　 ・自治会活動保険費補助金　 140 千円

 　・自治会運営費補助金　　　 6,150 千円

　 ・まちづくり協議会運営費交付金 2,100 千円

   ・まちづくり推進事業補助金　 3,841 千円

　 ・集落支援員交付金 4,880 千円

　 ・交流活動活性化交付金 2,449 千円

　 ・まなび宿及び地域振興センター維持管理交付金 350 千円

 　・サテライトオフィス利用交付金 61 千円

○ 財　　　源

　 

　 ・過疎地域自立促進特別事業費 2,400 千円

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1027
住民参画まちづくり事業

自治会活動と「地域まちづくり協議会等」の円滑な運営を図り、住民参画による協働のまちづくりを推
進するため、活動費を交付する。地域まちづくり協議会・自治会との連携により安心、魅力あるまちづ
くりを目指す。

02　款　総　務　費　

01　項　総務管理費　

07　目　企　画　費　

財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

29,885 30,963 △ 1,078 64 0 1,692 28,129

○事業説明

　（１）事業の目的

・農林産物直売所の運営経費及び誘客につなげるための事業推進

・情報提供施設、トイレを含む道の駅全体の管理・運営

・特産品加工施設とレストランの賃貸

○執行経費 29,885 千円

・役務費（火災保険料等） 602 千円

火災保険料 602 千円

・委託料 28,655 千円

道の駅運営委託料 23,683 千円

道の駅清掃委託料 3,903 千円

高圧電気検査委託料 235 千円

消防用設備等点検委託料 124 千円

設備機器メンテナンス委託料 410 千円

ふるさと納税返礼品発送業務委託 300 千円

・使用料及び賃借料（プレイロット遊具使用料） 628 千円

1,756 千円

・土地建物貸付収入（レストラン、特産品加工施設、アーケード等） 1,692 千円

・火災保険料（鳥取県負担分） 64 千円

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1530
中心地域整備事業

・観光資源を生かした情報提供施設、地元農林産物加工直売施設やレストランを活用し、道路利用者や
道の駅利用者を集客し、産業振興と地域連携を図ることにより、「創造的過疎」の推進と、地方創生の
核となるべく道の駅を運営する。

07　目　企　画　費

財　　　源　　　内　　　訳

　（２）事業の概要　　

○財　　　源

02　款　総　務　費

01　項　総務管理費

－21－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1019

電算管理運営事務 37,487 53,839 △ 16,352 0 0 0 37,487

○事業説明

①各種電子データの管理

○執行経費 37,487 千円

150 千円

300 千円

16,774 千円

14,576 千円

2,853 千円

　（１）事業の目的

総合行政システムをはじめとする役場情報システムの効率的運用と適正な管理を行う。

　（２）事業の概要　　

定期的なデータのバックアップ及びトラブル時のデータ回復

②行政システムの構築・保守管理

総合行政システムの法改正対応。また、必要なシステムの構築

③ネットワーク（庁内ＬＡＮ、ＬＧＷＡＮ、インターネット）の管理

日々のネットワーク監視、トラブル対応

④セキュリティー管理

⑤パソコン、プリンタ等ハードウェアの保守管理

パソコン、サーバの保守、更新及び故障パソコンの修繕等

⑥ホームページの管理

ホームページデータの更新および、再構成の検討

⑦役場ＩＴルームの管理

適正なセキュリティーのもとでの運用管理

⑨鳥取県自治体ICT共同化推進協議会への参画による電算環境整備の共同化

電算消耗品及びパソコン周辺装置購入費用

セキュリティポリシーに準じた情報漏洩対策及び職員へのセキュリティー教育の実施。ウィルス、
スパムウェア対策の実施。

⑧個人番号制度の運用開始に向けたシステム関連の対応

・需用費

電算機器及び周辺装置修繕料

・委託料 各種ｼｽﾃﾑ保守他、ネットワーク設定関連費等

・使用料及び賃借料 総合行政システムリース料、回線使用料

・備品購入費 ネットワーク機器更新

・負担金補助及び交付金
税番号制度中間サーバー負担金、
自治体情報セキュリティクラウド負担金
インターネット回線負担金

2,834 千円

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

02　款　総　務　費

01　項　総務管理費

08　目　電子計算費

財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,881 8,201 △ 320 0 0 0 7,881

                                                                                

○執行経費

・負担金補助及び交付金 7,881 千円

鳥取岡山県境連携推進協議会負担金 15 千円

鳥取県過疎地域対策協議会負担金 172 千円

地域サポート人ネットワーク全国協議会会費 10 千円

鳥取県西部地域振興協議会負担金 62 千円

西部広域負担金（管理費） 7,607 千円

鳥取大学振興協力会会費 15 千円

02　款　総　務　費　

01　項　総務管理費　

10　目　諸　　　費　

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1028
地方振興負担金管理事務
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

29,517 20,137 9,380 2,800 16,000 0 10,717

○事業説明

○執行経費 29,517 千円

・共済費 移住相談員（社会保険料等） 319 千円

・賃金 移住相談員 2,085 千円

・報償費 結婚祝金　　　　＠30千円（10件） 300 千円

定住奨励金　 2,750 千円

　＠100千円（17件）、150千円（5件）、200千円（5件）

同居奨励金　　　　＠100千円（20件） 2,000 千円

・旅費 県外移住相談会参加旅費 575 千円

・需用費 消耗品・事務用品（移住者交流会・移住相談員・婚活） 40 千円

・役務費 保険料（自動車保険） 30 千円

・委託費 空き家改修概算見積　　　＠20千円（10件） 200 千円

自動車リース（移住相談員） 798 千円

・負担金補助金 住宅等補助金　＠500千円（3件）、＠300千円（3件） 2,400 千円

家財道具等処分補助金　　＠100千円（10件） 1,000 千円

出会いの場づくり実行委員会への負担金 20 千円

地域おこし協力隊起業活動補助　＠1,000千円（1人） 1,000 千円

生山定住促進団地建築補助金 16,000 千円

　○鳥取県移住定住推進交付金、補助率1/2） 2,800 千円

・過疎地域自立促進特別事業費 16,000 千円

02　款　総　務　費　

01　項　総務管理費　

10　目　諸　　　費　

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

○財　　　源

・県支出金

　　（相談員人件費・住宅等補助・家財道具処分等補助・空き家改修費概算見積）

1030
青年結婚・Ｕターン
促進事業

(1)日南町いきいき定住促進条例に基づき、結婚祝い金、定住奨励金、同居奨励金、住宅等補助金を交付
する。定住奨励金、住宅等補助金、同居奨励金は改定をし、条例を拡充することにより定住率の向上を
図る。
(2)町内に現存する空き家を有効活用するため、日南町空き家情報活用制度への登録を推進、家財道具処
分等の経費に対しての補助、改修費の概算見積、登録物件の維持を行う。
(3)県外での移住相談会への参加や空き家見学会により移住定住者の増加を図る。
(4)来訪者への移住定住相談や移住後の相談に個別に対応する相談員と相談窓口を設置する。
(5)移住者と地域住民との交流会を開催する。
(6)地域おこし協力隊の起業活動の支援を行い、協力隊員が定住に繋がるよう支援を行う。
(7)新設した生山定住促進団地建築補助金を活用して、移住定住の促進を図り日南町中心地域の活性化を
図る。

・使用料及び賃借料
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

106,191 71,072 35,119 26,856 24,200 7,108 48,027

○事業説明

　　　　

○執行経費 106,191 千円

・報償費 バス運行事業者研修講師謝金 10 千円

・旅費 バス運行事業者研修講師旅費（鳥取-生山） 11 千円

・需用費 ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ　普通タイヤ　17,000円×4本×3台×1.08 467 千円

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ　ｽﾀｯﾄﾞﾚｽタイヤ　19,000円×4本×3台×1.08

電気料（車庫、管理事務所） 202 千円

水道料（バス管理事務所） 24 千円

　燃料費（車両分） 14,000 千円

　車両修繕等 8,100 千円

・役務費 車両車検時費用等 765 千円

保険料 1,327 千円

バス管理事務所汲み取り料 20 千円

・委託料

　　運行管理委託料（路線バス） 32,138 千円

　　運行管理委託料（臨時運行便） 1,296 千円

　　運行管理委託料（デマンドバス・巡回・通学） 16,614 千円

　　回数券販売事務委託手数料 6 千円

・使用料及び賃借料

バス故障時代車レンタル料 300 千円

　　車庫敷地料 58 千円

・備品購入費 中型バス車両購入費（58人乗り　１台） 26,000 千円

デマンドバス車両購入費（15人乗り　１台） 3,600 千円

各種協議会負担金 66 千円

奥出雲交通鳥上線（横田～阿毘縁）運行補助金 600 千円

・公課費 車両車検時重量税 587 千円

　

・県支出金　バス等生活交通関係補助金　（運行経費・車両購入） 26,856 千円

・バス利用料金　　町営バス利用料金2,940千円　ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ利用料金467千円 3,407 千円

・定期券・回数券販売代金 3,701 千円

23,600 千円

600 千円

　

02　款　総　務　費　

01　項　総務管理費　

10　目　諸　　　費　

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1031
公共交通確保総合
対策事業

　町営バス、デマンドバスの安全運行とサービスの充実に努める。路線バスの一部小型車両での運行や
フリー降車など、日南町公共交通総合計画に基づき、日南町の現状に適した運行体系による運行を実証
的に行う。また、公共交通確保対策協議会等との協議を行ない、公共交通利用の円滑化を目指す。

町営バス 12,100,000円、
デマンドバス・巡回バス 2,100,000円

路線バス（車検時）　2,500,000円、ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ/15人乗り
（車検時）100,000円×２台、ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ/10人乗り（車検等
時）　100,000円×４台、故障時5,000,000円

・負担金補助
　　　及び交付金

○財　　　源

・過疎債（車両購入)

・過疎地域自立促進特別事業債（鳥上線運行補助)
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02　款　総　務　費　

01　項　総務管理費　 企 画 課

10　目　諸　　　費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

71,150 79,526 △ 8,376 0 1,700 33,734 35,716

○ 事業説明

町が整備した情報通信施設（CATV網、サブヘッドエンド施設、映像送出装置、編集装置等）を

利用して、町民へのケーブルテレビサービス、インターネットサービスの提供を行う。

①タウンズネット加入者の管理

②情報通信施設の保守管理

③伝送路（光ケーブル、同軸ケーブル等）の支障移転工事と罹災復旧工事

④保安器の設置及び撤去

⑤ちゃんねる日南の番組制作

○ 執行経費 71,150 千円

・職員給与 2,370 千円

・職員手当等 845 千円

・共済費 839 千円

・需用費 電送アンプ等電気料金 3,000 千円

支障移転・修繕費、支線増幅器補修 16,400 千円

・役務費 テレビ再送信料 9,720 千円

保険料 1,094 千円

・委託料 情報通信放送施設管理委託等 8,468 千円

施設管理委託料 17,318 千円

・使用料及び賃借料 緊急放送・文字情報システム、取材用機器 2,208 千円

電柱共架料 8,200 千円

鉄道用地賃借料等 39 千円

・負担金補助及び交付金 日野町ﾈｯﾄﾜｰｸ整備及び情報ﾊｲｳｪｲ接続 649 千円

○ 財　　　源

地方債

・過疎地域自立促進特別事業債 1,700 千円

その他

・タウンズネット施設設備使用料 25,424 千円

・罹災物件復旧保険金 3,000 千円

・町有財産移転補償費 5,000 千円

・タウンズネット分担金 300 千円

・ちゃんねる日南CM料 10 千円

財　　　源　　　内　　　訳

1343
タウンズネット管理運営
事務

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02　款　総　務　費　

01　項　総務管理費　 企 画 課

10　目　諸　　　費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

41,653 28,354 13,299 0 12,800 4,667 24,186

○ 事業説明

○ 執行経費 41,653 千円

共済費 3,580 千円

　　共済費

賃金 19,022 千円

　　嘱託職員賃金（７名）　　18,920,000円

　　その他賃金　管理作業人夫賃金（7ｾﾝﾀｰ+10人役）@6,000円

旅費 504 千円

　　町内活動旅費（地域振興専任職員）　平均6,000円×12月×7人

需用費 3,439 千円

　　消耗品費　（事務消耗品10,000円×7　管理消耗品30,000円×7）

　　施設管理費（光熱水費）

役務費 987 千円

　　浄化槽清掃料、消火器詰替

　　施設管理費（通信、保険料）　

委託料 10,161 千円

　　消防設備点検、浄化槽管理、水質検査

　　福栄地域振興ｾﾝﾀｰ解体設計監理委託料 1,200,000 円

　　福栄ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ設計委託料　 8,400,000 円

使用料及び賃借料 690 千円

　　テレビ受信料、コピー機使用料

工事請負費 3,200 千円

　　福栄地域振興ｾﾝﾀｰ解体工事費　　3,200,000円

原材料費 70 千円

　　施設管理原材料費

○ 財　　　源

・過疎対策事業債 12,800 千円

・電源立地地域交付金 4,400 千円

・施設管理経費等受入金（高齢者センター） 147 千円

・私用コピー料 120 千円

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1424
地域振興センター
管理事務

・住民参画を基本とした協働のまちづくりを進めていくため、地域において自治振
興、地域産業の活性化及び住民学習の拠点として管理運営を行う。各センターへ地域
振興専任職員（嘱託職員）７名配置する。

・福栄地域にコミュニティセンターを整備するための設計業務を行う。
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

05　項　統計調査費　 企 画 課

02　目　指定統計費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

350 299 51 350 0 0 0

○事業説明

○執行経費 350 千円

・報酬　 （就業構造基本調査　調査員39,800円×5名） 239 千円

（住宅・土地統計調査単位調査区設定18,000×1名）

（工業統計調査　調査員22,000円×1名）

・需用費 41 千円

・役務費 16 千円

・郵券料 10 千円

・使用料及び賃借料 44 千円

・県支出金(統計調査委託金10/10) 350 千円

02　款　総　務　費　

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1036
指定統計調査事務

国庫委託事業の各種の統計調査事務を行う。また各種統計情報のHP掲載など広報活動を行う。
・工業統計調査　・就業構造基本調査　・学校基本調査　・統計調査員確保対策事業

○財　　　源

－28－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

01　目　商工総務費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,374 9,432 △ 58 0 0 6 9,368

 

○事業説明

(1)小口零細企業保証制度に係る融資事務

(2)中小企業制度融資事務

(3)ＴＭＯ運営支援

中心市街地活性化法に基づき日南町商工会に対する活動助成

(4)日南町商工会活動支援

日南町商工会が実施する事業に対する活動助成

(5)にちなん食のバザール事業（実施主体：食のバザール実行委員会）

○執行経費

・需用費(花壇水道料金) 46 千円

232 千円

・負担金補助及び交付金

日南町商工会一般助成金 2,170 千円

500 千円

6,426 千円

1 千円

5 千円

07　款　商　工　費　

01　項　商　工　費　

財　　　源　　　内　　　訳

・使用料及び賃借料(花口水源地等土地賃借料)

中山間地域TMOまちづくり支援事業費補助金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1190
商工総務一般管理
事務

町内産の農産物、畜産物及び加工品等の販売機会の創出と町外からの交流人口増を図る。
(実行委員会への助成)

○財　　　源

・財産収入(小口融資貸付基金利子収入)

・諸収入(にちなん食のバザール給排水設備使用料)

にちなん食のバザール事業費補助金
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

01　目　商工総務費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

621 542 79 397 0 0 224

（1）事業の目的

（2）事業の概要

　①消費者問題の意識高揚及び被害の未然防止

　②消費生活相談業務のＮＰＯ法人への委託

621 千円

・需用費 啓発グッズの購入、消耗品費 161 千円

・役務費 インターネット通信料 35 千円

・委託料 消費生活相談業務委託費 425 千円

397 千円

財　　　源　　　内　　　訳

○事業説明

○執行経費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1400
消費者保護対策事業

　町民の暮らしの安全確保のため、日南町消費生活相談窓口を引き続き設置するとともに、消費者問題
の意識高揚及び被害の未然防止に向けた啓発を行う。また鳥取県日野郡連携会議（日野郡法定協議会）
にて、日野郡３町での広域的な消費者被害未然防止に取り組んでおり、本年は、のぼり旗の更新及び警
察・金融機関との更なる連携を図る。

07　款　商　工　費　

01　項　商　工　費　

○財　　　源

・地方消費者行政活性化交付金（人件費1/2、その他補助率10/10）
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,063 7,233 830 0 7,600 0 463

○事業説明

○執行経費 8,063 千円

・旅費（企業誘致活動旅費） 230 千円

・需用費（企業ガイドパンフレット、電気料等） 37 千円

・使用料及び賃借料（企業誘致活動） 15 千円

・負担金補助及び交付金 7,781 千円

賃貸住宅建設管理運営事業建設資金利子補給(太田原　ﾊﾟｾｵ）　274,916円

賃貸住宅建設管理運営事業建設資金利子補給(旧牛市場　ﾊﾟｾｵ）　589,511円

チャレンジ企業支援補助金　500,000円×７件　2,000,000円×１件

鳥取県西部地域企業立地促進補助金　4名分×300,000円

鳥取県西部９市町村創業支援事業補助金　70,000円　

小規模事業者経営改善資金利子補給補助金　146,105円

○財　　　源

7,600 千円

07　款　商　工　費　

01　項　商　工　費　

01　目　商工総務費　

財　　　源　　　内　　　訳

・過疎地域自立促進特別事業債(利子補給、チャレンジ助成)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1417
企業支援対策事業

町外企業の動向を見ながら企業誘致に努める。また、町内雇用創出を図るため、町内事業者の創業や異
業種参入などの取り組み、自発的な雇用創造を行う事業者を支援するとともに、小規模事業者経営改善
資金の利子補給を行う。
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

21,113 11,016 10,097 0 7,000 221 13,892

（1）事業の目的

（2）事業の概要

・各種イベントへの助成

日南の水を守る会主催の大西満杯・日野川源流かっぱまつり事業の助成

・観光協会が中心となって、道の駅を窓口拠点とし町の観光振興、情報発信に取組む。

・諸会費（各種負担金・補助金）

・本町の特色ある取り組み事例を全国に発信し、行政視察団の招致を図る。

・観光協会へPRや保全誘客活動に対して補助をし、活動を推進する。

・ゆるキャラオッサンショウオを、幅広く活用し、町のPRに努める。

・地域に残る貴重な古民家を中心とした日南町を体感できる観光ネットワークをつくる。

○執行経費 21,113 千円

・共済費 「嘱託職員（観光協会派遣）」社会保険料等 818 千円

・賃金 「嘱託職員（観光協会派遣）」賃金 6,247 千円

・旅費 180 千円

・需用費 行政視察用チラシ作成　60,000円×1.08 65 千円

にちなんファン限定プレゼント企画景品 160 千円

・役務費 行政視察用チラシ・にちなんファン景品郵券料等 224 千円

・委託料 観光ウェブサイト制作委託料 5,000 千円

観光協会業務委託金 2,750 千円

古民家体験等活用事業委託料 3,000 千円

・負担金補助 負担金 国立公園協会負担金等 157 千円

及び交付金 （諸会費） 大山開山1300年祭事業負担金 809 千円

日野郡交流促進協議会負担金 400 千円

合宿誘致支援事業負担金 250 千円

比婆道後帝釈国定公園実行委員会(観光協会） 150 千円

補助金 大西満杯鮎釣り大会補助金 55 千円

日野川源流かっぱまつり補助金 80 千円

観光協会委託事務補助金 768 千円

ゆるキャラグッズ売上金 221 千円

7,000 千円

・木下文庫基金（廃止による一般財源化） 1,000 千円

○財　　　源

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1193
観光振興対策事業

・町の観光資源の開拓とブラッシュアップに取組み、更に対外的に売り出していく。
・観光振興に町の多くの個人、事業者等が関わり進めていけるよう中心となる日南町観光協会の体制を
強化し、町としてもサポートして取り組む。

・過疎地域自立促進特別事業債

　また、観光協会へ新観光マップの制作、観光案内所整備、職員人件費管理を委託するとともに、町観
光ポータルサイトを作成し、情報発信を強化する。

07　款　商　工　費　

観光PR活動旅費(フェア等への参加 関西×2回、関東×1回)

（新観光マップ2種制作900千円、観光マップ増刷450千円、案内所整備
100千円、研修謝金等300千円、観光イベントPR1,000千円）

・地域資源保全活用活動補助：観光地、観光資源、
公園等活用に係る補助　768千円）

01　項　商　工　費　

02　目　観　光　費  

財　　　源　　　内　　　訳

○事業説明
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

企 画 課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,583 2,343 240 0 0 0 2,583

2,583 千円

・賃金 公園等整備にかかる作業人夫賃（10人役×7,124円） 72 千円

100 千円

電気料 167 千円

水道料 46 千円

下水道料 38 千円

燃料費 43 千円

建物設備等修繕費 100 千円

　　公園施設小修繕　100,000円　　

・役務費 トイレ汲み取り料、浄化槽清掃料 335 千円

保険料 45 千円

・委託料 施設管理委託料 1,483 千円

・使用料及び賃借料 土地借地料（花見山、船通山） 4 千円

・原材料費 施設原材料費 50 千円

・負担金補助及び交付金 100 千円

07　款　商　工　費  

財　　　源　　　内　　　訳

○事業説明

○執行経費

・需用費 公園管理消耗品（樹木消毒、除草剤、トイレ洗浄剤ほか購入）

船通山山頂避難小屋維持管理負担金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1418
公園施設管理事務

（1）事業の目的
 井上靖記念館・松本清張公園・菅沢地区公園・石霞渓公園・船通山登山道など町の観光拠点、また三本
松グランドゴルフ場など住民の交流を図る地域振興施設において多くの来訪者を心地よく迎えるため
に、トイレ清掃・樹木の剪定・周辺の除草等管理を行う。

（2）事業の概要
　①公園施設の管理委託
　②三本松グラウンドゴルフ場の管理委託
　③船通山山頂避難小屋維持管理負担金
　④野分の館への雨樋設置、船通山キャンプ場炊事場床の修繕

01　項　商　工　費  

02　目　観　光　費  
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02　款　総　務　費

01　目　税務総務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　

○ 執行経費

・報酬（固定資産評価審査委員会）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 千円

・職員給与費（３人分）　 20,957 千円

・賃金、社会保険料（申告相談事務補助） 522 千円

・需用費（書籍購入、納付書・通知書の印刷代） 1,383 千円

・役務費（軽自動車税申告書等事務取扱手数料等） 126 千円

・委託料（ｼｽﾃﾑ保守［家屋評価、土地家屋台帳］） 659 千円

・使用料（eLTAX電子申告サービス利用料、コピー機使用料） 1,008 千円

・負担金補助及び交付金 117 千円

○ 財　　　源

・県税徴収委託金 6,080 千円

02　款　総　務　費

02　目　賦課徴収費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・納税組合奨励金 3,919 千円

　　　　・例月徴収、滞納整理に要する経費　（電話料、郵券料、振込手数料） 605 千円

・町税還付に要する経費　（町税等過誤納還付金） 1,000 千円

      

○ 財　　　源

町税督促手数料 96 千円

18,71300

965,524

02　項　徴　税　費 住　民　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

・税務事務一般（給与費ほか）及び固定資産評価審査委員会の開催に要する経費。
・適正かつ効率的な賦課徴収事務を行う。

02　項　徴　税　費 住　民　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

・町税収納に要する経費
・未納発生の早期把握と対応を行い長期化、多額化の防止に努める。
・滞納者に対しては随時訪問による催告と徴収を行い、収納率の向上を図る。納税に応じない悪質と思われる
滞納者に対しては、県滞納整理機構と連携し給与・預貯金等の差し押え等を行い、滞納処分に取り組む。
・納税組合については、口座振替納付が増加し、集金業務は減少しているが、コミュニティによる滞納抑制力
を維持するため、引き続き奨励金の交付を行う。

5,855 △ 331 0 0

1053　税務総務一般管理事務 6,080△ 9,645

1054　賦課徴収事務

34,43824,793

平成２９年度一般会計当初予算説明資料

5,428
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02 款　総　務　費

03 項　戸籍住民基本台帳費

01 目　戸籍住民基本台帳費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・職員給与費（１人）　　　　　　 4,224 千円

・賃金、社会保険料（１人）　　　　　　 2,471 千円

・消耗品、書籍等　　　　　　 257 千円

・戸籍システム保守料　　　　　　 2,592 千円

・カード裏書プリンター保守料 70 千円

・埋火葬許可証書式変更 270 千円

・戸籍システムリース料等　　　　　　 4,091 千円

○ 財　　　源

・国庫支出金（中長期在留者住居地届出等事務委託金） 136 千円

・県支出金（人口動態調査事務委託金、人口移動調査市町村委託金） 40 千円

・使用料及び手数料（戸籍等手数料） 3,786 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・住基ネット統合端末ハードウエア保守料 28 千円

・通知カード・個人番号カード関連事務委託料 1,249 千円

・住基ネット共同利用料 2,463 千円

○ 財　　　源

・国庫支出金（通知カード・個人番号カード関連事務補助金） 1,249 千円

1,249 0 2,491
1057　住民基本台帳ネット
ワークシステム運用事業

0

1055　戸籍住民基本台帳一般
事務

住　民　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

・平成１２年から戸籍事務の電子情報処理を実施しており、平成２７年度に機器の更新を行うなど保存体制の
向上に努めている。平成２４年度からは、法改正により外国人も住民基本台帳法の対象となっている。
・相談や手続きにおける住民の意向を正確に把握し、いかに迅速に対応できるかが肝要である。今後も毎月の
戸籍研究会でのケース検討を重ねるなどして、住民のニーズに合った対応ができるよう努める。
・平成２７年１０月５日から番号法が施行され、制度の拡大が見込まれるため、最新の情報の収集が不可欠で
ある。また、全住民が通知カードまたは個人番号カードを所持するようになったため、窓口事務等のセキュリ
ティ、迅速・正確さの向上がさらに求められるようになっている。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

3,740 2,969 771

・日南町、江府町、大山町、琴浦町の４町での共同利用を行っている。
・ネットワークシステムの安全で安定した運用と、さらなるセキュリティレベルの向上を図る。
・社会保障・税番号制度の施行に伴い、通知カード・個人番号カード関連事務の委託を行っている。

3,786017634313,63213,975 10,013
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02 款　総　務　費

03 項　戸籍住民基本台帳費

01 目　戸籍住民基本台帳費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・職員賃金等（1人）　　　　　　 2,471 千円

・需用費（各局電気料）　　　　　　 69 千円

・郵券料 48 千円

・事務委託料　　　　　　 100 千円

・ルーター保守料（本庁用） 17 千円

・複合機及びルーターリース料 655 千円

区　分 戸籍・除籍等 住民票等 各種証明 合計

平成23年度 40件 207件 285件 532件

平成24年度 48件 193件 211件 452件

平成25年度 38件 202件 199件 439件

平成26年度 47件 225件 267件 539件

平成27年度 104件 173件 215件 492件

○ 財　　　源

・総務手数料 156 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・郵券料 76 千円

区　分 27年度 26年度

申請件数 53件 32件

交付件数 52件 35件

※申請件数と交付件数が異なるのは、①本町で申請、米子窓口等で交付
といったケース、②前年度申請で、翌年度交付といったケースがあるた
め

3,360 3,311 49 0 0

財　　　源　　　内　　　訳

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

住　民　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

156 3,204

・平成２２年度より県から権限委譲となったパスポートの発行事務を行う。
・今後も県との連携を密にするとともに、研修会にも積極的に参加し、住民サービスの一層の向上を図る。

・平成１４年から、役場以外でも各種証明書が交付できるしくみを構築している。
・郵便局および出張所と連携をとりながら、各種証明書の迅速な交付と利用促進に努める。また、必要に応じ
て郵便局等への情報提供を行うなどして住民サービスの向上を図る。

事　業　名 本年度

1510　旅券発行事務 76 76 0 76

1058　ワンストップ行政シス
テム運用事業

0 0 0
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

03　款　民　生　費

01 目　社会福祉総務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・委託料（日南町商工会へ） 7,000 千円

・負担金補助及び交付金 7,000 千円

○ 執行経費

・過疎地域自立促進特別事業債 14,000 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・国保特別会計の事業状況を把握し、国民健康保険制度の健全な運営を図る。

○ 執行経費

・国保給与費等繰出金 13,819 千円

国保特別会計に計上している人件費を繰り出す。

・国保出産育児費繰出金 840 千円

出産育児一時金の額（420,000円）の2/3に出産見込み件数を乗じて算出した額を繰り出す。

420,000円×2/3×3件＝840,000円

・国保保険基盤安定繰出金（保険税軽減分） 18,800 千円

国保被保険者の保険税負担の緩和を図るとともに、国保の財政基盤の安定に資するため、

保険税軽減相当額（一般被保険者分相当額）を繰り出す。

【財源】　国（０）0円　　県（３／４）14,100千円　　町（１／４）4,700千円　　

・国保保険基盤安定繰出金（保険者支援分） 10,800 千円

低所得者を多く抱える保険者を支援するため、保険税軽減分と合わせて、平均保険税に

保険税軽減被保険者数を乗じた額の１／２の範囲内の額を繰り出す。

【財源】　国（１／２）5,400千円　　県（１／４）2,700千円　　町（１／４）2,700千円

○ 財　　　源

・国庫支出金

国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 5,400 千円

・県支出金

国民健康保険基盤安定負担金（保険税軽減分） 14,100 千円

国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 2,700 千円

022,200

0 0

22,05945,745

14,000 14,000 0 0 14,000

01　項　社会福祉費 住　民　課

1061　国民健康保険事業

・日南町住宅改修助成条例に基づき、町民の住環境の向上及び町内の住宅関連産業の活性を図るため、町民が
住宅の改修を行う場合に経費の一部を補助する。
・補助金の額は交付請求額の１／２以内とし、残額については、日南町商工会発行の「商品券」（町内使用に
限定）で支払うこととし、その業務は、日南町商工会に委託する。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

44,259

(単位:千円)

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1059　民生一般管理事務

△ 1,486 0
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

03　款　民　生　費

03 目　老人福祉費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・一部事務組合負担金 療養給付に係る負担金 99,890 千円

・繰出金 一般管理事務費繰出分 2,293 千円

徴収費繰出分 194 千円

広域連合納付金操出分 36,068 千円

○ 財　　　源

・保険基盤安定県負担金（県　3/4) 22,950 千円

03　款　民　生　費

01 項　社会福祉費

06 目　国民年金事務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・給料（１名分） 2,953 千円

・職員手当等 1,805 千円

・共済費 1,046 千円

・需用費（消耗品費） 10 千円

・役務費（電話料、郵券料） 85 千円

・使用料及び賃借料（コピー機使用料） 18 千円

○ 財　　　源

・国庫支出金（基礎年金等事務費委託金） 650 千円

事　業　名 比　　較

01　項　社会福祉費 住　民　課

(単位:千円)

財　　　源　　　内　　　訳

138,445

(単位:千円)

本年度 前年度

住　民　課

115,495

0 5,2671065　国民年金取扱事務 5,917 5,673 244 650 0

149,904 △ 11,459 22,950 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1481　後期高齢者医療に係る
事務

・年金事務所、事務センター等と連携し、国民年金被保険者や年金受給者等の身近な窓口として、
　各種届出に関する受付、相談、案内及び各種調査・照会等に適切に対応する。

・被保険者の医療給付に係る費用を負担金として広域連合に支出する。
・後期高齢者医療制度を安定的に運用するための特別会計への財源の繰出しを行う。
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

04　款　衛生費

01　項　保健衛生費

01　目　保健衛生総務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・職員人件費（２名分） 15,177 千円

一般職給料 7,948 千円

職員手当等 4,478 千円

共済費 2,751 千円

・住民課職員研修旅費 100 千円

・西部広域行政管理組合負担金 4,086 千円

火葬場（「桜の苑」）負担金 4,086 千円

※火葬場「桜の苑」の運営経費を均等・実績等により負担

04　款　衛　生　費

01　項　保健衛生費

04　目　環境衛生費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

200,000 千円

○ 財　　　源

200,000 千円

19,363

・町民が健康で安全かつ文化的な生活を営むことができる環境を確保し、次世代へ引き継いでいけるよう、自
然的社会的条件に応じた環境の保全及び創造に関する総合的な施策を策定し、実施する。
・西部広域行政管理組合の組織員として、火葬場「桜の苑」の運営協議等にあたる。

200,000 01392　小水力発電管理事務 200,000

小水力発電事業資金貸付金元利収入

200,000 0 0 0

19,166 197 0 0 0

住　民　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

住　民　課

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1406　保健衛生一般事務費 19,363

・㈱日南町小水力発電公社へ経営改善資金を貸付けし、経営の安定を図る。

貸付金（年度内回収分）

日南町小水力発電公社貸付金
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04　款　衛　生　費

01　項　保健衛生費

04　目　環境衛生費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・環境審議会委員報酬（3,500円×15人×2回） 105 千円

・空き家対策協議会委員報酬（3,500円×9人×2回） 63 千円

・嘱託職員人件費(１名分) 2,404 千円

社会保険料 319 千円

賃金 2,085 千円

・オオサンショウウオ個体登録機材費用 411 千円

マイクロチップ(トローバンISO型)等 265 千円

ハンドルリーダー(ARE H-5) 146 千円

・水質検査委託料 1,252 千円

町内河川水の検査委託料(67検体分) 1,009 千円

臨時水質検査委託料（15回分） 243 千円

・名水ペットボトル化事業 879 千円

ラベルデザイン料 50 千円

ラベル印刷費 300 千円

チラシ印刷費 32 千円

飲料水水質検査委託料 216 千円

充填委託料（3,000本） 281 千円

・負担金補助及び交付金 515 千円

日南町環境立町推進協議会活動補助金 450 千円

日野川の源流と流域を守る会会費 50 千円

水資源全国自治体連絡会負担金 15 千円

・空き家・廃屋対策事業 4,500 千円

老朽危険家屋等解体撤去補助金 3,000 千円

行政代執行費用 1,500 千円

・日野川流域河川資源実態調査委託料 600 千円

○ 財　　　源

・過疎地域自立促進特別事業債 3,000 千円

・行政代執行費用弁償 1,500 千円

住　民　課

1393　環境保全対策事業 10,729 11,564

事　業　名

(単位:千円)

財　　　源　　　内　　　訳

・日南町環境基本計画に基づき、自然環境の保全や環境負荷の低減について、地域と協働した取り組みを実施
する。
・空き家対策特別措置法に基づき、空き家等が管理不全な状態になることの防止を図り、町内の生活環境の保
全及び防犯のまちづくりの推進に寄与する。
・環境保全対策の一環として、水質の汚染が懸念される場所において、水質検査を実施する。

6,2290 3,000 1,500

本年度 前年度 比　　較

△ 835
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

04　款　衛　生　費

01　項　保健衛生費

04　目　環境衛生費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・石見東太陽光発電所維持管理費 4,788 千円

電気料金 156 千円

修繕料 1,080 千円

災害共済保険料 181 千円

除草作業委託料 233 千円

除雪作業委託料 592 千円

電気保安管理業務委託料 440 千円

遠隔監視システム維持管理委託料 2,106 千円

・電気自動車充電設備維持管理 684 千円

電気料金 24 千円

保守・サポートサービス料 660 千円

・家庭用発電設備等導入推進補助金 2,670 千円

太陽光発電導入助成　（70千円/ｋｗ×4ｋｗ×5件+20千円（特例加算）×5件） 1,500 千円

木質バイオマスストーブ購入助成　（50千円×5件） 250 千円

家庭用燃料電池システム導入助成　（180千円×1件） 180 千円

太陽熱温水器購入助成　（50千円×5件） 250 千円

家庭用ｶﾞｽｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ導入助成　（90千円×1件） 90 千円

家庭用蓄電池等導入助成　（400千円×1件） 400 千円

･新石見小水力発電所復旧工事費用 41,641 千円

測量業務委託料 2,678 千円

設計業務委託料　（H29工事分） 6,502 千円

設計業務委託料　（水路全体改良分） 5,465 千円

工事請負費 25,000 千円

用地購入代金 916 千円

電柱移転補償金 1,080 千円

･新石見発電所維持管理費繰出金 1,725 千円

○ 財　　　源

・鳥取県家庭用発電設備等導入推進補助金（県費 1/2） 1,335 千円

・石見東太陽光発電所売電収入 12,600 千円

1409　新エネルギー推進事業 51,508 10,507 41,001 1,335 12,600

住　民　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

37,5730

・石見東太陽光発電所の管理及び運営を行う。
・地球温暖化対策に貢献することを目的に、持続可能な再生可能エネルギーの活用を推進し、地域経済の進展
を図る。
・自然エネルギーの活用を積極的に支援することにより、家庭での地球温暖化防止などの地球環境の保全につ
いて意識の高揚を図り、環境にやさしい町づくりを推進する。
・新石見小水力発電所の復旧工事を実施し、できるだけ早期に安心・安全な運用ができるようにする。
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

04　款　衛　生　費

02　項　清　掃　費

01　目　塵芥処理費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・職員人件費（１名分） 4,466 千円

・廃棄物処理費（収集・運搬・焼却処理） 66,793 千円

一般廃棄物処理業委託料 51,206 千円

清掃センター電気・重油（焼却用）代 15,587 千円

・清掃センター施設管理費 13,334 千円

精密機能検査委託料 1,551 千円

ダイオキシン類排出実態調査委託料 819 千円

焼却灰等に含まれる重金属類の濃度測定委託料 463 千円

ばい煙・ごみ質・熱灼減量検査委託料 648 千円

自家用電気工作物保安・浄化槽管理・施設警備委託料 455 千円

ごみｸﾚｰﾝ・排ｶﾞｽCO/O2計・噴射水電動弁・ﾊﾞｸﾞﾌｨﾙﾀ用空気圧縮機等 点検修繕費 4,699 千円

清掃センタートラックスケール検定委託料 50 千円

清掃センター緊急修繕料等 1,000 千円

清掃センター火災保険料 220 千円

活性炭入り消石灰等消耗品費 3,429 千円

・清掃センター修繕工事費 1,279 千円

舗装張替工事 1,279 千円

・焼却灰処理費 9,309 千円

焼却灰運搬委託料 3,888 千円

焼却灰処理（焼成）委託料 4,808 千円

搬出用コンテナ賃借料 454 千円

焼却灰（混合灰）処理負担金（伊賀市） 159 千円

・リサイクル関連費 3,371 千円

乾電池・蛍光管・布類・軟プラ・ビデオテープ等資源化委託料 966 千円

生ごみ堆肥化委託料 2,205 千円

生ごみ処理機等補助事業 200 千円

・西部広域行政管理組合負担金 45,354 千円

不燃物処理（「リサイクルプラザ」） 19,731 千円

プラスチック選別処理施設（「エコスラグセンター機能転用」） 12,387 千円

最終処分場 13,236 千円

・不法投棄廃棄物処分費 100 千円

・備品購入費 546 千円

清掃センター電話ユニット一式 446 千円

生ごみバケツ（堆肥化用）保管庫 100 千円

・その他の経費 2,091 千円

○ 財　　　源

・廃棄物処理手数料 8,515 千円

・資源売却代金 50 千円

1068　塵芥処理事業

住　民　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

・町の一般廃棄物処理基本計画に基づき、一般廃棄物の処理を行う。ごみの減量化、再資源化、適正処理の推
進に努める。清掃センターの管理、ごみの収集、運搬、中間処理（可燃ごみの焼却）を㈱日南清掃に委託して
行う。

138,078146,643 190,691 △ 44,048 0 0 8,565
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

04　款　衛　生　費

02　項　清　掃　費

02　目　し尿処理費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　　　<汚泥再生処理センター>

１．工　 期 平成27年6月8日～平成29年11月30日

２．構造等 鉄筋コンクリート造（地下１階、地上２階）　

建築面積：417.36㎡、延床面積：953.43㎡

３．計画処理量 15.0KL/日（し尿 3.0KL/日 汚泥 12.0KL/日)

４．工事費 1,617,840千円

○ 執行経費

・日野町江府町日南町衛生施設組合負担金 153,797 千円

○ 財源 過疎対策事業債 123,600 千円

【参考】当初予算ベース

〔Ｈ２９年度〕 （千円）

建　設

事業費

均等割 利用割 計 均等割・利用割 利子等 （充当）

日南 7,154 21,596 28,750 126,767 484 △ 2,204 153,797

日野 7,154 14,198 21,352 104,226 399 △ 1,792 124,185

江府 7,154 14,284 21,438 99,242 380 △ 1,536 119,524

計 21,462 50,077 71,539 330,235 1,263 △ 5,532 397,505

〔Ｈ２８年度〕 （千円）

建　設

事業費

均等割 利用割 計 均等割・利用割 利子等 （充当）

日南 6,561 19,575 26,137 255,268 39 △ 2,242 279,202

日野 6,561 14,692 21,254 209,876 32 △ 1,842 229,320

江府 6,561 11,660 18,222 199,841 31 △ 1,549 216,545

計 19,684 45,928 65,612 664,985 102 △ 5,633 725,066

〔比　　較〕 （千円）

建　設

事業費

均等割 利用割 計 均等割・利用割 利子等 （充当）

日南 593 2,020 2,613 △ 128,501 445 38 △ 125,405

日野 593 △ 495 98 △ 105,650 367 50 △ 105,135

江府 593 2,623 3,216 △ 100,599 349 13 △ 97,021

計 1,778 4,149 5,927 △ 334,750 1,161 101 △ 327,561

住　民　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

・日野町、江府町、日南町で組織する衛生施設組合に負担金を拠出し、し尿処理施設の管理及びし尿の収集、
処分等の共同処理を行う。
・一般家庭及び事業所から出るし尿及び汚泥の適切な処理を行い、清潔で衛生的・快適な生活環境の確保を図
る。
・汚泥再生処理センターの整備計画に基づき、平成29年12月の供用開始に向け、施設の本体工事を進める。

清　　化　　園（江府町）
公債費 繰越金

計（し尿・汚泥処理施設管理運営）

清　　化　　園（江府町）
公債費 繰越金

計

清　　化　　園（江府町）
公債費 繰越金

計

（し尿・汚泥処理施設管理運営）

（し尿・汚泥処理施設管理運営）

△ 125,404 0 123,600 0 30,197
1070　し尿・浄化槽汚泥処理
事業

153,797 279,201
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

57,045 18,595 38,450 0 38,200 0 18,845

○ 事業説明

（１）社会福祉に関する全般的な連絡調整事務

（２）民生委員・児童委員活動の推進

     民生委員・児童委員２９名と主任児童委員２名で組織する日南町民生児童委員協議会事務局

     を担当し、各委員活動の支援と定例会、研修会を通じて福祉情報の提供と地域福祉課題の把握

   　に努め、町民の福祉向上を図る。今年は民生委員制度100周年にあたり記念行事あり。

（３）戦没者追悼式の開催

   　戦没者遺族団体と共催で戦没者の追悼式を開催し、平和への誓いを次の世代に継承する。

（４）放浪者、行旅病人等援護

   　黒坂警察署等関係機関と連携を取り、放浪者、行旅病人等の移動、保護の支援を行う。

（５）虐待等一時避難措置事業

　　 高齢者・障がい者・児童等の虐待等からの一時避難のために、施設入所措置をする。

（６）生活支援ボランティア養成講座修了者を登録し、ボランティア保険に加入した後、

　　生活支援ボランティアとして活動してもらう。

　　登録者は、活動時間に応じて1時間100ポイント、年間上限5,000ポイントを貯め、

　　年度末にポイント相当分の特産品等と交換する。登録者２０名を想定。

（７）障がい者グループホームを、既存施設の改修により設置する。

（８）にちなん保育園の乳児室が狭く、年度内には受け入れが困難となる見込み。

　　また事務室が狭く職員分の机が設置できない、会議室がない等の状況がある。

　　にちなん保育園の改築により、これらを解消し子育て支援の充実を図る。

○ 執行経費

（１）職員給与賃金等 15,558 千円

（２）報償費 生活支援ボランティア報償費 100 千円

民生委員推薦会出席委員報償費 35 千円

追悼式報償費 10 千円

（３）旅費 職員研修旅費 100 千円

（４）需用費 一般事務、追悼式消耗品等 308 千円

（５）役務費 生活支援ボランティア保険加入料 6 千円

追悼式白布クリーニング・郵券 34 千円

たんぽぽの家建物共済 41 千円

（６）委託料 緊急一時保護事業委託 300 千円

障がい者グループホーム設置にかかる設計管理委託料 1,394 千円

にちなん保育園待機児童対策事業　設計管理委託料

乳児室改修 1,188 千円

事務室改修 1,080 千円

（７）使用料及び賃借料 （コピー機使用料、パセオ休憩室使用料） 480 千円

（８）工事請負費 障がい者グループホーム設置にかかる建物修繕料 11,988 千円

にちなん保育園待機児童対策事業　工事請負費

乳児室改修工事 11,880 千円

事務室改修工事 10,800 千円

（９）負担金補助及び交付金

民生児童委員協議会活動補助 1,674 千円

民生委員制度100周年記念事業拠出金 7 千円

民生委員制度100周年記念事業参加旅費 56 千円

（10）扶助費 行旅人送致扶助 6 千円

○ 財　　源

過疎対策事業債 38,200 千円

平成２９年度一般会計当初予算説明資料

財　　　源　　　内　　　訳

1270　民生一般管理事務

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,431 8,432 △ 1 0 0 0 8,431

○ 事業説明

社会福祉関係団体に運営費負担金、補助金等の交付を行い、社会福祉活動の支援を行う。

○ 執行経費

鳥取県社会福祉協議会負担金（町村受託事業負担金） 26 千円

日野郡身体障害者福祉協会負担金 65 千円

日南町手をつなぐ育成会運営補助金 15 千円

日南町社会福祉協議会運営費補助金 8,325 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,519 1,987 532 273 0 0 2,246

　　　○ 事業説明

　障がい児・者の生活におけるバリアの軽減及び自立の促進及び医療機関を受診する際の

交通費、通院費等を助成し、安心した日常生活を送れるようにサポートを行う。

○ 主な執行経費

(１)障がい者相談員報償費

  身体障がい者相談員　1名　年額24,900円

　   知的障がい者相談員　1名　年額24,900円 50 千円

(2)要約筆記、手話通訳者派遣報償費

　鳥取県西部聴覚障害者センターより通訳者を派遣してもらうことにより、耳の不自由な方

　の講演会等への参加推進を図る。 35 千円

(3)障がい者プラン策定委員会委員報酬 315 千円

(4)障がい者福祉に関する研修会の講師報償費 73 千円

(5)身体障がい者等住宅改良助成事業

日常生活の利便性向上のための浴室・トイレ等の改良経費の助成 534 千円

(6)障がい者地域生活体験事業

長期の入院や、施設入所していた障がい者等が、スムーズに地域に移行するため、

短期間、仮の住まいで生活体験を行う事業 56 千円

(7)グループホーム夜間世話人等配置事業

パニックや発作等を引き起こす恐れのある障がい者が、安心してグループホーム等を利用

できるよう、夜間に世話人を配置してその人件費相当分を補助する。 493 千円

(8)障がい者就労促進支援事業

障がい者が就労する時支度金を支給する　扶助費 300 千円

(9)心身障がい者医療費、通院費等助成事業

障がい者の健康の保持並びに生活の安定と社会参加の促進を図ることを目的として、医療

費及び通院費、通所費の費用を住民税非課税世帯の方に助成する。 689 千円

○ 財　　源

・ＧＨ夜間世話人等配置事業県補助金（補助率1/2、対象事業費223千円） 246 千円

・障がい児者地域生活体験事業県補助金　　　　（補助率1/2、対象事業費  55千円） 27 千円

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1273　各種団体補助金及び負
担金管理事務

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1274　障がい者サポート事業
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

165,172 155,831 9,341 123,431 0 0 41,741

　　　○ 事業説明

　障がい者総合支援法に基づき、障がいのある方の自立のために医療等給付を行うとともに、

障がい者福祉サービス等利用計画の策定を支援する。

　自立支援給付については、在宅でのホームヘルプサービス、施設入所費等の介護給付費、

就労に向けた訓練及び在宅での生活に向けた訓練を受ける給付費を計上する。

○ 主な執行経費

(1)医師意見書作成費

障がい程度区分認定に係る医師意見書作成費 86 千円

(2)障がい者自立支援給付支払事務手数料及び電算共同処理事務手数料

審査支払事務の国保連合会に対する手数料 168 千円

(3)身体障がい児・者在宅生活支援事業

施設入所者が在宅へ戻ったときにホームヘルプサービスを利用できる単県事業

（施設入所児・者は在宅サービスの利用ができないため） 53 千円

(4)障がい程度区分認定審査会運営に係る西部広域行政管理組合への負担金

障がい程度区分認定審査委員会分として西部９市町村で委託 300 千円

(5)自立支援給付

　・更生医療、療養介護、育成医療給付事業

障がいのある方が日常生活の能力回復を図るため、医学的方法によって障がいの

除去・改善を図る。 9,144 千円

　・補装具給付事業

障がいのある方の身体機能を補完・代替し、長期にわたり継続して使用される

義足、車椅子、補聴器等を給付する。 1,230 千円

　・障がい介護給付費

居宅介護 9名 8,100 千円

生活介護 19名 45,144 千円

施設入所支援 19名 23,256 千円

就労継続支援Ａ型 8名 10,080 千円

就労継続支援Ｂ型 28名 41,664 千円

共同生活援助 11名 12,012 千円

　・療養介護給付費 3名 9,072 千円

　・特定障がい者特別給付費（施設入所） 17名 1,706 千円

　・特定障がい者特別給付費（共同生活援助） 11名 1,320 千円

　・相談支援等給付費 1,536 千円

　・障がい児通所給付 2名 216 千円

　・障がい児相談支援等給付費 60 千円

○ 財　　源

・障がい者自立支援給付費国庫負担金　　　　（補助率1/2） 82,270 千円

・障がい者自立支援給付費県負担金 　　　　　（補助率1/4） 41,135 千円

・身がい者在宅生活支援事業県補助金　　　　（補助率1/2） 26 千円

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度

1356　障がい者自立支援制度
運営事業
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,943 6,188 △ 1,245 3,708 0 0 1,235

○ 事業説明

　市町村が地域の実情に合わせて事業を実施する障がい者地域生活支援事業において、必須事業

である相談支援事業、コミュニケーション支援事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業等につい

て事業を実施する。また、任意事業である日中一時支援事業等についても実施する。

○ 主な執行経費

(1)相談支援事業

障がい者からの一般相談、計画相談について委託を行う 1,540 千円

(2)コミュニケーション支援事業

手話奉仕員等の派遣事業について委託を行う 319 千円

(3)意思疎通支援事業

手話奉仕員、点訳朗読奉仕員の養成について委託を行う 49 千円

(4)市民後見人等利用促進事業

成年後見制度の普及啓発等について委託を行う 15 千円

(5)日常生活用具給付事業

重度の身体障がい者等に対し、日常生活用具を給付する。

（電気式たん吸引器、ストマ用装具、紙おむつ、ネブライザー等） 2,058 千円

(7)移動支援事業

障がい者の余暇活動等の外出時の円滑な移動を支援し、自立生活や

社会参加を促進する。 192 千円

(8)日中一時支援事業

障がい者の日中における活動の場を確保し、機能訓練、余暇活動等を支援するとともに

家族の就労を支援し、休息を提供する。 600 千円

(9)自発的活動支援事業

障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害者等、その

家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支援することにより、共生

社会の実現を図る。 100 千円

○ 財　　源

・地域生活支援事業国庫補助金 　（補助率1/2） 2,472 千円

・地域生活支援事業県補助金　　　（補助率1/4） 1,236 千円

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1457　地域生活支援事業
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,795 1,504 291 1,346 0 0 449

○ 事業説明

精神又は身体に著しく重度の障がいがあり、在宅による日常生活において常時特別の介護を

必要とする特別障がい者に対して、重度の障がいのため必要となる精神的、物質的な特別の

負担の軽減の一助として手当を支給することにより、福祉、生活の向上を図る。

○ 執行経費

　　特別障がい者手当等給付

特別障がい者手当 3名 966 千円

経過的福祉手当 1名 176 千円

新規認定（見込み）分 2名 644 千円

○ 財　　源

特別障がい者手当等給付費国庫負担金 　（補助率3/4） 1,339 千円

特別児童扶養手当事務取扱費交付金 7 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,120 9,002 △ 4,882 2,000 0 0 2,120

○ 事業説明

安心生活創造推進事業（支え愛ネットワーク構築事業）

　　地域包括支援センターに人員を配置し、地域、関係機関の連携をコーディネイトするとともに、

　　要援護者の把握や見守り活動を行い、住民生活を包括的に支える体制を構築する。

　　　○ 執行経費

（１）職員給与賃金等 2,404 千円

（２）需用費 114 千円

（３）役務費 27 千円

（４）委託料 （安心生活見守りシステム設置委託料 5台分） 181 千円

（５）使用料及び賃借料 （安心生活見守りシステム利用料　75台分） 1,394 千円

○ 財　　源

生活困窮者自立支援事業費国庫負担金（1/2）上限2,000千円 2,000 千円

財　　　源　　　内　　　訳

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1509　特別障がい者手当支給
事務

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

本年度 前年度 比　　較

1539　支え愛ネットワーク構
築事業

事　業　名
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,649 4,646 3 789 0 0 3,860

○ 事業説明

　 生活保護受給者以外の生活困窮者を対象に生活相談、就労支援等を行い早期の生活自立につなげる。

生活困窮世帯児の学力向上を目的に、地域未来塾で使用する教材費等の購入を行う。

離職者で就労能力及び就労意欲のある人の内、住宅を失っている又は失う可能性のある人を対象として

原則６ヶ月間住宅確保給付金を支給し、就労支援を行う。

　　　○ 執行経費

（１）職員給与賃金等 3,563 千円

（２）旅費 105 千円

（３）需用費 120 千円

（４）役務費 120 千円

（５）負担金補助及び交付金 （就労支援員負担金） 537 千円

（６）扶助費 （住宅確保給付金） 204 千円

○ 財　　源

生活困窮者自立支援事業費国庫負担金（3/4） 739 千円

（※職員給与は対象外）

地域未来塾応援事業補助金（県1/2） 50 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　 臨時福祉給付金（経済対策分）

※　支給対象見込者数　　1,500人　　

　　　○ 執行経費

（１）職員給与賃金等 1,046 千円

（２）需要費 0 千円

（３）役務費 299 千円

（４）委託料 0 千円

（５）使用料及び賃借料 （コピー機使用料） 10 千円

（６）扶助費 22,500 千円

（臨時福祉給付金（経済対策分）　支給対象見込者数　1,500人　×　支給額　15,000円）　

○ 財　　源

臨時福祉給付金事業費補助金（国庫10/10） 22,500 千円

臨時福祉給付金事務費補助金（国庫10/10） 1,355 千円

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1540　生活困窮者自立支援事
業

事　業　名

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

本年度 前年度 比　　較

　税制抜本改革法に基づき、低所得者に対し、消費税率引上げによる影響を緩和するため、
簡素な給付措置（臨時福祉給付金）を行う

23,855

財　　　源　　　内　　　訳

0 0 0
1541　臨時福祉給付金・子育
て給付金事業

23,855 48,863 △ 25,008
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

19,000 0 19,000 0 19,000 0 0

○ 事業説明

　 運転免許を保有しない在宅の高齢者や障がい者等に、「日南町お出かけタクシーチケット」を交付し、

日常生活の利便性向上、地域経済循環の向上、高齢者・障がい者の社会活動の拡大を図る。

対象者 　①年度末において70歳以上の者　（1,140人）

　②70歳未満で、要介護・要支援認定を受けた者　（20人）

　③70歳未満で、身体障害者手帳1・2・3級の交付を受けた者

　④70歳未満で、療育手帳Ａ・Ｂの交付を受けた者

　⑤70歳未満で、精神障害者保健福祉手帳1・2級の交付を受けた者　（③④⑤79人）

　　計　1,239人

交付枚数　　400円×50枚　（年間20,000円分）

利用見込み　対象者1,239人のうち77%程度の利用を見込む

　　　○ 執行経費

扶助費 19,000 千円

○ 財　　源

過疎地域自立促進特別事業債 19,000 千円

本年度 前年度 比　　較

1557　高齢者等タクシー助成
事業

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

03  目  老人福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,107 2,163 △ 56 1,324 0 0 783

　　　○ 事業説明

（１）長寿者敬老事業

白寿　5名、100歳以上祝い　8名

（２）老人クラブ活動支援事業

町老人クラブ連合会に活動補助金を交付する。

単位クラブ(20クラブ）1,617千円、町連合会（健康づくり含む）369千円

　　　○ 執行経費

（１）報償費 （敬老記念品） 65 千円

（２）需用費 46 千円

（３）負担金補助及び交付金 10 千円

1,986 千円

　　　○ 財　　源

在宅福祉事業費（高齢者地域福祉推進事業）県補助金(2/3）　　　 1,324 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

13,080 9,816 3,264 0 0 3,091 9,989

○ 事業説明

養護老人ﾎｰﾑ入所措置事業

し、養護老人ﾎｰﾑに養護委託している。入所判定委員会で入所の可否を判定している。

養護委託者見込数 鳥取県立　皆生尚寿苑 ５名

母来寮 ３名

○ 執行経費

（１）報償費 （入所判定委員会委員報償費） 24 千円

（２）委託料 （２施設養護委託料） 13,056 千円

○ 財　　源

入所者・家族負担金 2,952 千円

入所者・扶養義務者負担金過年度分返還金 139 千円

白寿（99歳）該当者及び100歳以上高齢者を表敬訪問し、祝詞と記念品を贈り長寿を祝う。

前年度

03  款  民　生　費

比　　較

1279　高齢者いきがい促進事
業

60歳以上の高齢者の仲間づくり、健康づくり、地域活動等を奨励するため、各単位老人クラブと

01  項  社会福祉費

（県シルバー人材センター負担金）

事　業　名
財　　　源　　　内　　　訳

（単位老人ｸﾗﾌﾞ、町老人ｸﾗﾌﾞ連合会補助金）

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

本年度

1280　老人福祉施設入所措置
事業

65歳以上の者で心身の状況、住宅等の環境により自宅で日常生活を営む事ができない者を保護措置
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福祉保健課

03  目  老人福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

255,874 289,622 △ 33,748 0 0 0 255,874

○ 事業説明

（１）高齢者居住環境整備事業 800 千円

高齢者が在宅生活を継続するために住宅改修が必要な者に対して補助を行う。2件。

　・補助要件：　住民税非課税世帯で要介護認定を受けている者

　・補助金額：　基準限度額　600千円×2/3＝400千円(補助限度額)

（２）介護保険特別会計繰出金 175,372 千円

介護保険特別会計に介護給付費町負担額等その他財源不足額を繰り出しする。

　繰出金 保険給付費 110,992 千円

25,000 千円

地域支援事業（予防） 4,475 千円

地域支援事業（包括的・任意） 3,366 千円

職員給与費等 19,723 千円

事務費 10,458 千円

介護保険料低所得者軽減事業 1,358 千円

（３）介護サービス事業特別会計繰出金 74,258 千円

介護サービス事業特別会計に公債費償還に係る財源不足額及び指定介護予防支援事業

に係る職員給与費等を繰り出しする。

　繰出金 公債費 57,626 千円

6,560 千円

10,072 千円

（４）介護保険利用者負担軽減事業 420 千円

社会福祉法人等利用者負担軽減（国庫補助事業）

低所得者に対し利用者負担軽減（介護利用料、食費、居住費の1/4等）を行っている

社会福祉法人に対して軽減額以内の額を補助する。

（５）介護福祉人材育成奨学金 5,000 千円

介護福祉士養成校の学費を支援し、町内事業所に4年間勤務すると返還を免除する。

年間上限1,000,000円×5人

 ○ 執行経費

使用料及び賃借料 24 千円

負担金補助及び交付金 1,220 千円

貸付金 5,000 千円

繰出金 249,630 千円

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1281　介護保険事業

地域支援事業（訪問型・通所型）

あかねの郷修繕費

職員給与費等
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福祉保健課

03  目  老人福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

889 1,349 △ 460 0 0 140 749

　　　○ 事業説明

安定と継続を図る。

（１）高齢者軽度生活援助事業

にサービス提供を委託し、高齢者世帯の在宅での自立生活の安定と継続を支援する。

利用世帯の住民税課税状況により、事業費の2割・3割・5割の自己負担あり。

（２）権利擁護・成年後見サポートセンター事業

　西部圏域を対象とするサポートセンターが設置され、利用相談及び研修会等の開催を県及び

９市町村で共同委託。

　　　○ 執行経費

委託料 （権利擁護・成年後見サポートセンター） 189 千円

（シルバー人材センター） 700 千円

　　　○ 財　　源

高齢者軽度生活援助事業利用者負担金 140 千円

福祉保健課

04  目  老人福祉施設費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,056 4,156 △ 100 0 0 0 4,056

　　　○ 事業説明

　　　　 高齢者生活福祉センター「かすみ荘」居住部門管理運営事業

　病気療養中や冬季間の生活不安にある高齢者の方に一時居住の居室を提供し、通院の利便を

　図ったり、生活不安の解消に向けて相談支援を提供している。

・居室数　 一人用　　7室、　　二人用　　4室 （利用定員 15名）

　　　○ 執行経費

委託料 （受託者：社会福祉法人　日南福祉会） 4,056 千円

財　　　源　　　内　　　訳

財　　　源　　　内　　　訳

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1284　高齢者自立支援事業

　高齢者ひとり暮らし世帯及び高齢者のみ世帯を対象に、軽度生活援助等の支援を行い、自立生活の

家事援助、買物援助、住宅維持管理など日常生活について、日南町シルバー人材センター

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1287　高齢者生活福祉セン
ター管理運営事務
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01　項　社会福祉費 福祉保健課

05　目　特別医療費助成費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

33,997 35,245 △ 1,248 15,954 0 2,598 15,445

○ 事業説明

　重度心身障がい者、精神障がい者、特定疾病者、小児、ひとり親家庭を対象に医療費を助成。

２７年度から小児医療の高校生等拡大を町単独で実施したが、２８年度からは県の補助事業となる。

また、２８年度から障害者３級４級（非課税世帯）の方に対象を拡大し、医療費の1/2助成を行う。

加えて訪問看護に係る経費も助成対象となる。

○ 執行経費

（１）特別医療費審査支払委託料　 772 千円

・国保連合会　　 83.7円×300件×12月＝ 301,320

・支払基金（医科）　 93.4円×300件×12月＝ 336,240

・支払基金（調剤） 52.6円×170件×12月＝ 107,304

・資格チェック手数料 3.3円×675件×12月＝ 26,730

（２）特別医療扶助費 33,187 千円

　　　助成対象

・重度心身障がい者、重度精神障がい者、小児（１８才まで） 31,137 千円

　ひとり親家庭、特定疾病者

・身体障がい者手帳３級４級所持者（非課税世帯）1/2助成 840 千円

・精神保健福祉手帳２級所持者（非課税世帯）1/2助成 996 千円

・高校生年代分（27年度利用29年度申請） 10 千円

・小児への訪問看護分が拡大（県も助成） 204 千円

（３）受給資格証　印刷代 15 千円

（４）郵券料 23 千円

○ 財　　源

・特別医療審査手数料補助金 386 千円

・特別医療助成事業費補助金 15,568 千円

・高額医療費繰替戻入金 2,598 千円

03  款  民　生　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1064　特別医療費助成事業

(補助率1/2、対象事業費 772千円)

(補助率1/2、対象事業費 31,137千円)

(鳥取県後期高齢者医療広域連合）

－54－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

02  項  児童福祉費 福祉保健課

01  目  児童福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

40,902 43,062 △ 2,160 35,056 0 0 5,846

○

(１)扶助費 40,860 千円

　　 　平成２９年２月分～平成３０年１月分支給　     児童手当

支給見込額 15,000円/月×84人×12月＝15,120千円

10,000円/月×213人×12月＝25,560千円

5,000円/月×3人×12月＝180千円

３歳児未満児 （被用者) 延べ 456　人 国37/45・県4/45・町4/45

（非被用者) 延べ 60　人 国2/3・県1/6・町1/6

３歳以上～

小学校修了前　（被用者・非被用者）　第１・２子 延べ 1,860　人 国2/3・県1/6・町1/6

小学校修了前　（被用者・非被用者）　第３子 延べ 312　人 国2/3・県1/6・町1/6

中学生 延べ 876　人 国2/3・県1/6・町1/6

特例給付（被用者） 延べ 36　人 国2/3・県1/6・町1/6

特例給付（非被用者） 延べ 　人 国2/3・県1/6・町1/6

計 3,600　人

（２）事務費

需用費 プリンタートナー代 31 千円

役務費 認定通知等郵券料 11 千円

○

児童手当国庫負担金（負担割合　 37/45　・　2/3） 27,640 千円

児童手当県費負担金（負担割合　　4/45　・　1/6） 7,416 千円

財　　　源　　　内　　　訳

03  款  民　生　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1066　児童手当支給事務

事業説明　執行経費

財　　源
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02  項  児童福祉費 福祉保健課

01  目  児童福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

25,881 26,795 △ 914 8,559 5,500 207 11,615

○ 事業説明　執行経費

（１）報償費 1,320 千円

　・日南町いきいき定住促進条例出産祝金

　　少子化対策、子育て支援策の一環として第1子30，000円、第2子50,000円、第3子70,000円

　　を、訪問して交付する。　第1子7人、第2子9人、第3子9人の見込み。

1,290 千円

　　　　 　・母子・父子家庭中学校卒業記念品支給

　　中学校を卒業する母子・父子家庭の生徒に記念品を贈り激励する。

5,000円×6名 30 千円

（２）需用費 30 千円

（３）郵券料 50 千円

（４）補助金及び交付金 5,912 千円

・子育て世代就労支援　事業所内保育事業　運営費補助 5,500 千円

・事業所内保育　利用料軽減（半額補助） 412 千円

（５）扶助費 18,569 千円

・一人親家庭小・中学校入学支度金

　　一人親家庭の小・中学校に入学する児童・生徒に支度金20,000円を支給する。

見込み 5 名 100 千円

・遺児手当の支給

　　災害等の遺児に対し手当てを支給し、生活支援を行う。

　　災害以外の遺児 見込み 2 名 24 千円

・助産施設・母子生活支援施設入所措置費（国県負担率3/4）

　　助産施設 320,000円×1人 320 千円

　　支援施設 300,000円×1人×12月 3,600 千円

・母子家庭自立支援給付金（国県負担率3/4）

　　高等技能訓練 100,000円×1人×3月 300 千円

・児童扶養手当（国負担率1/3）

　　受給対象者見込　　30人 14,225 千円

○ 財　　源

　助産施設・母子生活支援施設入所措置費（国負担率1/2） 1,960 千円

  児童入所施設措置等負担金（県費負担率1/4） 980 千円

　母子家庭自立支援給付金（国補助率3/4） 225 千円

　児童扶養手当（国負担率1/3） 4,741 千円

　子育て応援市町村交付金（県1/2） 562 千円

　在宅育児世帯支援事業費補助金（県1/2） 91 千円

　日南町こどもゆめ基金繰入金 62 千円

  過疎地域自立促進特別事業債 5,500 千円

　過年度分児童扶養手当返還金 145 千円

03  款  民　生　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1288　母子父子福祉事務
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02  項  児童福祉費 福祉保健課

01  目  児童福祉総務費 （単位:千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

33,074 24,604 8,470 10,562 1,800 11,270 9,442

○ 事業説明

　・地域子育て支援（拠点）センター事業（運営主体：日南町社会福祉協議会） 8,840 千円

　・ファミリー・サポート・センター事業（運営主体：日南町社会福祉協議会） 100 千円

　・放課後児童クラブ事業（運営主体：日南町社会福祉協議会） 11,609 千円

　・０歳児預かり保育事業（運営主体：日南町社会福祉協議会） 3,251 千円

　・親子絵本のお城事業 130 千円

  ・病後時保育事業委託料　　 100 千円

　・新生児誕生記念絵本配布事業 250 千円

　・こどもゆめ基金運営審議会委員報酬 210 千円

　・こどもゆめ基金マスコットキャラクターシール印刷 30 千円

　・こどもゆめ基金ツリーハウス用基金キャラクター看板 20 千円

　・こどもゆめ基金樹名板材料費 50 千円

　・こどもゆめ基金ツリーハウス周辺道路整備材料 20 千円

　・子育て支援事業啓発パンフレット修正印刷 78 千円

　・こどもの森事業損害賠償保険 57 千円

　・こどもゆめ基金の積み立て（基金利子の積み立て） 18 千円

　・在宅育児世帯サポート事業（新） 7,800 千円

○就学前の児童を家庭で保育する世帯に経済的支援を行う。単町。

　・保育園保護者会活動助成（新） 60 千円

○ 執行経費

（１）報償費・賃金 （運営審議会委員報酬ほか） 224 千円

（２）需用費 （新生児誕生記念絵本、ツリーハウス周辺整備材料ほか） 619 千円

（３）役務費 （支援センター火災保険料・関連事業通信費） 273 千円

（４）委託料 （子育て支援委託業務） 23,950 千円

（５）備品購入費 （親子絵本のお城事業に係る図書購入） 130 千円

（６）補助金 （保育園保護者会活動補助） 60 千円

（７）扶助費 （在宅育児世帯支援事業） 7,800 千円

（８）積立金 （日南町こどもゆめ基金預金利子） 18 千円

03  款  民　生　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

３歳未満児　30,000円/月(5世帯分)

財　　　源　　　内　　　訳

1291　地域子育て支援事業

子育て家庭の育児不安解消と子育ての仲間づくりを図るため、いつでも自由に利用できる子育
て支援センターを開設。（開設日：祝祭日以外の月～金曜日 毎月１回第４土曜日）

子育て支援サービス利用会員と、サービス提供会員を登録・管理し、保育園の送迎など保護者
が一時的にサービスを必要とする場合、利用申込みの受付、提供会員の紹介など仲立ち役とな
るセンターを運営する。

学校の長期休業中及び平日の放課後、就労や病気等の理由により昼間保護者が家庭にいない児
童に対して遊びや生活の場を提供し、子育てを支援する。
対象年齢小学校１年生から６年生　11,609千円　（利用料1/2軽減継続）

０歳児を育児している家庭の育児と就業の両立を支援するため、預かり保育を行っている。
3,251千円。利用料1/2軽減継続。

○0歳児がいる世帯に月30,000円の現金を給付し、家庭保育の経済的支援を行う(20世帯分)。
県1/2補助。

乳幼児期における絵本との出会いは、親子での読書が最初の機会であり、その後の情操の成長
に大きな影響がある。これを促進するため、図書館読書指導事業として実施する。

新生児に絵本を配布し、親子での読書が全ての子育て家庭に取り入れられる環境を提供する。

保育園保護者会の活動に対して1/2上限20千円の助成を行う。(ゆめ基金)
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○

子ども・子育て支援交付金（国1/3） 3,593 千円

鳥取県子ども・子育て支援交付金（1/3） 3,593 千円

鳥取県放課後健全育成事業補助金（1/2） 201 千円

鳥取県病児保育事業補助金（1/2） 50 千円

とっとり版ネウボラ推進事業費補助金（1/2） 125 千円

在宅育児世帯支援事業費補助金（県1/2） 3,000 千円

放課後児童保育施設利用料 415 千円

０歳児預かり保育施設利用料 160 千円

日南町こどもゆめ基金繰入金 9,777 千円

日南町こどもゆめ基金利子収入 18 千円

  過疎地域自立促進特別事業債 1,800 千円

子育て支援センター太陽光発電売電収入 900 千円

03  項  生活保護費 福祉保健課

01  目  生活保護総務費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

21,202 19,151 2,051 573 0 0 20,629

○ 事業説明

　生活保護の適正実施に努め、被保護者等の最低限度の生活の保障及び自立を助長するという

生活保護法の目的を達成するため、保健・医療・福祉に係る関係機関及び民生委員等との連携の

もと、総合的な保護の実施の推進に努める。

・関係職員等研修・啓発事業

　所内研修・県・国が主催する研修に参加することにより、生活保護現業員の資質向上を図る。

・被保護者に対する見舞金支給事務（鳥取県からの委託事業）

　生活保護受給者に対して見舞金を支給する。

○ 執行経費

報酬（精神科・歯科嘱託医） 326 千円

職員給料（査察指導員・現業員） 6,919 千円

職員手当等 4,621 千円

共済費 2,728 千円

賃金（嘱託職員） 2,085 千円

旅費（扶養義務調査、職員研修） 501 千円

需用費（研究図書、消耗品、印刷製本費、燃料等） 415 千円

役務費（医療介護審査支払手数料、電話料、郵券料等） 189 千円

委託料（内科嘱託医派遣委託、システム保守管理等） 2,902 千円

負担金補助及び交付金（就労支援員共同設置負担金） 300 千円

扶助費（見舞金、住宅手当） 216 千円

○ 財　　　源

生活困窮者自立支援事業費国庫負担金 352 千円

見舞金支給県委託金（県：10/10） 218 千円

生活保護調査費委託金 3 千円

財　　　源　　　内　　　訳

財　　源

03  款  民　生　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1506　生活保護総務費
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03  款  民　生　費

03  項  生活保護費 福祉保健課

02  目  生活保護扶助費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

68,223 68,123 100 51,767 0 256 16,200

○ 事業説明

被保護者に生活費、住宅費、医療費等の保護費を支給し、生活の安定と自立支援を促進する。

○ 執行経費

生活扶助費（生活扶助費、被服費等）　 17,484 千円

住宅扶助費（家賃、地代、住宅修繕費等） 3,845 千円

教育扶助費（教材費、学校費、給食費等） 240 千円

医療扶助費（医療費、移送費、治療材料代等） 37,365 千円

介護扶助費（介護保険対象、同対象外） 1,440 千円

出産扶助費 245 千円

生業扶助費（高等学校学校費等） 276 千円

葬祭扶助費 352 千円

施設事務費（救護施設入所者） 6,976 千円

○ 財　　　源

生活保護費国庫負担金（国３/４）

医療扶助費負担金 28,023 千円

生活扶助費負担金 21,870 千円

介護扶助費負担金 1,080 千円

県負担金（居住地不明者分・県１/４） 794 千円

生活保護費返還金・徴収金 256 千円

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1507　生活保護扶助費
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04  款  衛　生　費

01  項  保健衛生費 福祉保健課

01  目  保健衛生総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

32,826 32,768 58 0 0 140 32,686

○ 事業説明

保健・医療・福祉の連携を基本とする住民の健康づくりと保健福祉サービスの拠点施設

である健康福祉センターほほえみの里（地域包括支援センターを併設）の管理運営を行う。

①健康福祉関連事業の開催

②健康福祉及び介護予防支援

③介護用品の展示紹介

④健康福祉関連団体への会場提供

○ 執行経費

職員給与等 （保健担当職員分） 24,411 千円

賃金 （嘱託職員賃金） 2,200 千円

旅費 （専門職研修旅費） 140 千円

需用費 （施設維持消耗品等） 2,841 千円

役務費 （施設維持点検費等） 824 千円

委託料 （施設管理委託料） 1,412 千円

使用料及び賃借料 （コピー機使用料ほか） 281 千円

負担金及び交付金 （一部事務組合負担金ほか） 705 千円

公課費 （車両重量税） 12 千円

○ 財　　源

諸収入 （看護学生受け入れ実習指導料） 140 千円

本年度 前年度事　業　名 比　　較

1296　健康福祉センター管理
運営事務

財　　　源　　　内　　　訳
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04  款  衛　生　費

01  項  保健衛生費　 福祉保健課

02  目  予　防　費　　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,872 20,980 △ 108 580 0 4,390 15,902

１．予防接種一般

○事業説明

・ 予防接種法に基づき実施している（すべて個別接種）。

（１） 定期の予防接種・Ａ類疾病

（２） 定期の予防接種・Ｂ類疾病

（３） 任意の予防接種

○執行経費

・ 需用費（新型インフルエンザ対策等消耗品費、予診票等印刷製本費） 151 千円

・ 郵券料（高齢者および乳幼児学童インフルエンザ予防接種接種券通知料） 276 千円

・ 委託料（予防接種医療機関委託料） 15,189 千円

・ 5,256 千円

○財　　源

・ 国保会計繰入金（国保被保険者インフルエンザ費用負担金） 2,315 千円

・ 日南町こどもゆめ基金繰入金 1,966 千円

・ とっとり版ネウボラ推進事業費補助金（県1/2） 500 千円

・ 風疹ワクチン接種費緊急助成事業補助金（県1/2） 45 千円

２．狂犬病予防接種

○事業説明

・ 狂犬病予防及び登録を行う。（４月・６月）

・ 保健所の野犬捕獲に係る協力及び不要犬、猫の処理への協力を行う。

・ 所有者のいない猫対策推進費補助金

○執行経費

・ 需用費（予防注射済証、捕獲用餌代ほか） 21 千円

・ 郵券料 10 千円

・ 70 千円

○財　　源　　

・ 狂犬病予防注射手数料 109 千円

・ 所有者のいない猫対策推進費補助金（県1/2） 35 千円

前年度

負担金補助及び交付金（所有者のいない猫に対する避妊去勢手術の手術費助成）

財　　　源　　　内　　　訳
比　　較

　その疾病の発生及びまん延を予防することを目的としており、ジフテリア、百日せ
き、破傷風、急性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、インフルエンザ菌b型
感染症、肺炎球菌感染症（小児に限る。）、ヒトパピローマウィルス感染症、水痘、B
型肝炎の計13種類の疾病を予防するためのワクチン接種を実施。

　予防接種法に定めはないが、高齢者以外のインフルエンザワクチン、風疹ワクチ
ン、ロタウィルスワクチン、おたふくかぜワクチン、B型肝炎ワクチン（定期接種対象
児以外）に関して、接種を希望する者に対して費用助成を行う。

　その疾病の個人の発病または重症化を防止し、併せてまん延を予防することを目的
としており、インフルエンザ（高齢者に限る。）、肺炎球菌感染症（高齢者に限
る。）の計2種類の疾病を予防するためのワクチン接種を実施。

事　業　名 本年度

1298　予防衛生一般事業

負担金補助及び交付金（64歳以下インフルエンザ予防接種費用助成、高齢
者肺炎球菌:日南病院利用促進助成、風疹接種費用助成、ロタ･おたふくか
ぜ・B型肝炎ワクチン接種費助成)
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04  款  衛　生　費

福祉保健課

03  目  健康対策費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,413 8,932 481 168 0 0 9,245

○ 事業説明

事業内容

・

・

・ 検診種別

取り組み内容

・ 集団検診を６．５日間（年９回）実施する。

・ セット検診、休日検診（２日、土・日）、女性検診医療機関委託により受けやすい体制をつくる。

・

・

・

・

○ 執行経費

・ 需用費（がん検診事業に係る事務用品、検査容器等） 278 千円

・ 印刷製本費（医療機関検診用 子宮・乳がん検診受診票） 44 千円

・ 郵券料（各種クーポン券、医療機関検診受診券、がん検診受診券） 264 千円

・ 委託料（鳥取県保健事業団、西伯病院） 8,817 千円

・ 使用料及び賃借料 10 千円

○ 財　　源

・鳥取県休日がん検診実施支援補助金

　（補助率） 県：2/3 160 千円

・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業補助金

　（補助率） 国：1/2 8 千円

平成２７年度に「全国健康保険協会（協会けんぽ）鳥取支部との健康づくり事業に関する包括連携
協定」を締結し、これまでの成果として健診結果・医療費データの分析資料が完成している。より
明確化した地域の健康課題の解決に向け、両者が協働して健康づくりを推進する。今年度も健診
（がん検診）啓発・受診勧奨を中心に、壮年期の健康づくりに重点を置き、さまざまな方法（啓発
物の工夫、集団検診会場でのオプショナル健診実施等）で取り組む。

01  項  保健衛生費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

乳がん、子宮がん検診では、検診対象となる初年度の年齢を対象とした国の補助事業を活用し、住
民への周知に努め、受診率向上と早期発見・早期治療を図る。

４０～７４歳（子宮がん検診は２０歳以上の女性）全員に受診券を送付し、壮年期の受診勧奨に重
点を置いた取り組みを継続する。

1301　がん検診事業

がん対策基本法に基づき、集団検診（中央１か所、セット検診）にて、各がん検診を実施する。
子宮がん・乳がん検診の医療機関検診（西伯病院）を実施する。

胃がん（４０歳以上）、肺がん（４０歳以上）、大腸がん（４０歳以上）
子宮がん（２０歳以上）、乳がん（４０歳以上隔年）

地区診断を行い、地区保健委員と連携して、事業所や住民への啓発活動に重点的に 取り組む。

－62－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

04  款  衛　生　費

福祉保健課

03  目  健康対策費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,981 6,553 1,428 1,438 600 3,677 2,266

○ 事業説明

・ 主に母子保健法及び発達障害者支援法、子ども子育て支援法に基づき事業実施する。

（１） 乳幼児健診

（２） その他母子保健相談指導事業

（３） 母子健診相談指導事業との連携事業

○ 執行経費

・ 賃金（健診補助、フッ素塗布、育児教室介助者等） 239 千円

・ 報償費（健診医師、育児教室講師等） 1,522 千円

・ 費用弁償（乳幼児健診、育児教室外部スタッフ旅費） 39 千円

・ 需用費（育児教室消耗品費、健診教材費等） 140 千円

・ 役務費（郵券料） 5 千円

・ 3,466 千円

・ 使用料及び賃借料（鳥大小児科医師送迎タクシー代） 372 千円

・ 1,440 千円

・ 758 千円

○ 財　　源

・ 日南町こどもゆめ基金繰入金 3,670 千円

・ とっとり版ネウボラ推進事業費補助金（県1/2） 649 千円

・ 市町村子育て応援交付金（特定不妊治療分　県1/2） 500 千円

・ 過疎地域自立促進特別事業債 600 千円

・ 未熟児養育事業費国庫負担金（国1/2） 146 千円

・ 未熟児養育事業費県負担金（県1/4） 73 千円

・ 未熟児養育事業費自己負担金 7 千円

・ 鳥取県アートスタート活動支援事業補助金（県1/2） 70 千円

01  項  保健衛生費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1302　母子健診相談指導事業

 乳児（4ヶ月･7ヶ月･10ヶ月･12ヶ月）、1歳6か月児、3歳児、5歳児を対象に健康診査
を実施。各種健診、合計12回実施。

負担金補助金および交付金（不妊治療費助成、ｱｰﾄｽﾀｰﾄ活動支援事業補助等）

　子育て支援、発達支援、児童虐待及び配偶者等による暴力防止対策等を行うにあた
り、適宜、開業助産師や子育て支援センター、保育園、小中学校、教育委員会、鳥取
大学、その他外部支援機関等と連携協同して事業を実施する。

扶助費（小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業、未熟児養育医療費、
妊婦歯科健診費用助成、母子産後1か月健診費用助成等）

委託料（歯科衛生士委託業務、1歳半3歳児健診精密検査、妊婦健診、新生
児聴覚検査、助産師訪問ケア事業、産後家事援助事業）

財　　　源　　　内　　　訳

　健診以外に、不妊治療費や未熟児養育医療費の助成事業、母子健康手帳及び妊婦健
診受診券・新生児聴覚検査費受診券の交付、妊婦歯科健診費用助成、母子産後1か月健
診費用助成、産後家事援助事業、助産師訪問ケア事業、育児教室（赤ちゃんを迎える
ためのパパママ応援教室、離乳食幼児食講習会、おやこふれあい教室、ペアレントト
レーニング事業、家庭看護力向上支援事業）や乳児期の歯科保健対策事業、訪問事業
等を実施。
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04  款  衛　生　費

福祉保健課

03  目  健康対策費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,961 2,087 △ 126 451 0 0 1,510

○ にこにこ健康にちなん２１

・

○ 自死対策事業

・

○ 食育推進事業

１．食育推進地区活動

・

・

・ 地域での課題やニーズに応じた自主的な活動の支援を行う。

・ 住民検診で食育推進員による薄味習慣の普及を行う｡(循環器系疾患予防対策)

・

２．親子の食育体験

・

３．食育推進員研修

・

○ 健康増進事業

　健康増進法に基づき、以下の事業を実施し、住民の健康づくりと疾病予防を積極的に行う。

１．健康手帳の交付

・ 健康手帳や健康管理ファイルを交付することで、経年的に健康管理を進める。

２．健康診査

・

・

・ 鳥取県保健事業団に健診事業を委託し、実施にあたっては日南町国保と共同実施する。

・ 検診種別

（４０～６０歳で５歳きざみの未受検者）、⑤各がん検診。

・

財　　　源　　　内　　　訳

集団検診を中央１カ所（総合文化センター）にて、セット検診として6.5日間（年９回）実施。

住民参加型の食生活改善を進める健康づくりを連携して行うため、食育推進員の育成と組織運営を
支援する。（教育研修を年４回）

将来を担う子どもへの食育、そして子どもの成長に大きくかかわる保護者や地域、学校・保育園、
子育て支援センターと連携を図り食育を推進する。

「第２期にこにこ健康にちなん２１」の目標に挙げている、郷土料理を後世に残すため、郷土料理
の冊子づくりを行う。

比　　較

平成１７年度から自死予防対策に取り組んでいる。昨年度は、町内事業所でこころの健康づくりに
関する健康教室を実施したり、こころの健康相談日には、性別、年代を問わず予約が埋まる状況か
ら、全年齢におけるこころの健康づくり（自死予防対策）を継続する必要がある。今後もこころの
不調な方の早期発見や見守り・相談等を行う地域・体制づくりが必要であるため、「ほっと安心日
南町こころの健康づくりネットワーク」を充実させる。

健康診査（健康増進法に基づく健診：４０歳以上の生活保護受給者等、

２０～３９歳で健診を受ける機会がない者）、④Ｂ・Ｃ型肝炎ウィルス検診

　※③④⑤の実施主体は市町村

1304　健康増進事業

01  項  保健衛生費

事　業　名 本年度 前年度

食育基本法（平成１７年制定）に基づき、生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性を育む
ための食育を推進し、食について関心を持ってもらう。

平成２８年から３２年度までの５年間を対象とした内閣府が策定した第３次食育推進基本計画（平
成２８年策定）に基づいて食育を推進する。

未受検者で検査を希望した方へＢ・Ｃ型肝炎ウィルス検診を実施。

①特定健康診査（４０～７４歳）、②高齢者の健康診査（７５歳以上）、③一般

「第２期にこにこ健康にちなん２１」計画に基づき健康づくりを展開中。全国健康保険協会鳥取支
部との包括連携協定により、健診結果・医療費データ分析が行えている。この資料を活かし、鳥取
大学医学部医学科環境予防医学講座教授から助言指導を受け、地域の健康課題の解決に向けて健康
づくりを推進する。

健康へ関心を持つための動機付けとして、楽しみながら健康づくりができる企画を実施する。今年
度も健診（がん検診）受診者等を対象とした抽選事業を行い、健康づくりを始めるきっかけづくり
をする。
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３．健康教育

・

・

４．健康相談

・ 随時、電話相談、来所相談など、個々の相談に応じて必要な指導や助言を行う。

・ 集団検診会場で、歯と口腔の健康相談、骨密度測定の個別相談を行う。

５．機能訓練

・

６．訪問指導

・

・

○ 執行経費

・ 555 千円

・ 260 千円

・ 17 千円

・ 467 千円

・ 20 千円

・ 備品等修繕料（備品等修理代、包丁研ぎ代） 37 千円

・ 171 千円

・ 384 千円

・ 50 千円

○ 財　　源

・ 健康増進事業県補助金

（補助率） 県：2/3 441 千円

・ 自死対策緊急強化事業交付金

（補助率） 県：1/2 10 千円

04  款  衛　生　費

福祉保健課

01  目  病　院　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

325,707 300,076 25,631 3,172 0 0 322,535

○ 日南病院運営に係る補助及び負担金

補助金 3,173 千円

収益的経費補助金（自治体病院費県補助金）

病院会計負担金 322,534 千円

日南病院事業会計負担金

○ 財　　源

自治体病院費県補助金 3,172 千円

04  項  病　院　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

地域の健康教室や病態別教室（生活習慣病予防、歯周病予防、骨粗鬆症予防、糖尿病予防、コスモ
ス会、あけぼの会、こころの健康づくり等）、いきいき健康体操教室（国保会計）を実施。

健康教室への新規参加者、働き盛りの年代層の参加者を増やし、健康に関する知識の普及など一次
予防を推進する。

身体又は精神機能が低下している者を対象に、年３回交流学習会（ほほえみの会）を開催し、作業
療法等を通して、閉じこもり防止等の社会的リハビリテーションを行う。

保健師、管理栄養士等が対象者に応じた相談・支援を行う。（生活相談、住民検診後の精密検査受
診勧奨、独居・虚弱高齢者、身体・知的・精神障がい者、災害時の安否確認および不安の緩和等）

特定健康診査結果より、日南町国保の特定保健指導対象者に、個別訪問、指導を行う。

1306　病院運営事業

財　　　源　　　内　　　訳

賃金（健康教育・健康相談・保健事業・食育事業介助者）

使用料および賃借料（コピー代）

報償費（健康づくり計画推進及びこころの健康づくりに係る医師・講師等）

旅費（保健事業介助者旅費費用弁償）

需用費（保健事業及び食育推進等に係る教材、消耗品等）

印刷製本費（精密検査紹介状）

郵券料（健康相談等、食育推進、肝炎ウイルス検査、糖尿病教室）

委託料（鳥取県保健事業団委託料、一般健康診査、肝炎ウイルス検査）

－65－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

03　款　民　生　費

02　項　児童福祉費 保  育  園

02　目　保 育 園 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

179,531 173,571 5,960 12,448 0 1,762 165,321

 ○ 事業説明

　町内に設置された保育園３園（うち分園２）で保育事業を行い、小学校に就学するまでの幼児に対し

子育ての支援を行うことにより、次世代を担う児の育成に努める。

また、今年度も保育料を無償とし、子育て支援の充実を図る。

H26年度から休園していた分園多里保育園については、入園希望者の減少により廃園とする。

 ○ 執行経費

(１) 職員給与費(正職に係る給料・手当・共済費) 104,700 千円

(２) 嘱託職員等賃金、社会保険料等 53,758 千円

(３) 報償費（嘱託医師手当) 71 千円

(４) 旅費（職員旅費） 390 千円

(５) 需用費 17,527 千円

(６) 役務費 1,634 千円

(７) 委託料 779 千円

(８) 使用料及び賃借料 522 千円

(９) 原材料費 90 千円

(10) 負担金 60 千円

①学校体育健康会負担金 47 千円

②人権同和保育解放連盟負担金 13 千円

  ※ 平成２９年度入所予定者数

(単位：人)

区  分 にちなん保育園 石見保育園 山の上保育園 合  計

５歳児 16 5 0 21

４歳児 13 6 2 21

３歳児 20 6 2 28

２歳児 8 3 3 14

１歳児 14 3 2 19

合  計 71 23 9 103

                                              中途入所含む 

 ○ 財　　　源

(1) 県補助金

①中山間地域保育料無償等モデル事業費補助金（補助率 1/2） 10,808 千円

②低年齢児受入保育士配置費補助金（補助率 1/2） 749 千円

③保育サービス多様化促進事業費補助金（補助率1/2） 891 千円

(2) 諸収入（共食費実費負担金等） 1,738 千円

(3) 一時保育利用料 24 千円

財　　　源　　　内　　　訳

1104　保育園管理運営事
務

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
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06　款　農林水産業費  

01　項　農 　業 　費  農業委員会

01　目　農業委員会費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

≪事業の内容≫

・農業委員会総会（年12回）及び各部会（農政、農地、農年）の開催

・農地法や農業経営基盤強化促進法に基づく認可及び意見・決定

・農地中間管理機構との連携を図る等、農地利用最適化の推進

・その他、会議の開催や法令に基づく業務、農業委員会活動の「見える化」に関する事業

　　　○執行経費

報酬（農業委員・農地利用最適化推進委員報酬） 8,448 千円

賃金（移動農地銀行活動賃金） 67 千円

報償費（各種啓発活動謝金等） 60 千円

旅費（全国農業委員会会長大会参加旅費） 76 千円

需用費・印刷製本費 99 千円

役務費（電話料・郵券料） 18 千円

委託料（利用権設定管理台帳管理事務委託料） 160 千円

使用料及び賃借料（コピー機使用料） 2 千円

負担金補助及び交付金 172 千円

県農業会議拠出金、県会長協議会負担金、西部会長協議会負担金等

　　　○財　　　源

農業経営基盤強化措置特別会計事務取扱交付金 18 千円

鳥取県農地利用最適化交付金 1,368 千円

9,102 8,636 466 1,386 0 0 7,716

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1197　農業委員会事務

　　　○事業説明

　２８年度の改正農業委員会法の施行に伴う新しい農業委員及び農地利用最適化推進委員とし
て、農地を守り、担い手を育て、力強い農業をつくる「農業者との架け橋」の役割を担い、法
令業務や農地利用最適化の推進、農業委員会活動の「見える化」に関して農家への積極的な情
報提供を行う。
また人・農地プランの作成や見直しに向けて、積極的に地域に働きかけ、適正な農地流動を促
進する。

平成２９年度一般会計当初予算説明資料
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費  

01　項　農 　業 　費  農業委員会

01　目　農業委員会費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

≪事業の内容≫

・農業者年金の受給請求・その他各種届け出の受理及び進達、審査

・農業者年金への加入促進　・農業者年金に関する相談　・農業者年金友の会の開催

　　　○執行経費

賃金 146 千円

需用費（参考図書、消耗品費等） 50 千円

役務費（電話料・郵券料） 50 千円

使用料及び賃借料（コピー機使用料） 40 千円

　　　○財　　　源

農業者年金業務受託収入 286 千円

06　款　農林水産業費  

01　項　 農 　業 　費  農業委員会

02　目　農業総務費  （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○事業説明

≪事業の内容≫

・農地法関連事務

・農業者年金関連事務

・その他、農地・農政関連事務一般

　　　○執行経費

給料 2,300 千円

職員手当等 939 千円

共済費 　 783 千円

　　　○財　　　源

鳥取県農業委員会補助金 2,228 千円

1,7942,228 0 0

1200　農業者年金事務受託
　　　事務

　農業委員会事務局に一般事務職員を1名配置し、農地法関連事務や農業者年金関連事務等に従
事する。

1201　農業総務一般事務

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

　農業者の老後の生活の安定と福祉の向上のため、（独）農業者年金基金が行う農業者年金業
務を受託する。併せて農業者年金への加入促進や友の会組織の活性化等についても事業を行
い、加入推進に努める。

0286 286

　　　○事業説明

0 0 0 286

4,022 3,806 216
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費  

01　項　 農 　業 　費  農業委員会

03　目　農業振興費  （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○事業説明

≪事業の内容≫

　　　○執行経費

負担金補助及び交付金 4,400 千円

　　　○財　　　源

過疎地域自立促進特別事業債 4,400 千円

1203　規模拡大農業者支援
　　　事業

4,400 4,400 0 0 4,400 0

事　業　名

0

本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

　認定農業者、認定就農者、農地中間管理機構への借受希望者及び水田農業ビジョンの担い手
リストに明記されている農業者が、賃貸借により新たに3年以上の農地を借り入れた場合に、
10a当たり10千円を交付する。

　 認定農業者等が農地を借りる場合に助成金を交付することにより、経営規模拡大意欲を喚起
し、担い手への農地集積の促進と遊休農地の解消を図るとともに、農地の流動化と安定的な農
業経営体の育成を推進する。
　29年度は新たに44haの集積を目標とし、累計担い手集積面積550haを目指す。
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

02　目　農業総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

①職員給料・職員手当等（6名） 33,460 千円

②共済費（職員6名、鳥獣被害対策チーフ1名、実施隊員1名） 8,122 千円

③賃金（鳥獣被害対策チーフ1名・実施隊員1名） 6,687 千円

④旅費 194 千円

⑤需用費 ・現代農業図書代等 13 千円

・鳥獣被害対策実施隊員活動資材費 200 千円

699 千円

・日野郡産米改良協会負担金 23 千円

・鳥取県農業士連絡協議会会費 12 千円

・日野郡新そばまつり負担金 30 千円

・鳥取県農作業安全・農機具盗難防止協議会負担金 34 千円

・とっとり共生の里（共生の里推進加速化事業） 600 千円

○ 財源

①日野郡鳥獣被害対策協議会からの負担金 2,733 千円

②とっとり共生の里保全活動推進事業補助金（補助率2/3） 400 千円

46,24249,375 54,561 △ 5,186 400 2,73301108　農業総務一般事務

　町内の農家、農業団体、農業関連機関等との連携を図り、農業の振興を図る。

⑥負担金補助及び交付金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

02　目　農業総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①賃金・共済費 農林業研修生 16,186 千円

②委託料 農林業後継者育成事業 29,465 千円

16,566 千円

・新規就農者農地賃借料助成事業補助金 460 千円

・就農条件整備事業補助金（補助率2/3） 9,146 千円

　　認定就農者（2名）に対する助成　総事業費 15,368千円

・農業次世代人材投資事業給付金（旧青年就農給付金） 6,000 千円

　　（新規1名、継続3名）

・就農応援交付金（継続2名） 960 千円

○ 財源

①鳥取県就農条件整備事業補助金 （補助率1/3） 4,235 千円

②農業次世代人材投資事業給付金（旧青年就農給付金）　（補助率10/10） 6,000 千円

③鳥取県就農応援交付金（補助率2/3） 640 千円

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

02　目　農業総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

○ 事業説明

　　　○ 執行経費

負担金補助及び交付金 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業交付資金 1,439 千円

　対象野菜：夏秋トマト、夏秋ピーマン、ブロッコリー

10,875 0 0 51,342

849 590 0

財　　　源　　　内　　　訳

0

前年度 比　　較

　野菜価格が著しく低落した場合、生産者の経営に及ぼす影響を緩和するため、生産者に対し
価格差補給金を交付して野菜価格の安定を図り、特定野菜の集団産地の発展育成を推進する。

1141　特定野菜等供給産地
　　　育成価格差補給事業

1,439

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 1,439

・平成２１年度から実施している日南町農林業研修生制度により農林業技術習得のための研修
　事業を委託により実施し、農林業後継者の確保・育成を図る。

・認定就農者が行う農業用施設・機械等の導入に対しての支援及び就農後のフォローアップを
　関係機関と連携して実施する。

・就農初期段階の青年就農者に対して、農業次世代人材投資事業給付金（旧青年就農給付金事
　業）により就農直後の所得を確保し、農業経営の安定化を支援する。県や農協、指導農業士
　、農業委員等関係機関によるサポート体制を強化する。（給付年齢要件等により非該当とな
　る者については就農応援交付金で支援する）

③負担金補助及び交付金

事　業　名 本年度

1140　農業後継者育成対策
　　　事業

62,217 70,496 △ 8,279

事　業　名 本年度 前年度
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

○ 事業説明

　　　○ 執行経費　

負担金補助及び交付金 38,351 千円

　　①農業経営法人化等支援事業費補助金 800 千円

　　②がんばる農家プラン事業費補助金 （事業費） 23,163 千円

　（１）プラン継続分 2件 14,000 千円 8,000 千円

　（２）プラン新規分 4件 30,325 千円 15,163 千円

　　③日南町意欲ある農業者支援助成金 2,500 千円

（事業費の1/3　上限300千円）

　　④中山間地域を支える水田農業支援事業費補助金 5,618 千円

（事業費の1/3　上限3,000千円）

　　⑤日南町産米検査料助成事業 6,270 千円

○ 財源

①農業経営法人化等支援事業費補助金（補助率10/10） 800 千円

②鳥取県がんばる農家プラン事業費補助金（補助率1/3（農の雇用該当1/2）) 16,797 千円

③中山間地域を支える水田農業支援事業費補助金（補助率1/3） 3,745 千円

④過疎地域自立促進特別事業債 8,700 千円

8,309
1146　21世紀水田農業確立
　　　対策事業

38,351 46,231 △ 7,880 21,342 8,700 0

・がんばる農家プラン支援事業
元気で意欲のある農業者や農業団体による創意工夫を活かした積極的な取り組みを支援し、優
良担い手の育成と営農体制の整備を図る。

・日南町意欲ある農業者支援事業
農業者の所得の向上及び地域農業の振興、農地の有効活用を図るために、販売を目的に行う農
業生産に必要な農機具等を導入する農業者に導入費用の一部を助成する。

・中山間地域を支える水田農業支援事業
「人・農地プラン」の中心経営体となる農業者が集落内の農地維持に関する計画作成を行い取
り組むために必要な農機具等を導入する経費の一部を助成する。

・日南町産米検査料助成事業
日南町産米における農産物検査の受検率向上を図り、米取引における品質保証を目的に、検査
料の全額を助成する。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－72－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①役務費（火災保険料4施設分） 334 千円

②委託料（三栄木竹加工所浄化槽保守点検委託料） 19 千円

③積立金（ブロイラー団地基金積立金、使用料＋利子） 649 千円

　　　○ 財源

①施設管理経費受入金（ブロイラー団地火災保険料） 250 千円

②ブロイラー団地使用料 640 千円

③基金利子収入（ブロイラー団地基金） 9 千円

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

○ 執行経費

負担金補助及び交付金 農業経営基盤強化資金分（2名・4件分） 92 千円

　　　○ 財源

農業経営基盤強化資金利子補助金（補助率1/2、対象事業費92千円） 46 千円

0

　経営改善計画を達成するために認定農業者が農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）を借
り入れるに当たり、経営を圧迫する金利負担を軽減し、生産拡大等に意欲的に取り組む農業者
の経営を支える。

1148　小規模零細地域対策
　　　事業

1,002 964 38 0 0 899 103

461151　資金利子補給事業 92 128 △ 36 0 46

　農業振興施設の維持管理を実施する。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳生産調整方針の作成及びその適正な運用に関する助言・指導を農協に対し行う。また生産目標数量の通

生産調整方針の作成及びその適正な運用に関する助言・指導を農協に対し行う。また生産目標数量の通

－73－
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①役務費（火災保険料） 59 千円

3,685 千円

・施設管理運営委託料 3,675 千円

・消火器点検料（年2回） 10 千円

③工事請負費　堆肥センター井戸修繕 2,068 千円

3,000 千円

　　　○ 財源

堆肥生産施設事業資金貸付金元利収入 3,000 千円

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

30 千円

30 千円

2,820 千円

　ゆうきまんまん構想推進事業（堆肥助成）（単町）

　　事業実施主体：鳥取西部農協

　　　・水稲・販売野菜（トマト・ピーマンを除く）　1,000t×2,700円 2,700 千円

　　　・家庭菜園等　 　　　　　　　　　　　　　　　　60t×2,000円 120 千円

2,880

1,258 0

事　業　名

5,812

1158　ゆうきまんまん構想
　　　推進事業

2,880 2,951

町内産堆肥の利用による減農薬・減化学肥料、有機多投型栽培の普及を図り、安心・安全な野
菜・水稲等の農産物の生産振興に資する。

①報償費（推進大会講師謝金）

②需用費（推進大会消耗品）

③負担金補助及び交付金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

△ 71 0 0 0

堆肥生産施設の管理運営を委託し、良質堆肥の生産を行い、有機質多投農業による減農薬、減
化学肥料による農業振興に資する。

②委託料

④貸付金（運営資金）

0 3,000
1157　堆肥生産施設管理運
　　　営事業

8,812 7,554

本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①賃　金（事務補助） 1,750 千円

②需用費（消耗品、車両燃料代） 331 千円

③役務費（電話料、郵券料） 99 千円

④使用料（コピー機使用料） 216 千円

⑥交付金（直接支払） 185,546 千円

（1）本体交付金　　　　　　　　　　（集落協定　５２協定分）

（2）集落連携・機能維持加算金　　　　　　　　　（２協定分）

（3）小規模高齢化集落支援加算金　　　　　　　　（１協定分）

（4）超急傾斜農地保全管理加算金　　　　　　　　（７協定分）

　　　○ 財源

農地を守る直接支払事業費交付金 140,939 千円

①市町村推進事業【事務費】（国　定額）　　 1,781 千円

139,158 千円

186,116 1,826 140,939 0 0 47,003

　日本型直接支払制度の一つのメニューとして位置づけられ、第４期対策として三年目を迎え
る。農業生産活動を通して国土の保全・水源の涵養・良好な景観形成等の多面的な機能の確保
を図ることを目的に「集落協定」を策定し、永続的な営農及び耕作放棄地の発生を防止する活
動を行うものに対し交付金を交付する。
　第３期対策まで活動していたが、農業生産活動等が困難となり第４期対策となり廃止した旧
協定に対して、再度協定が締結できるように働きかけを行い、対象農用地の増加を目標とす
る。

②直接支払交付金交付事業（補助率3/4[国1/2､県1/4]、事業費185,546千円）

1159　中山間地域等直接支
　　　払推進事業

187,942

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－75－
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①委託料　 特産品商品化実証事業委託費 2,500 千円

②負担金補助及び交付金 3,063 千円

 　・道の駅にちなん特産品販売施設活性化事業費補助金 1,000 千円

　・もうかる６次化・農商工支援事業費補助金（事業費・税抜）

事業費

　（１）プラン継続分 2,569 千円 1,713 千円

　・園芸産地活力増進事業費補助金（事業費・税込）

　（補助率　県1/2・町なし） 事業費

　（１）薪割り機 300 千円 150 千円

　（２）灌水装置 400 千円 200 千円

　　　○ 財源

①もうかる６次化・農商工連携支援事業費補助金 （補助率　県1/2） 1,284 千円

（補助率　県1/2） 350 千円

5,563 1,634 0 0 3,929

・６次化・農商工連携支援事業
　農林漁業者が自ら生産、加工・製造、流通・販売を行う６次産業化による取り組みについて
の計画の実現を支援することにより、元気な農林漁業者等を育成し、地域農林水産業の振興、
地域経済の活性化を図る。

・園芸産地活力増進事業
　地域の特色を活かした魅力ある特産物の導入や特産品の開発を行い、兼業農家や定年帰農者
など新たな担い手の育成を図るとともに、中山間地の活性化と農地の保全を目指す。

・特産品商品化実証事業(日南町総合戦略事業)
　日南町は、優れた農林産物を生産しているが、加工、製造といった二次産業が乏しい。一方
で、業者等も加工品製造等に投資する余裕がない。このため、地域資源を活用して、新たな商
品の開発や販売を行う事業者等に新商品の開発等を委託して、地域の名産化を推進する。
新商品の開発は「日南町産」にこだわることから、委託先へ任せ切りにすることなく、十分な
打ち合わせを行った上で業務委託する。

・特産品販売施設活性化事業
　道の駅にちなん直売所を拠点に日南町特産品の販売が行われる中で、来客者へのPRはもとよ
り、地方からの発進力をより高めた販売促進を行い、生産～販売までの活性化を図る。

 　 (補助率　基本県1/3・農の雇用事業対象は県1/6の補助の嵩上げ、町1/6）

②園芸産地活力増進事業費補助金

1472　にちなんブランド化
　　　促進事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

14,236 △ 8,673
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

負担金補助及び交付金 （補助率　県1/3、町1/6） 11,661 千円

（事業費）

対象地区　３地区 23,321 千円 11,661 千円

　　　○ 財源

鳥取県集落営農体制強化支援事業費補助金（補助率　県1/3） 7,773 千円

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①共済費（嘱託職員1名） 319 千円

②賃　金（嘱託職員1名） 2,085 千円

③負担金補助及び交付金 12,775 千円

　・経営所得安定対策推進事業費補助金（農業再生協議会） 5,850 千円

　・阿毘縁地区基盤整備事業　工事費負担金 6,925 千円

(1)町負担額 4,450 千円

(2)地元負担額 2,225 千円

（次ページへ続く）

0 3,888

5,850 4,400 4,480 449

1474　集落営農支援事業 11,661 1,839 9,822 7,773 0

　米生産調整と経営所得安定対策の推進。交付金は国から農業者へ直接支払われるが、生産調
整と現地確認及び交付に係る加入申請・面積確認・台帳整理・交付申請等の手続きを農業再生
協議会で行う。また、国による生産数量目標の提示及び米の直接支払交付金の支払いは、平成
29年度で最終年となることから、平成30年度以降について米作に係る農家の所得減が予測され
るため、農家の所得向上を目的と目標に掲げて、本町としての米政策の方向性について、検討
をおこなっていく。
　阿毘縁地区県営基盤整備事業(Ｈ２８～３１年度)に係る負担金等の支払いを行う。

(3)電柱線路等支障移転補償地元負担相当額　250千円

1514　経営所得安定対策事
　　　業

15,179

　集落営農を目指す組織に対し、機械設備等の整備を支援することにより、集落営農活動の発
展、地域の水田農業の維持を図る。集落の対象面積の５０％以上集積することを目標とした集
落営農組織に助成を行う。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

10,722 4,457

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－77－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

　　　○ 財源

①経営所得安定対策推進事業費補助金（補助率10/10） 5,850 千円

②雑入（農業再生協議会負担金　定額） 2,005 千円

③過疎対策事業債 4,400 千円

④土地改良事業費分担金（地元負担金） 2,225 千円

⑤雑入（電柱線路等支障移転補償地元負担相当額） 250 千円

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①報償費 2,245 千円

　イノシシ等捕獲奨励金（単県　有害鳥獣駆除許可期間中）

　・イノシシ 200頭×10,000円 2,000 千円

　・シカ  10頭×10,000円 100 千円

　・ヌートリア   5頭× 3,000円 15 千円

　・小動物全般  40頭× 2,000円　　　　 80 千円

　・鳥類  50羽× 1,000円 50 千円

②需用費 13,200 千円

　鳥獣被害防止対策事業（国庫事業）12地区

　・ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵(どぶ付) 12,250ｍ×873円/ｍ 国補助：定額 10,700 千円

　・電気柵　　　　  9,800ｍ×255円/ｍ　　　 国補助：定額 2,500 千円

③委託料

　有害鳥獣駆除委託料 2,095 千円

　・イノシシ 200頭× 8,000円 県補助：1/3 1,600 千円

　・シカ  10頭× 8,000円 国負担：10/10 80 千円

　・ニホンザル   5頭×50,000円 県補助：1/3 250 千円

捕獲出動分 1,000円×3日×3人 県補助：1/3 15 千円

　・日南町猟友会協力費 3,000円×50人 150 千円

（次ページへ続く）

4,31613,990 0

　有害鳥獣の捕獲に従事する駆除員の増員を行うことを目的として、狩猟免許取得等に係る各
種手続き費用の助成と、個人委託契約による駆除を行う。合わせて、追い払いや侵入防止柵の
設置助成を行う侵入を防ぐ対策と、駆除による個体数を減らす対策を共に行うことで、有害鳥
獣被害からの農家費用負担の軽減を図る。また、日南町猟友会と連携を図る。
　日野郡3町が連携して、広域的な鳥獣被害対策を講じるための協議会（事務所の設置場所：鳥
取県西部総合事務所日野振興センター内）への活動を支援する。
　新規に有害鳥獣の駆除に従事する駆除員を、５名増加することを目標とする。

県補助：1/2（5,000円）

県補助：1/2（5,000円）

県補助：1/2（1,500円）

1516　鳥獣被害対策事業 19,626 16,015 3,611 1,320

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－78－
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④負担金補助及び交付金 2,086 千円

（１）日野郡鳥獣対策協議会負担金 563 千円

（２）煙火消費保安手帳講習会負担金（農林課職員分） 17 千円

（３）イノシシ防止柵設置補助金（単県） 667 千円

　　・事業費：1,000千円×2/3 県補助：1/3

（４）イノシシ被害防止柵緊急設置補助金（単町） 500 千円

87 千円

　　・狩猟免許取得　 事業費：15千円×5名×1/2

　　・狩猟者登録　 　 事業費：20千円×5名×1/2

（６）猟銃所持許可補助金（単町） 111 千円

　　・事業費：74千円×3名×1/2

（７）くくり罠購入費補助金（単町） 100 千円

　　・事業費：20千円×10基×1/2

（８）煙火消費保安手帳受講料補助金　（単県） 16 千円

　　・事業費：3.2千円×5名　　　　　　　　　　　　　　　　　県補助：1/3

（９）日野川水系漁協へのカワウ対策事業補助金（単町） 県補助：1/2 25 千円

　　　○ 財源

①鳥獣被害防止総合対策事業補助金（国　定額） 11,960 千円

②有害鳥獣対策事業費補助金（県） 2,030 千円

③鳥獣被害防止総合対策事業地元寄付金（1/10） 1,320 千円

　　・事業費：1,500千円×1/3

（５）新規狩猟者応援補助金（単町）

－79－
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①需用費 事業推進費 75 千円

②役務費（郵券料） 〃 75 千円

③使用料（コピー機） 〃 70 千円

④補助金 108,029 千円

1,118.5 ha 33,529 千円

936.4 ha 16,836 千円

903.0 ha 39,670 千円

420.4 ha 13,458 千円

　　●広域化支援金

・対象組織（3団体） 142.7 ha 400 千円

※75haまで200千円、50haまで100千円

・取組見込面積 9,264a 4,136 千円

　　　○ 財源

①環境保全型農業直接支払等交付金 3,102 千円

78,040 千円

　　●環境保全型農業直接支援対策

81,142 0 27,107

・活動組織（24団体）

※既存組織での未取組活動の推進を行う。

②多面的機能支払事業費補助金

・活動組織（25団体）

※水田10a当たり　1,800円（国　1/2　県　1/4　町　1/4）

　　●資源向上支払（長寿命化）

・活動組織（26団体）

※水田10a当たり　4,400円（国2,200円　県1,100円　町1,100円）

　　●新規見込み

　良好に維持保全された農地・農業用水等の資源や農村環境を守る維持活動と、これらの質を
高める地域での共同活動及び農業用施設の長寿命化のため、補修・更新等に取り組む活動組織
に対して交付金を交付する。
　多面的機能支払交付金事業に取り組んでいない集落の加入と、新たに3広域組織の設立を目標
とする。

　　●農地維持支払

・活動組織（36団体）

※水田10a当たり　3,000円（国　1/2　県　1/4　町　1/4）

　　●資源向上支払（共同）

01517　多面的機能等支払事業 108,249 108,660 △ 411

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①共済費 （中間管理事業推進員1名分社会保険料等） 319 千円

②賃金 （中間管理事業推進員1名分） 2,085 千円

③需用費 （コピー用紙、トナー、消耗品、公用車燃料費等） 444 千円

④役務費 （電話料・郵券料） 79 千円

⑤使用料及び賃借料 （コピー機使用料、車両リース料） 743 千円

23,680 千円

　・機構集積協力金

（１）地域集積協力金 3地域 12,480 千円

（２）経営転換協力金 16戸 7,200 千円

（３）耕作者集積協力金 40ha 4,000 千円

　　　○ 財源

①農地中間管理機構業務受託事業収入 3,670 千円

②機構集積協力金交付事業費補助金（補助率10/10、対象事業費23,680千円） 23,680 千円

23,680 0 01529　農地中間管理事業 27,350 55,196 △ 27,846 3,670

　農業経営の規模の拡大や農用地の集団化、新規参入の促進等による農用地の利用の効率化及
び高度化の促進を図り、農業の生産性の向上に資することを目的として農地利用の集積・集約
化を行う農地中間管理機構の業務を受託する。また、機構に対し農地を貸し付けた地域及び個
人に機構集積協力金を交付することにより、機構を活用した担い手への農地集積・集約化を加
速する。
　人・農地プランと連動し、本事業の周知に努め、新たに３地域での地域集積を目標とする。

⑥負担金補助及び交付金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①報償費 117 千円

　（１）野菜栽培講習会報償費 （10千円×6回開催） 60 千円

　（２）野菜普及講習会報償費 （19千円×3回開催） 57 千円

②普通旅費 27 千円

　（１）野菜普及講習会講師旅費 （3千円×3台×3回開催） 27 千円

188 千円

　（１）特定野菜流通促進事業 188 千円

41,435 千円

　（１）田んぼの汎用化による園芸産地拡大支援モデル事業 300 千円

    (補助率　県 5/10、町 3/10)

　（２）がんばる地域プラン事業

　・二大特産野菜の産地力増強プラン 468 千円

　 （白ねぎ・ブロッコリーの生産振興）

　・旨い果菜の里づくりプラン 16,667 千円

　 （トマト・ピーマンの生産振興）

　（３）野菜等振興事業 （補助率 1/2） 17,000 千円

　（４）トマト選果場利用促進事業 （補助率 1/3） 7,000 千円

　　　○ 財源

9,226 千円

②田んぼの汎用化による園芸産地拡大支援モデル事業費補助金 187 千円

③過疎地域自立促進特別事業債 24,000 千円

1532　旨い野菜の里づくり
　　　事業

41,767 80,317 △ 38,550 9,413 24,000 0 8,354

　平成26年度に策定したトマト・ピーマンの生産振興計画「旨い果菜の里づくりプラン」を引
き続き実施し、リースハウス・養液土耕システム等の施設・機械等の整備、販売促進活動への
支援等を各関係機関と連携して行う。その他にも、種苗費助成、栽培講習会の実施など総合的
な野菜の生産振興を行い、町内の農家戸数・栽培面積の減少を食い止めて野菜を食べたい人・
野菜を作りたい人が集まる「旨い野菜の里」を目指す。

③需用費

④負担金及び補助金

①がんばる地域プラン事業費補助金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

03　目　畜産業費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①報償費　 （西部地区共進会、県共進会出品） 100 千円

②使用料及び賃借料 （畜産センター用地賃借料） 1,154 千円

3,019 千円

・鳥取和牛振興総合対策事業（担い手の増頭にかかる緊急支援） 2,000 千円

　　（補助率 ：県1/2　町1/6）

1,000 千円

・鳥取県畜産推進機構負担金　 19 千円

④積立金 （畜産センター基金利息） 36 千円

⑤操出金 （繁殖素牛導入事業基金利息） 1 千円

　　　○ 財源

1,000 千円

36 千円

1 千円

④畜産振興対策事業補助金（補助率：県1/2） 1,500 千円

⑤過疎地域自立促進特別事業債 1,000 千円

1165　畜産振興対策事業 4,310 3,982 328 1,500 1,000 1,037 773

③繁殖素牛導入事業基金利子

　和牛生産農家、酪農経営者の意欲高揚を図るため、西部地区及び県共進会への出品の支援を
行うとともに、資源循環型農業の確立を図るため、耕畜連携に係る取組みを推進する。
<和牛増頭対策事業>
　県が所有する優良種牛である「白鳳８５の３」「百合白清２」の血統を導入し、飼養頭数の
増頭を計画する農家に対し、導入費用の一部を助成する。

③負担金補助及び交付金

・雌牛導入奨励事業（100千円上限×10頭）

①畜産センター使用料

②畜産センター基金利子

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費  農　林　課 

06　目　山村振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

521 千円

46 千円

24 千円

（３）建物設備等修繕料 451 千円

　　・ﾎｰﾑﾗﾝﾄﾞ多里 水車修繕 451 千円

1,325 千円

（１）役務費　福塚農村広場汲み取り料 10 千円

1,315 千円

14,888 千円

6,500 千円

7,800 千円

200 千円

（４）桜ヶ瀬会館施設管理委託料 204 千円

48 千円

136 千円

④工事請負費 12,020 千円

（１）ゆきんこ村　キュービクル交換工事 7,020 千円

（２）日南邑緑の館トイレ改修工事 5,000 千円

55 千円

鳥取県町村会山村振興部会負担金等 55 千円

　　　○ 財源

232 千円

②過疎対策事業債 12,000 千円

（５）消防施設管理委託料（２施設）

　ふるさと日南邑、ゆきんこ村といった山村振興施設の管理運営を指定管理者に委託、その有
効利用を図る。また、その他の山村振興施設についても、各管理者に管理運営を委託し、既存
施設の有効利用を図る。

1168　山村振興一般対策事
　　　務

28,809 15,624 13,185 0 12,000 232 16,577

（６）浄化槽管理委託料（３施設）

⑤負担補助金

①産地形成促進施設使用料

（２）建物共済保険料

③施設管理委託料

（１）日南邑施設管理委託料

（２）ゆきんこ村施設管理委託料

（３）かやぶきの家施設管理委託料

①需用費

（１）電気料金

（２）水道料金

②役務費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費 

 農　林　課 

01　目　林業総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○事業説明　執行経費

・一般管理 需用費　林業関係書類 50 千円

・山林登記委託事業 委託料 1,400 千円

町への寄附希望の山林について現況調査、境界設定等を行う。

　委託先：日南町森林組合

・首都圏向け情報発信による新たな森林育成活動企業誘致 委託料 4,000 千円

・林業後継者育成 3,425 千円

林業経営後継者雇用者に給与助成、社会保険助成を行い労務後継者育成確保を行う。

社会保険料掛金助成事業 (補助率1/2　[県1/4、町1/4]) 1,825 千円

　事業主体：㈱ｸﾞﾘｰﾝ･ｼｬｲﾝ、日南町森林組合、神戸上農林

林業後継者育成対策事業(給与助成) 1,600 千円

　事業主体：㈱ｸﾞﾘｰﾝ･ｼｬｲﾝ(継続)

・林業労働者福祉向上推進事業 488 千円

林業労働者共済年金掛け金の助成を行い林業就労者の生活の安定と福祉の向上を図る。

事業実施主体：（財）鳥取県林業担い手育成財団

・日南町原木価格安定対策事業 34,000 千円

・諸会費（負担金） 負担金補助及び交付金 178 千円

鳥取県治山林道協会会費 70 千円

鳥取県緑化推進委員会会費 35 千円

林業・木材製造業労働災害防止協議会会費 3 千円

全国森林環境税創設促進連盟会費 20 千円

みなと森と水ネットワーク会議負担金 50 千円

○財　　　源

林業担い手育成対策事業費県補助金（補助率　県1/4） 912 千円

過疎地域自立促進特別事業債 35,400 千円

平成27年度から行っている首都圏へ向けた森林情報発信を継続し、新たな森林育成活
動企業の誘致へつなげていく。また、道の駅におけるＥＶＩシステムを活用したカー
ボン・オフセット管理、及び道の駅売上・客数アプリのアップデートを行う。

02　項　林　業　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

負担金補助及び交付金

財　　　源　　　内　　　訳

原木仕入れ価格１m3当たり上限1,000円とし、34,000m3

7,62901176　林業一般管理事務 43,941 41,981 1,960 35,400912

負担金補助及び交付金

負担金補助及び交付金
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06　款　農林水産業費 

 農　林　課 

02　目　林業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○事業説明　執行経費

・一般事務 7,181 千円

給与 3,730 千円

職員手当 2,127 千円

共済費 1,287 千円

需用費（電気料） 30 千円

燃料費（刈払機等） 7 千円

・管理車両経費 296 千円

需用費（燃料費） 216 千円

需用費（消耗品、修繕費） 50 千円

役務費（保険料等） 30 千円

・町有林事業 84,119 千円

報酬費（経営審議会報酬） 63 千円

賃金（直営賃金、手当て等） 1,888 千円 皆伐・新植 9.41ha （請負）

需用費（チェーンソー管理費等） 30 千円 下刈り 35.51ha （請負）

役務費（請負事業費） 78,960 千円 搬出間伐 45.82ha （請負）

委託費（環境林浄化槽管理料） 20 千円 作業道修理 1路線 （請負）

使用料及び賃借料（作業道使用料） 100 千円 補植 0.10ha （直営）

原材料費（補植用苗木代） 60 千円

負担金（分収造林地主配当金等） 2,998 千円

428 千円

旅費（J-VERｶｰﾎﾞﾝﾏｰｹｯﾄ参加旅費：東京） 419 千円

役務費（J-VERｸﾚｼﾞｯﾄ販売手数料） 9 千円

歳出計 92,024 千円

○財　　　源　

【県支出金】

・森林環境保全整備事業補助金 （補助率2/5～1/2[国3/10、県1/10～1/5]） 24,836 千円

・間伐材持出支援事業（県単　＠3,000円） 2,150 ｍ3 6,450 千円

【その他】

・素材販売収入（町有林皆伐、間伐収入） 6,150ｍ3 59,590 千円

31,286 0 59,5901178　町造林事業 92,024 106,822 △ 14,798 1,148

町有林の保育施業の適正な実施により、木材の利用促進と環境保全への寄与を図る。

【H29年度施業の内訳】

02　項　林　業　費

事　業　名 本年度 前年度

　また平成27年度より、高性能林業機械を使用したより実践に近い研修制度を導入。その効果
もあり、27年度中に1人の研修生が町内の林業事業体へ就職が決定した。来年度は今年度の高性
能林業機械レンタルに加え、その研修期間外についても機械研修に先行し作業道を作製するた
め、バックホウを購入し、研修生が常時機械に触れることを増やす。また、環境林内の洗掘、
破損した林道を修繕することにより、町有林の管理業務にも役立てていく。

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

・新たな森林資源活用関連費用

 　 FSC認証制度及びJ-VERの活用促進を図るため、企業と連携しその活用策を検討していく。
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06　款　農林水産業費 

 農　林　課 

02　目　林業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○事業説明　執行経費

・一般事務  

職員給与等 8,414 千円

郵券料 10 千円

・鳥取県植樹祭会場下刈等管理費用 役務費

250 千円

・ナラ枯れ対策委託料 委託料 585 千円

ナラ枯れ被害調査委託料及び防除委託料

・町産材利用促進事業 負担金補助及び交付金 1,125 千円

町産材の利用による新築、改築等について10,000円/m3補助を行い、木材利用の促進をする。

FSC認証材利用を利用した場合1,250円/m3の加算を行う。

・日南町民有林新植経費補助金 負担金補助及び交付金 1,330 千円

・美しい森づくり基盤整備交付金 負担金補助及び交付金 18,673 千円

事業主体：日南町森林組合　間伐等130ha

・竹林整備事業補助金 実施面積1.2ha 負担金補助及び交付金 1,927 千円

事業費：2,409,000円

・森林山村多面的機能発揮対策交付金 負担金補助及び交付金 135 千円

地域住民が実施する里山の保全、森林資源の利活用、森林教育に係る取り組みを支援。

・高性能林業機械レンタル経費 使用料及び賃借料 2,700 千円

グラップル（0.25）、フォワーダ（3ｔ）3か月分

・緑と水の活性化基金積立金 積立金 15 千円

○財　　　源

美しい森づくり基盤整備交付金 （国1/2） 13,337 千円

美しい森づくり基盤整備推進補助金 （県1/5） 5,335 千円

竹林整備事業補助金 （県4/5） 1,927 千円

鳥取県松食い虫等防除事業費補助金 585 千円

元気な里山補助金 1,800 千円

緑と水の活性化基金繰入金 2,230 千円

緑と水の活性化基金繰入金（利子分） 15 千円

カーボンオフセットクレジット売払収入 682 千円

　材価の低迷等により、民間林において高齢林の皆伐再造林が進まない状況の中、再
造林を行い赤字が出た場合、赤字部分を補填することにより、民間林においても高齢
林の更新を進めていく。

1183　森林保全総合対策事業 35,164

事　業　名 本年度

2,9270111,730 △ 76,566 22,984 9,253

02　項　林　業　費

平成28年鳥取県植樹祭会場における下刈、ツル切り等管理経費。町民の誰でも散策で
きるよう遊歩道も整備していく。

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費 

 農　林　課 

02　目　林業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○事業説明　執行経費

・森林整備地域活動支援交付金

事業主体：鳥取県造林公社 負担金補助及び交付金 300 千円

・推進事業費 6 千円

需用費 （用紙等消耗品） 2 千円

役務費 （郵券料） 1 千円

使用料及び賃借料 （ゼロックス使用料） 3 千円

○財　　　源　

支援交付金 （補助率　国：10/10県経由） 300 千円

推進事業費補助 （補助率　県：1/2） 3 千円

06　款　農林水産業費  

 農　林　課 

03　目　林　道　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○事業説明　執行経費

・一般林道管理 需用費（燃料費、刈刃等） 50 千円

・基幹林道維持管理 役務費（町管理林道草刈事業） 2,746 千円

　　基幹林道等について、路側刈払い等の維持管理を行う。

（船通山線、窓山線、大林線、小熊谷線）

　　34,330m（延長）×2m（片側1m）×40円

・基幹林道防災事業 工事請負費 717 千円

　　窓山線（新屋）について、落石防止柵の設置(9m)。

・管理車両経費 847 千円

需用費 （車両消耗品等） 100 千円

（車両燃料） 120 千円

（車両車検、特定自主検査等） 450 千円

役務費 （車検費用、自賠責・車両損害保険等） 126 千円

公課費 （車検費用） 51 千円

1489　林道維持管理事業

本年度 前年度 比　　較

0 0

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名

306 1,350 △ 1,044

02　項　林　業　費

事　業　名 本年度 前年度

3

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

　森林施業を行うため必要となる土地の境界確認に必要な費用を助成することで、施業の集約
化の推進を行い、森林の健全な管理育成が行われることを目的として交付金を交付する。

1184　森林整備地域活動支
　　　援事業

303

02　項　林　業　費

4,360 3,621 739 00 4,3600
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費 

 農　林　課 

04　目　林業構造改善費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

林業総合センター、出立山キャンプ場等の管理をし、森林体験の場として活用する。

○ 執行経費

・需用費　 消耗品等 20 千円

電気料（出立キャンプ場） 28 千円

・役務費 245 千円

・委託料 114 千円

○ 財源

加工施設負担金（火災保険料） 99 千円

（林業ｾﾝﾀｰ、出立ｷｬﾝﾌﾟ場、ｵﾛﾁ火災保険料、環境林管理
施設火災保険料）

（林業ｾﾝﾀｰ消防施設管理、出立ｷｬﾝﾌﾟ場浄化槽管理）

02　項　林　業　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1188　林業構造改善施設管理
運営事務

407 466 0 30899△ 59 0

財　　　源　　　内　　　訳
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平成29年度一般会計当初予算説明資料

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

920 1,550 △ 630 0 0 0 920

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　水道未普及地区の生活環境改善のため、水源の確保及び水質検査を推進する。

　安全な水を確保するため、対象者への事業周知に努める。

（２）事業の概要

　施設整備及び水質検査費用の助成

○ 執行経費

施設整備費用の１／３（上限30万円） 920 千円

水質検査費用の１／２（上限5千円）

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

19,233 19,084 149 0 0 0 19,233

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　特定地域生活排水事業の公債費償還のため特別会計に繰出する。

　償還計画に基づき繰出を実施する。

（２）事業の概要

　特定生活排水事業公債費償還

○ 執行経費

　繰出金 特定生活排水事業公債費償還（元金、利子） 19,233 千円

04 目　環境衛生費　

　負担金補助及び交付金

比　　較

1394　井戸水等安定確保推進
事業

前年度

04 款　衛　生　費　

02 項　清　掃　費　

02 目　し尿処理費　

01 項　保健衛生費　

事　業　名
財　　　源　　　内　　　訳

04 款　衛　生　費　

1106　合併処理浄化槽設置
整備事業

事　業　名

本年度 前年度

本年度
財　　　源　　　内　　　訳

比　　較
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平成29年度一般会計当初予算説明資料

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

59,987 72,223 △ 12,236 0 0 0 59,987

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　簡易水道事業の公債費償還、経営維持のため特別会計に繰出する。

　償還計画及び特会繰出基準に基づき繰出を実施する。

（２）事業の概要

　簡易水道事業公債費償還

　簡易水道事業業務費充当

○ 執行経費

　繰出金 簡易水道事業特別会計

・公債費償還（元金、利子） 39,166 千円

・業務費 20,821 千円

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 建 設 課

05　目　農　地　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,216 0 2,216 1,500 0 0 716

○ 事業説明

県営阿毘縁地区土地改良事業の換地計画関係業務を受託し、農業基盤整備を図る。

　　受益面積　14.3ha　（第１工区：砥波側　9.6ha、第2工区：大菅側　4.7ha）

○ 執行経費

・嘱託職員賃金 賃金、共済費 516 千円

・報償費 委員会報酬 116 千円

・需用費 事務消耗品、燃料代 45 千円

・役務費 電話料、郵券料 24 千円

・委託料 換地関係業務委託料 1,500 千円

・使用料及び賃借料 コピー機使用料 15 千円

○ 財　　　源

・県委託金 県営土地改良事業委託金 1,500 千円

1107　簡易水道事業

01 目　簡易水道費　

03 項 　上水道費　

事　業　名

事　業　名

04 款　衛　生　費　

財　　　源　　　内　　　訳
比　　較前年度本年度

本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1110　農用地総合整備事業
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平成29年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 建 設 課

05　目　農　地　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,964 5,311 653 0 0 0 5,964

○ 事業説明

○ 執行経費

・需用費 トンネル、橋梁照明電気料等 280 千円

・委託料 広域農道伐採作業委託料 500 千円

・工事請負費 広域農道等維持工事（２工区分） 5,000 千円

・負担金補助及び交付金

　諸会費（県土連負担金、農道台帳賦課金ほか） 184 千円

事　業　名 比　　較前年度本年度

町が管理する農道等の維持管理を実施し、安心･安全な通行の確保を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

財　　　源　　　内　　　訳

1113　農道等維持管理事業
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平成29年度一般会計当初予算説明資料

06　款 農林水産業費

01　項　 農　業　費 建 設 課

05　目　 農　地　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

170,137 208,096 △ 37,959 120,000 0 0 50,137

○ 事業説明

13.41k㎡

◆平成29年度末進捗見込　　進捗率　33.03％（H28年度　28.78％）　　調査済面積104.26k㎡

○ 執行経費

163,000 千円

調査面積

河　　上 Ａブロック 1.85k㎡

霞 Ｂブロック 1.37k㎡

茶　　屋 Ａブロック 1.89k㎡

茶　　屋 Ｂブロック 1.14k㎡

茶　　屋 Ｃブロック 1.50k㎡

菅　　沢 Ｂブロック 0.12k㎡

菅　　沢 Ｃブロック 1.26k㎡

新　　屋 Ｂブロック 3.41k㎡

新　　屋 Ｃブロック 1.32k㎡

湯　　河 Ａブロック 0.76k㎡

湯　　河 Ｂブロック 1.76k㎡

神 戸 上 Ｄブロック 1.23k㎡

神 戸 上 Ｅブロック 1.41k㎡

神 戸 上 Ｆブロック 1.36k㎡

神　　福 Ｂブロック 3.13k㎡

福　　塚 Ａブロック 2.53k㎡

26.04k㎡

　Ｃ工程 地籍図根三角測量 　Ｄ工程 地籍図根多角測量

　Ｅ1工程 一筆地調査（資料収集・素図作成）　Ｅ2工程 一筆地調査（現地立会）

　ＦⅠ工程細部図根点測量 ＦⅡ-1工程 一筆地測量

ＦⅡ-２工程 地籍図原図作成 　Ｇ工程 地積測定

　Ｈ工程 地籍図及び地籍簿の作成・閲覧

②調査事務費 　 6,749 千円

（１）臨時職員賃金等（1.75名分）　 4,416 千円

（２）報償費（推進委員謝金ほか） 700 千円

（３）需用費 444 千円

（４）役務費 354 千円

（５）使用料及び賃借料…コピー使用料、公用車（1台）、機械借上 380 千円

（６）委託料　　　・支援システム保守料 400 千円

（７）旅費 55 千円

388 千円

○ 財　　　源

120,000 千円

◆平成29年度閲覧予定　河上Ａ（一部）、茶屋Ａ（一部）、新屋Ｂ・Ｃ、
　　　　　　　　　　　神戸上Ｄ（一部）・Ｅ、神福B

③鳥取県国土調査推進協議会会費

Ｅ２・C・D・FⅠ・FⅡ-1

計

Ｅ別所奥おか

Ｃ・Ｄ・Ｅ・ＦⅠ・ＦⅡ-1

ＦⅡ-２・G・H

地籍調査の重要性を周知し、地籍の明確化を図るとともに、成果（地籍簿、地籍図等）の利活用と事業の
推進を図る。

C・Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｇ・Ｈ

前年度

Ｅ

字出立ほか

Ｆ・Ｇ・Ｈ

字﨏田奥ほか

Ｃ・Ｄ・ＦⅠ・ＦⅡ-1

字稲積ほか

字野組ほか ＦⅡ-２・G・H

字早風ほか

1114　国土調査事業

Ｅ

字芋畑山ほか

調査地区

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

①調査・測量業務委託料

本年度事　業　名

字牛ノ尾ほか

字五反田ほか

実施内容

Ｅ

Ｃ・Ｄ・ＦⅠ・ＦⅡ-1鈩ノ元ほか

FⅡ-2・Ｇ・Ｈ

字宇根道ほか

阿多山ほか

Ｃ・Ｄ・ＦⅠ・ＦⅡ-1

Ｅ

字大入組ほか

字日向ほか

字明石焼山ほか

字飛時原山ほか G・H

国土調査事業費補助金（補助率3/4［国1/2、県1/4］、対象事業費160,000千円）
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平成29年度一般会計当初予算説明資料

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

62,601 62,733 △ 132 0 0 0 62,601

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　農業集落排水事業の公債費償還のため特別会計に繰出する。

　償還計画に基づき繰出を実施する。

（２）事業の概要

　農業集落排水事業公債費償還

○ 執行経費

　繰出金 農業集落排水事業公債費償還（元金、利子） 62,601 千円

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,900 15,117 3,783 9,450 0 0 9,450

○ 事業説明

鳥取県しっかり守る農林基盤交付金により土地改良施設を修繕し、農業基盤の整備を図る。
 ・地域施工方式を主体とし、経費の削減と要望内容に沿った工事の早期完成を図る。

○ 執行経費

 ・工事請負費 町発注工事分（町道石見西校線水路修繕工事） 10,000 千円

 ・原材料費 地域施工分 400千円×100%補助 400 千円

 ・負担金補助及び交付金 地域施工分 10,625千円×80%補助 8,500 千円

○ 財　　　源

 ・県補助金　 しっかり守る農林基盤交付金 9,450 千円

　　 町発注工事　対象事業費10,000千円×50％=5,000千円

原材料費分　対象事業費400千円×50％=200千円

地域施工分　対象事業費　8,500千円×50％=4,250千円

06 款　農林水産業費　

1115　農業集落排水事業

06 款　農林水産業費　

01 項　農　業　費　

05 目　農　地　費　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

01 項　農　業　費　

05 目　農　地　費　

財　　　源　　　内　　　訳

1362　単県土地改良事業

財　　　源　　　内　　　訳
比　　較前年度事　業　名 本年度
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平成29年度一般会計当初予算説明資料

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,000 0 4,000 1,600 0 400 2,000

○ 事業説明

崩壊した宅地裏の斜面について、単県補助事業により復旧を行う。

○ 執行経費

 ・委託料 測量設計費（飛時原地区） 4,000 千円

○ 財　　　源

 ・分担金　　　地元負担金 400 千円

 ・県補助金　 単県小規模急傾斜地崩壊対策事業補助金 1,600 千円

　　対象事業費4,000千円×40％=1,600千円

06　款　農林水産業費

02　項　林　業　費 建 設 課

03　目　林　道　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

109,320 87,760 21,560 44,696 64,300 0 324

○ 事業説明

県営林道窓山線の整備にかかる町負担金

○ 執行経費

・旅費 林道内方線設計審査 50 千円

・工事請負費 林道内方線 98,000 千円

・公有財産購入費 県営林道窓山線用地費 320 千円

・負担金補助及び交付金 県営林道窓山線負担金 10,950 千円

○ 財　　　源

・道整備推進交付金（国庫補助50％・県費補助15％） 44,590 千円

・単県林道用地取得事業補助金 106 千円

64,300 千円

財　　　源　　　内　　　訳

林道内方線を整備し、県営林道窓山線との接続を行うことで、森林整備の促進と新木材団地へのアクセス
改善を図る。

財　　　源　　　内　　　訳

1187　治山事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

林道新設改良事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

・過疎対策事業債

06 款　農林水産業費　

02 項　林　業　費　

03 目　林　道　費　
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08　款　土　木　費

01　項　土木管理費 建 設 課

01　目　土木総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

23,634 24,661 △ 1,027 0 0 13 23,621

○ 事業説明

○ 執行経費

職員給与費（3名分） 22,911 千円

旅費 職員研修旅費 100 千円

需用費 積算関係書籍購入費 150 千円

使用料及び賃借料 アメダス茶屋駐車場借地料 13 千円

負担金補助及び交付金 各道路整備期成会負担金ほか 447 千円

積立金 土木建設機械整備基金利子積立金 13 千円

○ 財　　　源

　・土木建設機械整備基金利子収入 13 千円

08　款　土　木　費

02　項　道路橋梁費 建 設 課

01　目　道路橋梁総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,200 3,973 227 0 0 0 4,200

○ 事業説明

・町道台帳整備

　　新規認定路線及び道路改良した路線の道路台帳整備を行い、町道管理

　　及び地方交付税の需要額算定等に活用する。

・交通安全施設整備

　　区画線等の交通安全施設を整備し、交通事故防止を図る。

○ 執行経費

委託料 町道台帳整備委託料 1,000 千円

工事請負費　　　　　　　　　　　交通安全施設設置工事 3,200 千円

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度

1116　土木一般管理事務

土木一般管理事務及び町内の基幹道路である国・県道の整備を図り、交通利便性の向上と
住民生活の安心・安全確保に努める。

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1117　道路橋梁事業
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08　款　土　木　費

02　項　道路橋梁費 建 設 課

02　目　道路維持費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

314,225 321,258 △ 7,033 179,196 32,800 1,800 100,429

○ 事業説明

○ 執行経費

（１）道路維持修繕 149,506 千円

　・嘱託職員(県道維持・除雪)人件費 4,785 千円

　・電気料金（福栄大橋、生山福長線、三国山トンネルほか道路照明） 801 千円

　・燃料費 100 千円

　・役務費 三国山トンネル非常設備電話代 80 千円

　・委託料 町道除草委託 540 千円

町道伐採作業委託 500 千円

法面修繕測量設計（交付金） 5,000 千円

橋梁長寿命化修繕計画策定業務（交付金） 20,000 千円

橋梁定期点検業務（交付金） 17,000 千円

　・工事請負費 県道維持工事 26,400 千円

町道維持工事 20,000 千円

法面修繕工事（交付金） 22,000 千円

舗装修繕工事（交付金） 20,000 千円

大谷線修繕工事 5,000 千円

　・原材料費 道路補修資材代 500 千円

　・公有財産購入費 土地購入費（法面修繕工事） 3,000 千円

　・負担金補助及び交付金（三国山トンネル維持管理負担金） 800 千円

　・補償費 用地補償費（法面修繕工事） 3,000 千円

（２）除　雪 164,719 千円

　・消耗品 6,100 千円

　・印刷製本費 20 千円

　・燃料費 4,100 千円

　・機械修繕料等 13,600 千円

　・道路修繕費等 1,000 千円

　・役務費 車検代行料、保険料等 1,617 千円

　・除雪委託料 県道除雪委託料 80,000 千円

町道除雪委託料 40,000 千円

　・備品購入費 除雪機械（8ｔ級ドーザ）購入 17,000 千円

　・補助金 除雪機械運転手の育成支援事業 1,000 千円

　・補償費 200 千円

　・公課費 82 千円

○ 財　　　源

　　　修繕工事等（対象事業費84,000千円×70％） 58,800 千円

　　　除雪機械購入（対象事業費17,000千円×2/3） 11,333 千円

　・除雪機械運転手の育成支援事業（250千円×6人×1/3） 500 千円

　・県道除雪委託金 80,000 千円

　・県道維持委託金 28,563 千円

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度

1118　道路維持管理事業

　・社会資本整備総合交付金

町道の維持・修繕・管理及び委託を受ける一部の県道の維持・修繕を行う。
点検業務により修繕必要箇所の抽出を行い、修繕工事を実施する。
県道、町道、生活道の交通確保のために除雪を行う。
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　・除雪機械売却費 500 千円

1,000 千円

300 千円

　・過疎対策事業債 32,800 千円

　　　町道修繕工事・法面修繕・舗装修繕・除雪機械購入

08　款　土　木　費

02　項　道路橋梁費 建 設 課

03　目　道路新設改良費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

95,198 117,675 △ 22,477 44,100 32,500 0 18,598

○ 事業説明

町道の安心安全な通行を確保するため、拡幅改良を交付金事業により実施する。

　・社会資本整備総合交付金事業　　町道霞福塚線（三吉工区）

　・道整備推進交付金事業　　町道内方線

○ 執行経費 95,198 千円

　・職員給与費（3名分） 18,013 千円

　・需用費 720 千円

　・役務費 180 千円

　・委託料（内方線） 16,000 千円

　・使用料及び賃借料（コピー機・システム使用料） 1,785 千円

　・工事請負費（霞福塚線・内方線） 53,000 千円

　・公有財産購入費（霞福塚線・内方線） 2,500 千円

　・補償補填及び賠償金（霞福塚線・内方線） 3,000 千円

○ 財　　　源

30,100 千円

14,000 千円

　・過疎対策事業債 32,500 千円

前年度 比　　較

  ・道整備推進交付金（補助率 50%、対象事業費 28,000千円）

1119　道路新設改良事業

事　業　名 本年度
財　　　源　　　内　　　訳

　・広瀬土木事務所除雪委託金

　・南部町除雪委託金

  ・社会資本整備総合交付金（補助率 70%、対象事業費 43,000千円）
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08　款　土　木　費

02　項　道路橋梁費 建 設 課

04　目　橋梁維持費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

43,186 49,812 △ 6,626 26,600 13,000 0 3,586

○ 事業説明

長寿命化修繕計画により策定した町道橋の修繕を年次的に実施し、安心安全な通行を確保する。

○ 執行経費 43,186 千円

　・職員給与費（1名分） 4,886 千円

　・需用費 60 千円

　・役務費 120 千円

　・委託料 調査設計費　2橋（日南橋、床吉橋） 5,000 千円

　・使用料及び賃借料 120 千円

　・工事請負費 橋梁修繕工事　2橋（南橋、市場橋） 33,000 千円

○ 財　　　源

26,600 千円

　・過疎対策事業債 13,000 千円

08　款　土　木　費

03　項　河　川　費 建 設 課

01　目　河川総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,522 1,022 500 0 0 0 1,522

○ 事業説明

河川堆積土砂を撤去し、洪水による災害防止と河川施設の維持管理を行う。

○ 執行経費

　・委託料 22 千円

　・工事請負費（河床掘削工事） 1,500 千円

財　　　源　　　内　　　訳
本年度 前年度 比　　較

  ・社会資本整備総合交付金（補助率 70%、対象事業費 38,000千円）

事　業　名 前年度
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名

1121　河川総務一般管理事務

1120　橋梁維持管理事業

本年度 比　　較
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

401 401 0 401 0 0 0

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　入居者の生活安定のため、低所得者向けの県営賃貸住宅の管理を代行する。

　安心な生活環境を維持するため、事務手続、設備修繕を実施する。

【戸数】 　伯南第一団地　　10戸

　伯南第二団地　　 5戸

（２）事業の概要

　・料金収納事務

　・住宅の維持管理、入居退等の事務手続

○ 執行経費

　需用費 消耗品、電気料、上下水道料 193 千円

建物設備修繕費 100 千円

　役務費 郵券・電話料 48 千円

コピー機使用料 60 千円

○ 財　　　源

　県営住宅管理委託費 401 千円

08　款　土　木　費　

05　項　住　宅　費　

01　目　住宅管理費　

　使用料及び賃借料

本年度 前年度

1122　県営住宅維持管理事務

比　　較事　業　名
財　　　源　　　内　　　訳
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,015 5,752 △ 737 0 0 5,015 0

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　生活安定及び福祉増進のため、住宅困窮者に対し条件に適した住宅環境を提供する。

　安心な生活環境を維持するため、事務手続、設備修繕を実施する。

【戸数】

その他住宅（モデル住宅杉の家他）　7戸

（２）事業の概要

　・料金収納事務

　・住宅の維持管理、入居退等の事務手続

○ 執行経費

　需用費 消耗品 200 千円

電気料、燃料費、上下水道料 843 千円

建物設備修繕費 1,380 千円

　役務費 貯水槽定期検査及び清掃 58 千円

郵券・電話料 40 千円

ﾊｳｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ、給湯ﾎﾞｲﾗｰ点検 245 千円

建物損害共済 356 千円

　委託料 浄化槽管理委託料、消防点検 30 千円

県住宅供給公社負担金（なごみの里分） 1,863 千円

○ 財　　　源

　町営住宅使用料等 5,015 千円

08　款　土　木　費　

05　項　住　宅　費　

01　目　住宅管理費　

1123　住宅管理事務

前年度 比　　較事　業　名 本年度
財　　　源　　　内　　　訳

町営住宅（植松山団地、きりしま団地、こぶし団地、多里団地、多里第二団地）　47戸

特定公共賃貸住宅（カンファト日南団地、小原団地、田ノ原団地、北ノ原団地、なごみの里）　30戸

　負担金補助及び交付金
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

478 435 43 0 0 478 0

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　安心な生活環境を維持するため、事務手続、設備修繕を実施する。

【戸数】 定住促進施設宿泊研修所いわみにし　6戸

（２）事業の概要

　・料金収納事務

　・住宅の維持管理、入居退等の事務手続

○ 執行経費

　需用費 消耗品、電気料、上下水道料、修繕料 395 千円

　役務費 ハウスクリーニング、郵券･電話料 83 千円

○ 財　　　源 　定住促進施設使用料 478 千円

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,051 3,714 △ 1,663 0 0 1,110 941

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　安心な生活環境を維持するため、事務手続、設備修繕を実施する。

【戸数】 お試し住宅　6戸 高齢者ショートステイ住宅　6戸

（２）事業の概要

　・料金収納事務

　・住宅の維持管理、入居退等の事務手続

○ 執行経費

　需用費 消耗品 100 千円

電気料、上下水道料、燃料費 1,334 千円

修繕料 100 千円

　役務費 電話料他 98 千円

建物損害共済 13 千円

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ使用料 406 千円

○ 財　　　源 　短期滞在型専用住宅使用料 1,110 千円

　移住定住の促進と高齢者福祉の増進のため、短期間滞在することが可能な住宅環境を提供する。

　使用料及び賃借料

1538　短期滞在型専用住宅管
理事務

05　項　住　宅　費　

01　目　住宅管理費　

本年度

08　款　土　木　費　

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 前年度

1508　定住促進施設維持管理
事務

比　　較

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

08　款　土　木　費　

05　項　住　宅　費　

01　目　住宅管理費　

　移住定住を促進するため、一定期間滞在が可能な施設環境を提供する。
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11　款　災害復旧費

01　項　農林水産施設災害復旧費 建 設 課

01　目　耕地災害復旧費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,300 4,300 0 0 0 0 4,300

○ 事業説明

　豪雨等により被災した農地及び農業用施設の災害復旧を行う。

○ 執行経費

・委託料（測量設計費） 4,300 千円

11　款　災害復旧費

02　項　公共土木施設災害復旧費 建 設 課

01　目　公共土木施設災害復旧費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,000 5,000 0 0 0 0 5,000

○ 事業説明

○ 執行経費

・委託料（測量設計費） 5,000 千円

　豪雨等により被災した日南町が管理する公共土木施設の災害復旧を行う。

1125　耕地災害復旧事業

事　業　名 本年度 前年度

本年度

1126　公共土木施設災害復旧
事業

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 前年度
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10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教　育　課

01 目　　教 育 委 員 会 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

委員会開催　　　年間２０回程度

計画訪問　　　　小・中学校　　各３回

○ 執行経費

　委員報酬 1,728 千円

　報償費 70 千円

　需用費 19 千円

　負担金補助及び交付金 144 千円

10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教　育　課

02 目　　事　務　局　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

62,038 88,455 △ 26,417 0 0 0 62,038

○ 事業説明

学校教育と社会教育の連携を図りながら、教育環境・体制の充実と振興を図る。

○ 執行経費 　

　特別職給　１名 6,840 千円

　職員給与　6名 22,735 千円

　職員手当、共済費 21,704 千円

　職員・教育長研修会旅費等 1,064 千円

　需用費 35 千円

　役務費 320 千円

　使用料及び賃借料 363 千円

　負担金補助及び交付金

　　　　西部就学指導推進協議会負担金等 161 千円

　　　　退職手当組合負担金 8,816 千円

平成２９年度一般会計当初予算説明資料

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

日南町の学校教育及び社会教育の向上と充実を図るため、毎月１回の定例委員会と随時の委員会及
び協議会を開催し、審議・研究・協議を行う。
また、各種研修会に関わりながら、委員会の資質向上と活性化を図る。

0 0 1,961
1206　教育委員会一般管理事
務

1,961 1,961 0 0

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1207　教育委員会事務局一般
管理事務
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教　育　課

02 目　　事　務　局　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

414 12,100 △ 11,686 0 0 306 108

○ 事業説明

○ 執行経費

　需用費 修繕料 100 千円

水道・下水道料金 304 千円

　役務費 火災保険料 10 千円

○ 財　　　源　

　住宅使用料 306 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,537 5,013 524 0 0 0 5,537

○ 事業説明

○ 執行経費

　賃金等 外国語指導助手賃金等 4,487 千円

　旅費 研修・帰国旅費 700 千円

　需用費 教材等 40 千円

　役務費 外国語指導助手傷害保険負担金 28 千円

　負担金補助 自治体国際化協会会費等 282 千円

　及び交付金

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1209　教員住宅管理運営事務

　町外在住教職員の通勤時間の短縮と冬期間の雪道運転への不安を解消するため、また通勤時間の短縮
による教育効果の拡大を図る。いつでも入居できる環境を提供できるように維持管理を努める。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1414　外国語指導助手配置事
業

児童生徒の国際理解教育の充実及び生きた外国語教育実践のため、外国語指導助手を配置する。
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教　育　課

02 目　　事　務　局　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,526 12,697 △ 171 6,595 5,600 0 331

○ 事業説明

学校、家庭、地域が連携し、子どもたちの「生き抜く力」の育成をめざした教育の推進を図る。

・各種学力調査の実施、ＩＣＴ支援、長期休業中の補充学習等による学力向上の推進。

・家庭教育推進員、学校支援コーディネーターの配置による、学校・家庭・地域連携の充実。

・ＳＳＷの配置による、課題を抱える児童生徒への一貫した支援の充実。

○ 執行経費 　

　賃金等 家庭教育推進員、スクールソーシャルワーカー 7,538 千円

　報償費 学校支援コーディネーター、サマースクール支援者等 2,924 千円

　旅費 サマースクール支援者等 1,183 千円

　需用費 Hyper-QUテスト等 798 千円

　役務費 ボランティア保険等 83 千円

○ 財源

　スクールソーシャルワーカー活用事業補助金 3,209 千円

　学校・家庭・地域連携協力推進事業補助金 3,386 千円

　過疎地域自立促進特別事業債 5,600 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

713 1,052 △ 339 500 0 0 213

○ 事業説明

　

○ 執行経費　　　　　

　報償費 講師謝金 282 千円

　旅費 ボランティア旅費 24 千円

　需用費 教材 302 千円

　負担金補助 統一模試 105 千円

　及び交付金

○ 財源

　土曜授業実施支援事業補助金 500 千円

　土曜日等を活用し、小学校では、家庭、地域との連携を通して学力向上の基盤を養うととに、中
学校では、私塾との連携や、種々の学力調査を通して学力の向上をを図り、児童生徒の発達段階に
応じた学習の場を提供するとともに、保護者の学校教育への関心を高める学校行事等を実施する。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1528　にちなんサポート事業

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1500　生き抜く力育成事業
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教　育　課

02 目　　事　務　局　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,632 8,625 7 200 1,700 4,011 2,721

○ 事業説明

○ 執行経費

報償費 講師謝金等 540 千円

旅費 教職員研修旅費等 752 千円

需用費 学校行事消耗品等 237 千円

役務費 京都大学留学生交流 12 千円

委託料 文化芸術教室、WIFIルーター変更設定 1,400 千円

使用料及び賃借料 バス等借り上げ 509 千円

負担金補助及び交付金　（海外派遣等） 5,171 千円

積立金 利子積立 11 千円

○ 財源

過疎地域自立促進特別事業債 1,700 千円

国際交流基金繰入金 4,000 千円

特色ある小中9年教育支援事業補助金 200 千円

国際交流基金利子収入 11 千円

10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教　育　課

03 目　　育 英 事 業 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,867 10,992 1,875 0 1,600 11,172 95

○ 事業説明

日南町人材育成奨学金　　日南町の人材の充実及び確保を図るため、奨学金を貸与する。

高等学校等教科書助成　　高等学校等の教科書等を助成する。

○ 執行経費

　負担金補助 高等学校等教科書助成 1,695 千円

　及び交付金

　貸付金 平成29年度奨学金貸付予定数　400千円×17人 6,800 千円

　積立金 平成29年度奨学金償還予定額 4,372 千円

○ 財源

　わかもの定住促進基金繰入金 6,800 千円

　人材育成奨学金貸付元利収入 4,372 千円

　過疎地域自立促進特別事業債 1,600 千円

前年度 比　較事　　　業　　　名 本年度
財　　　源　　　内　　　訳

1531　小中一貫教育事業

「ともいき科」を中心にした小中一貫教育と教職員研修の充実を図るとともに、海外派遣事業等の
実施により、グローバル化に対応した人材の育成を図る。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1217　日南町人材育成事業
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

02 項　　小  学  校  費 教　育　課

01 目　　学 校 管 理 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

23,416 19,479 3,937 0 0 0 23,416

○ 事業説明

平成２９年４月１日推定　児童数　１３８人

○ 執行経費

　共済費 （社会保険料） 1,671 千円

　賃金 （特別支援教育支援員・学校支援員・学校図書館司書賃金） 10,868 千円

消耗品費・印刷製本費・電気料・上下水道料

燃料費・修繕料

　役務費 （電話料・火災保険料・窓ガラス清掃料） 673 千円

消防施設設備点検・プール施設点検

警備委託　　特建調査 3,305 千円

高圧受電設備保守委託　空調施設設備保守

　使用料賃借料 （コピー機使用料ほか）　 689 千円

　備品購入費 82 千円

（通学支援交付金　1人） 22 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

150 150 0 0 0 0 150

○ 事業説明

快適な教育環境の確保を図るため、小学校の施設、設備について修繕、改修を行う。

児童が安全で安心して学校生活を送れるよう、迅速かつ有意義な施設整備に努める。

○ 執行経費

（建物緊急修繕費）

（補修消耗品）

　委託料
学校業務支援システム共同開発経費負担金等

財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1218　学校管理運営事務

比　較

1219　施設営繕改良事業

　需用費

　児童が健康で安全な学校生活を送れるように施設の維持管理を行い、学校からの要望に合った学校内環
境の整備を図る。

平成30年度から県下全市町村立小中学校へ一斉に導入予定の学校業務支援システム開発に係る委託料
を支払い、教職員の校務の負担軽減を目指す。

事　　　業　　　名 本年度 前年度

　需用費 150 千円

　負担金補助
　及び交付金

6,106 千円
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

02 項　　小  学  校  費 教　育　課

01 目　　学 校 管 理 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,720 1,726 △ 6 0 0 52 1,668

○ 事業説明

学校の保健・衛生について安全な管理を図る。

○ 執行経費

　報酬 （学校歯科医報酬） 184 千円

　需用費 （学校保健消耗品、医薬品等） 485 千円

　役務費 （健康診断料、環境・衛生検査等手数料） 317 千円

　委託料 （学校医・学校薬剤師委託料） 520 千円

　負担金補助 （災害共済給付負担金） 142 千円

　及び交付金 （その他負担金） 72 千円

○ 財源

学校健康会徴収金 52 千円

10 款　　教　　育　　費

02 項　　小　学　校　費 教　育　課

02 目　　教 育 振 興 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,721 23,445 △ 16,724 0 1,500 0 5,221

○ 事業説明

○ 執行経費 　 　
　報償費 （校外講師謝金等） 30 千円

　需用費　 （指導書、教材消耗品他、知能テスト等） 652 千円

　委託料 （教材作成　パソコン保守） 2,186 千円

　使用料 （iPadカート使用料） 265 千円

　備品購入費 （ICT機器　教材備品） 964 千円

（児童派遣費補助金） 1,890 千円

（特色ある学校教育事業補助金） 439 千円

（たくましくはばたく力補助金） 250 千円

(修学旅行・校外活動補助金） 45 千円

○ 財源 過疎地域自立促進特別事業債 1,500 千円

財　　　源　　　内　　　訳

1220　保健安全管理事務

事　　　業　　　名 本年度

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較

1221　学習指導事務

前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

学習教材や教材備品などを整備し、よりよい学習時間が児童に提供できるように目指す。学習時間の充実と
校外学習等の円滑な運用に努め、地域の特性を生かした特色ある学校教育の取り組みを支援する。

　負担金補助
　及び交付金
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

02 項　　小　学　校　費 教　育　課

02 目　　教 育 振 興 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,907 1,628 279 87 0 0 1,820

○ 事業説明 経済的理由により就学困難な児童に対して、学用品費等の一部を補助する。 

また、特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱に基づき、特別支援学級の児童に対して、

就学奨励費を支給し、学級運用及び特別支援教育の充実を図る。

○ 執行経費 需用費 （特別支援学級消耗品） 40 千円

備品購入費 （特別支援学級図書購入費）　　 10 千円

（準要保護児童援助費補助） 

（特別支援学級就学奨励費補助）

（学用品費、通学費、修学旅行費、医療費）

（給食費、通学用品購入費、校外活動費）

○ 財源 就学奨励費補助金 87 千円

10 款　　教　　育　　費

03 項　　中　学　校　費 教　育　課

01 目　　学 校 管 理 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14,893 14,039 854 0 0 30 14,863

○ 事業説明

平成２９年４月１日推定　生徒数　８２人

○ 執行経費

　共済費 （社会保険料） 340 千円

　賃金 （特別支援教育支援員） 2,195 千円

（消耗品、印刷製本費、電気料金）

（上下水道料、燃料費、修繕料）

（郵券料、高所窓ガラス清掃手数料）

（電話料、ピアノ調律料、火災保険料）

（警備委託）（中、寄）

（消防設備点検委託）（中、寄） 3,007 千円

（学校業務支援システム共同開発経費負担金等）

（空調施設設備保守）　（特建調査）

　使用料 （コピー機使用料等） 844 千円

　備品購入費 279 千円

　負担金補助 （郡中学校会負担金等） 132 千円

　及び交付金

○ 財　源　 　施設使用料 30 千円

平成30年度から県下全市町村立小中学校へ一斉に導入予定の学校業務支援システム開発に係る委託料
を支払い、教職員の校務の負担軽減を目指す。

扶助費

　需用費 7,215 千円

　役務費 881 千円

　委託料

前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名

1,857 千円

　生徒が健康で安全な学校生活を送れるように施設の維持管理を行い、学校からの要望に合った学校内環
境の整備を図る。

1229　学校管理運営事務

1223　就学奨励事業

事　　　業　　　名 本年度

財　　　源　　　内　　　訳
比　較本年度 前年度
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

03 項　　中　学　校　費 教　育　課

01 目　　学 校 管 理 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

547 420 127 0 0 0 547

○ 事業説明

教育環境の確保を図るため、中学校の施設、設備について修繕、改修を行う。

生徒が安全で安心して学校生活を送れるよう、迅速かつ有意義な施設整備に努める。

○ 執行経費

執行経費

（補修消耗品） 120 千円

（建物緊急修繕費） 427 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,075 1,080 △ 5 0 0 31 1,044

○ 事業説明

学校の保健・衛生について安全な管理を図る。

○ 執行経費

　報酬 （学校歯科医報酬） 128 千円

　需用費 （学校保健消耗品、医薬品） 151 千円

　役務費 （健康診断料、環境・衛生検査等手数料） 278 千円

　委託料 （学校医・学校薬剤師委託料） 432 千円

　負担金補助 （災害共済給付負担金等） 86 千円

　及び交付金

○ 財源

　学校健康会徴収金 31 千円

1230　施設営繕改良事業

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

　需用費

1231　保健安全管理事務

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

03 項　　中　学　校　費 教　育　課

02 目　　教 育 振 興 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

11,694 22,022 △ 10,328 0 0 0 11,694

○ 事業説明

○ 執行経費 　 　
　報償費 （校外講師等謝金・人権教育講師謝金） 50 千円

（知能検査、数学、理科診断テスト）

（各教科消耗品、各部活消耗品）

（教科書改訂に伴う指導書等）

　役務費 （楽器保守点検料） 113 千円

　委託料 （芸術鑑賞　パソコン保守委託料） 658 千円

（管楽器リース料　ipadカート使用料）

（1,2年体験研修バス使用料）

　備品購入費 （教材備品購入費） 1,361 千円

　負担金 （生徒派遣費補助金　　部活動）　 6,578 千円

（生徒派遣費補助金　　学校活動）　 1,077 千円

（修学旅行引率補助金） 92 千円

（特色ある学校補助金） 181 千円

（たくましくはばたく力育成補助金） 250 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,258 1,557 △ 299 43 0 0 1,215

○ 事業説明

経済的理由により就学困難な生徒に対して、学用品費等の一部を補助する。

また、特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱に基づき、特別支援学級の生徒に対して、

就学奨励費を支給し、学級運用及び特別支援教育の充実を図る。

○ 執行経費

　需用費 （学習消耗品・作業学習消耗品・指導用図書） 35 千円

　備品購入費 （図書購入費） 20 千円

（準要保護生徒援助費補助）

（特別支援学級就学奨励費補助）

（学用品費、通学費、修学旅行費、医療費）

（給食費、通学用品購入費、校外活動費）

○ 財源　

　就学奨励費補助金 43 千円

　扶助費 1,203 千円

事　　　業　　　名 本年度

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1232　学習指導事務

1,112 千円

　使用料

1234　就学奨励事業

学習教材や教材備品などを整備し、よりよい学習時間が生徒に提供できるように目指す。校外行事等生徒
派遣費補助により、生徒の学力・体力向上を目指す。

　需用費

222 千円

前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

05　項　社会教育費 教　育　課

01 目　社会教育総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

生涯学習講座を開催し、学習する場の提供を行う。

町史編さん事業

町制６０周年に向け、町史の発刊のための資料収集・整理を行い、次世代へ町の歴史を継承する。

日南町にゆかりのある文学者顕彰事業

○ 執行経費

報　酬 社会教育委員、町史編さん審議会報酬 343 千円

共済費 社会保険料 960 千円

賃金 8,103 千円

報償費 487 千円

旅　費 244 千円

需用費 社会教育鳥取大会資料代、消耗品（用紙等） 691 千円

役務費 郵券料・宅配料 161 千円

委託料 プリンタ保守料 37 千円

使用料及び賃借料 コピー機使用料 60 千円

特色ある地域活動補助金 700 千円

負担金及び補助金 活力ある文化団体等活動助成金 800 千円

各協議会等負担金 48 千円

○ 財源

過疎地域自立促進特別事業債 1,500 千円

社会教育事業、生涯学習の推進を図るため、団体等の支援・連携を行う。自然、暮らし、文化な
どわが町の魅力を広く伝え、町民の文化意識の向上を目指す。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1242　生涯教育総合推進事業 12,634 13,655 △ 1,021 0 1,500

社会教育推進員、町史編さん職員、編集協力員

生涯学習講座等講師謝金

0

過去３年の顕彰事業を受け、町に深いかかわりのある文学者・作家を町の宝・誇りとして語り継ぐ意識の熟
成を目指す。

生涯学習講座等講師旅費

11,134
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

05　項　社会教育費 教　育　課

01 目　社会教育総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,023 1,939 △ 916 0 0 0 1,023

○ 事業説明

・文化財保護審議会の開催

・指定文化財等の保護・管理　（船通山のイチイ、印賀宝篋印塔、多里ノジュール、霞17号墳）

・古文書解読講座の開催

・町無形民俗文化財「日南神楽」（日南神楽神光社）ホノルルフェスティバル出演補助

○ 執行経費

報　酬 文化財保護審議会 35 千円

賃　金 指定文化財保護管理賃金 12 千円

報償費 古文書解読講座講師謝金・文化財謝礼 248 千円

需用費 103 千円

郷土資料館冬場燃料代 30 千円

役務費 郵券料等 1 千円

委託料 指定文化財保護管理作業委託金 84 千円

使用料及び賃借料 コピー機使用料（郷土資料館） 20 千円

負担金補助及び交付金 日南神楽への補助 490 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

595 707 △ 112 0 0 76 519

○ 事業説明

　対象者：38人（日南中学校卒業生38人）　活　動：式典、記念撮影、記念行事、交流会

・青少年の育成

○ 執行経費

　需用費 活動消耗品、しおり印刷、生花、記念写真代等 198 千円

交流会 46 千円

　報償費 記念品、記念行事謝礼、優風音会議謝礼 133 千円

　役務費 郵券料、活動保険 56 千円

　旅費 9 千円

　県民会議負担金 4 千円

　青少年育成協議会補助金 30 千円

　町スポーツ少年団本部補助金 119 千円

　※スポーツ少年団の派遣費補助金についてはその都度、補正予算で対応。

○ 財　　　源　

　成人式参加料 　 76 千円

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1247　郷土芸能文化財保護対
策事業

町史発刊と並行して、郷土の文化・歴史・文化財等に対する関心や愛着をよりいっそう深め、それ
らを活用した豊かな郷土学習を推進する。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1249　青少年健全育成事業

郷土資料修繕・古文書解読講座・消耗品

　社会人としての自覚を高めるとともに、郷土に誇りを持ち、これからの人生を自らの力と自主的
な判断で歩んでいこうとする町内出身・在住の新成人を祝う。

　青少年育成鳥取県民会議と連携し、健全な青少年の育成及び啓発活動を行なう。町内や青少年施
設での体験活動の他、直接体験による豊かな人間性を持った青少年の育成を図る。

　負担金補助
　及び交付金

　高校生サークルでは自主性を持たせると共に、日南町の未来を担うものとしての愛着を育む。

・成人式開催

－114－



平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

05　項　社会教育費 教　育　課

01 目　社会教育総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

404 404 0 0 0 0 404

○ 事業説明

・専門学習及び教養学習の実施

・自主学習、町外研修の実施

・冊子「あゆみ」の発行

○ 執行経費

　負担金補助及び交付金 404 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

184 148 36 0 0 0 184

○ 事業説明

2017年ふる里まつりの開催

○ 執行経費

 　需要費 消耗品、チラシ印刷等 111 千円

 　役務費 チラシ新聞折込料、白布クリーニング代等 44 千円

 　使用料及び賃借料 折りたたみ机借り上げ代 29 千円

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　　較

　地域住民の文化活動への関心の高揚、文化活動人口の底辺拡大と活性化を目的に、町内で文化活動に親しんで
いる個人や団体が集まり、日頃の活動成果を発表する場とするとともに、町民誰もが楽しみながら交流を深め、学ぶこ
とのできる町の文化の祭典として、ふる里まつりを開催する。

  町内の高齢者が、日常生活における課題や趣味を取り上げた学習を進めながら、知識と仲間づくりの輪を広げ、充
実した生きがいのある人生を送って頂くことを目的に、自主的活動による生涯学習学級「人生学園」を支援し、自己啓
発の推進及び生涯学習の活性化を図る。

1369　高齢者教育事業

事　　　業　　　名 比　較本年度 前年度
財　　　源　　　内　　　訳

1370　ふる里まつり開催事業
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

05　項　社会教育費 教　育　課

03 目　文化振興費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

85,749 89,725 △ 3,976 0 21,700 1,560 62,489

○ 事業説明

文化活動の普及振興に係る自主事業及び文化振興事業の実施。

さつきホール緞帳等更新

老朽化にともない、舞台絞り緞帳・舞台幕・スクリーン地の更新を行う。

○ 執行経費

　役務費 建物共済負担金 438 千円

　委託料 文化センター施設管理委託料 63,541 千円

　工事請負費 舞台吊り物更新 21,770 千円

○ 財源

　文化センター施設使用料 960 千円

　レストランテナント使用料 600 千円

　過疎対策事業債 21,700 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

595 545 50 0 0 0 595

○ 事業説明

・日南町文化協会の活動支援

　第5回にちなん文化展の開催

　常設作品展示の設置（文化センターエントランスホール）

　ふる里まつり等各種事業への作品出品、舞台発表

・冊子「にちなん文化」の発行

○ 執行経費

　負担金補助及び交付金 595 千円

比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1258　総合文化ｾﾝﾀｰ管理事務
費

指定管理者制度により日南町総合文化センター（日南町図書館及び日南町美術館の運営、レストラン営業部
門を除く）の運営及び維持管理を委託する。

比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1259　文化振興企画運営事業

事　　　業　　　名 本年度 前年度

　町民生活の向上と活力あふれる郷土づくりに資するため、町内の文化継承のためにも町内文化団
体等の活動を支援する。

事　　　業　　　名 本年度 前年度
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10　款　 教　育　費

05　項　 社会教育費 教　育　課

04　目　 図書館費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

24,712 24,262 450 0 0 101 24,611

○ 事業説明

あらゆる世代の町民が読書に親しむ環境づくりに努めるとともに、さまざまな情報を提供できる場と

しての図書館の機能を生かし、一人ひとりの生涯学習や地域づくりに貢献する。

「高齢者・障がい者向け本の宅配貸出サービス」の利用促進に努め、地理的条件や障がいなどに

よって図書館を利用しづらい方々もできるだけ利用しやすい図書館サービスを展開する。

○ 執行経費

職員給与 司書3名 20,306 千円

報償費 図書館運営協議会委員（6名×3回） 63 千円

児童文学作家によるワークショップにかかる謝金 20 千円

需用費 新聞、雑誌、貸出用ＣＤ・ＤＶＤ等 710 千円

図書装備用品等その他の需用費 91 千円

役務費 電話料、郵券料等 140 千円

委託料 図書情報作成業務委託 166 千円

図書管理システム保守料（ソフト・機器） 482 千円

備品購入費 図書購入費 2,706 千円

負担金補助 日本図書館協会費、鳥取県図書館協会費 28 千円

　　及び交付金

○ 財　　　源

図書購入費寄附金 100 千円

木下文庫基金利子 1 千円

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1262　図書館管理運営事務
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　育　費　

05 項　　社会教育費　　 教　育　課

05 目　　美術館費　　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,839 15,332 △ 5,493 0 0 1,046 8,793

○ 事業説明

・美術館の所蔵品を中心に、クレパス画展など当町の特色を活かした企画展示

に取り組み、地域の芸術文化の振興を図る。

展覧会事業

　(１)第5回にちなん文化展

　(２)日南町が歩んだ60年～町史編さん事業より～

　(３)～伝えよう広げようふるさとへの想い～

　(４)現代アーティストたちの新作クレパス画展

　(５)鳥取県立博物館巡回展

　(６)なつかしの昭和展～東京オリンピック・大阪万博・昭和の映画ポスター～

　(７)第６１回鳥取県美術展覧会

　(８)小早川秋聲展

　(９)児童画展　日野郡児童絵画コンクール・第76回全国教育美術展(選抜展）

　(10)所蔵品展　佐武コレクション展・足羽俊夫展・日南町の地質と化石展

教育普及事業

　(１)大人のためのクレパス画教室　(２)絵画教室「こどものアトリエ」

○ 執行経費

　職員給与 学芸員１名 7,002 千円

　報償費 講師謝金など 265 千円

　旅費 職員旅費 82 千円

　需用費 消耗品、印刷製本費等 1,493 千円

　役務費 美術品運搬料・保険料・郵券料など 557 千円

　委託料 大人のためのクレパス画教室開催経費 314 千円

　使用料及び賃借料 井上靖展示物借用料ほか 123 千円

　負担金補助及び交付金 鳥取県ﾐｭｰｼﾞｱﾑ･ﾈｯﾄﾜｰｸ年会費 2 千円

　積立金 美術品等取得基金積立金 1 千円

○ 財　　　源

　美術館入館料 980 千円

　美術館物品販売収入 65 千円

　美術品等取得基金利子収入 1 千円

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1263　美術館管理運営事務
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

06 項　　保健体育費 教　育　課

01 目　保健体育総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,709 2,751 △ 42 0 0 0 2,709

○ 事業説明

 日野郡民総合体育大会：日南町　　　四県四郡市総合体育大会：奥出雲町

　中国地区スポーツ推進委員研究大会　開催県：山口県

　全国スポーツ推進委員研究大会　開催県：茨城県

○ 執行経費

　報酬 スポーツ推進委員報酬 320 千円

　報償費 講習会謝礼、各種大会賞品 104 千円

　旅費 各種大会・研修会等旅費 441 千円

　需用費 各種大会消耗品等 160 千円

　役務費 スポーツ安全保険等 39 千円

　使用料及び賃借料 高速料金 29 千円

　負担金補助及び交付金 1,616 千円

日野郡等体育協会負担金 526 千円

　　　内訳 日南町体育協会補助金 970 千円

富田杯陰陽ソフトテニス大会補助金等 120 千円

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1264　生涯スポーツ振興事業

　町民が健康で明るく生活するために、それぞれのライフスタイルや年齢・性別・体力などに応じ
て気軽にスポーツを楽しむことができ、生涯現役でスポーツが楽しめるように生涯スポーツ・競技
スポーツの振興を図る。

　隔年開催の体育祭の開催年
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平成２９年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

06 項　　保健体育費 教　育　課

02 目　体育施設費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

725,816 5,106 720,710 0 719,100 20 6,696

○ 事業説明

北の原砂防下流部の工事終了に伴い、テニスコート下側スペースを駐車場とするために舗装工事

を行う。グラウンド倉庫の屋根の劣化が激しく、葺き替えを行い施設の長寿命化を図る。

社会体育施設の維持管理運営を行う。

○ 執行経費

職員人件費（給料、諸手当、共済費） 14,442 千円

　需用費 （消耗品、光熱水費、修繕料） 4,415 千円

　役務費 （体育施設保険料） 379 千円

　委託料 （体育施設管理委託） 564 千円

　 （設計監理委託料） 57,300 千円

　使用料及び賃借料 （体育館モップ、玄関用埃吸着マット） 63 千円

　工事請負費 630,000 千円

　・テニスコート駐車場舗装工事 14,904 千円

　・グラウンド倉庫屋根改修工事 2,500 千円

　備品購入費 （スポーツタイマー等） 1,249 千円

○ 財　　　源　

　体育施設使用料 20 千円

　緊急防災・減災事業債 701,700 千円

　過疎対策事業債 17,400 千円

10 款　　教　　育　　費

06 項　　保健体育費 教　育　課

03 目　　学校給食費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

48,551 40,016 8,535 0 7,900 0 40,651

○ 事業説明

○ 執行経費

　需用費 （給食センター消耗品　光熱水費） 6,511 千円

　役務費 （各種検査手数料） 947 千円

　委託料 （給食配送業務委託　施設管理委託料） 32,552 千円

　使用料及び賃借料 （コピー機等使用料） 236 千円

　備品購入費 （給食センター　調理機器・食器洗浄機） 8,050 千円

　負担金補助及び交付金 （保存食負担金） 255 千円

○ 財源

過疎対策事業債 7,900 千円

財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

　・社会体育館新築工事

1240　学校給食運営事務

1268　社会体育施設管理運営
事務

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較

現在、使用している食器洗浄機は平成8年に導入し20年以上経過してきている。設備を更新し老朽
化した設備の改善を図る。

平成８年度にセンター方式の給食を実施し、調理・配送業務を民間委託し小中学校に給食を提供し
ている。安全な学校給食の提供を図る。

北の原砂防工事終了後直ちに既存の社会体育館を解体し新設するための設計を行い、新体育館が建
設できるように、関係者の方々と調整を図りながら実施を目指す。
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01 款　　総　務　費 　

01 項　　総務管理費 住　民　課

01 目　　一般管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・職員人件費、委託料及び事務費、連合会への負担金を計上する。

○ 執行経費

（１）職員給与費等（２人分） 12,487 千円

（２）需用費 164 千円

（３）役務費 496 千円

（４）委託料 8,159 千円

（５）使用料及び賃借料 241 千円

（６）負担金補助及び交付金 国保連合会負担金等 632 千円

退職手当組合負担金 1,332 千円

○ 財　　　源

国保制度関係業務準備事業補助金 6,384 千円

財政調整基金繰入金 3,308 千円

一般会計繰入金 13,819 千円

01 款　　総　務　費

02 項　　徴　税　費 住　民　課

02 目　　納税奨励費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・納税組合に対する奨励金。収納率の向上に努める。

○ 財      源

手数料、諸収入 37 千円

国民健康保険税 1,813 千円

01 款　　総　務　費

03 項　　運営協議会費 住　民　課

01 目　　運営協議会費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明　執行経費

【内訳】 委員　3,500円×7名×2回＝49,000円

○ 財      源

特別調整交付金（県） 49 千円

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

財　　　源　　　内　　　訳
事　業　名 本年度 前年度 比　較

平成29年度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度

1017　国保事業一般管
理事務

13,8193,30806,3846,83016,68123,511

1073　保険税徴収事務 1,850 01,85000△ 1502,000

0004904949
1075　国保運営協議会
      運営事務

・国保運営協議会の開催に要する経費（委員報酬）※委員9名の内2名は病院関係者であるため除く
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02 款　　保険給付費 住　民　課

01 項　　療　養　諸　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・ 療養給付費

・会計年度の診療分は、３月診療分から翌年２月診療分。

・ 療養費

・国民健康保険における補完的医療給付であり、現金給付として行う。

・会計年度は、４月支払決定月分から翌年３月支払決定月分。

・ 審査支払手数料

・国保連合会への審査・支払委託手数料。レセプト　１件あたり　53円。

○ 財　　　源

52,080 千円

調整交付金（国） 13,959 千円

特別調整交付金（国） 1,344 千円

調整交付金（県） 15,000 千円

特別調整交付金（県） 5,548 千円

前期高齢者交付金 190,367 千円

療養給付費交付金（退職者医療交付金） 30,945 千円

諸収入 602 千円

国民健康保険税 49,625 千円

財政調整基金繰入金 49,672 千円

一般会計繰入金（基盤安定繰入金） 18,426 千円

05　審査支払手数料
     (1080)

01,0680

0

・国民健康保険事業の目的として行う医療給付。現物給付として行う療養の給付等に要する経費から、
一部負担金（義務教育就学前　２割、義務教育就学から７０歳未満　３割、７０歳以上の前期高齢者２
割または３割に相当する額）を控除した額を負担する。特例措置により、２５年度までに７０歳に到達
された方で３割以外の方の一部負担金は１割。

01　一般被保険者療養
　　給付費(1076)

02　退職被保険者等療
　　養給付費(1077)

03　一般被保険者療養
　　費(1078)

04　退職被保険者等療
　　養費(1079)

300

1,200

00

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

・基本的には、コルセット、あんま、はり、マッサージ等保険医療機関が現物給付を行っていない場合
及び被保険者証を提出できない理由が、緊急、その他やむを得ないと認められる場合に支給する。

300000

療養給付費等国庫負担金

1,0681,068

00035,000

300

081603840

35,000

1,200

18,426284,027087,5470390,000390,000

35,000 0
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02 款　　保険給付費 住　民　課

02 項　　高額療養費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・被保険者の一部負担金が一定額を超える場合にその超えた部分を支給する。

・会計年度は、４月支給決定分から翌年３月支給決定分。

（１）70歳未満被保険者自己負担限度額(国保世帯単位)　多数該当の場合（4回目以降）

上位所得者（ア） 　252,600円＋（医療費－842,000円）×1％ 140,100円

上位所得者（イ） 　167,400円＋（医療費－558,000円）×1％ 　93,000円

一　　　　般（ウ）  　 80,100円＋（医療費－267,000円）×1％ 　44,400円

一　　　　般（エ） 　　57,600円 　44,400円

住民税非課税世帯（オ） 　　35,400円 　24,600円

（２）70歳以上被保険者自己負担限度額

外来(個人単位) 外来＋入院（世帯単位）

一定以上所得者 44,400円 80,100円＋（医療費－267,000円）×1％

(多数該当　44,400円)

一　　　　般 12,000円 44,400円

住民税非課税(低Ⅱ) 24,600円

住民税非課税(低Ⅰ) 15,000円

（３）血友病、人工透析の必要な慢性腎不全など長期疾病は、自己負担限度額　１ヶ月10,000円

　　　　　 　 　　  一定以上所得者　１カ月20,000円一定以上所得者　１ヶ月20,000円

○ 財　　　源

17,920 千円

調整交付金（国） 20,000 千円

調整交付金（県） 2,000 千円

特別調整交付金（国） 5,000 千円

前期高齢者交付金 6,380 千円

療養給付費交付金（退職者医療交付金） 5,150 千円

国民健康保険税 5,000 千円

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

0

150 150 0 0

300 0 0 0 300

8,000円

0 0 5,000 0

300

11,080 0

5,000 6,000 △ 1,000

0

04　退職被保険者高額
　　介護合算療養費
　　(1495)

56,000 55,000
01　一般被保険者高額
　　療養費(1081)

02　退職被保険者等
　　高額療養費(1082)

03　一般被保険者高額
　　介護合算療養費
　　(1494)

1,000 44,920

0 150 0

・平成２０年度より医療費が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる場合、国保と介護保険の両方
の自己負担額が合算されることになった。国保、介護保険それぞれの年間の自己負担額を合算し限度額
を超えた場合、超えた分を国保と介護保険で按分し支給する。

療養給付費等国庫負担金

血友病、人工透析の必要な慢性腎不全など長期疾病は、自己負担限度額　１ヶ月10,000円
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02 款　　保険給付費 住　民　課

04 項　　葬　祭　諸　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

○ 財　　　源

国民健康保険税 360 千円

02 款　　保険給付費 住　民　課

05 項　　移　送　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

○ 財　　　源

国民健康保険税 5 千円

療養給付費交付金（退職者医療交付金） 5 千円

02 款　　保険給付費 住　民　課

06 項　　出産育児諸費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

○ 財　　　源

国民健康保険税 420 千円

一般会計繰入金 840 千円

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

・負傷、疾病等により移動が困難な患者が、医師の指示により一時的、緊急的な必要性があっ
て、移送された場合に要した経費を支給する。

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

01 葬　祭　費 (1083)

01 一般被保険者移送費
    (1084)

02 退職被保険者等移送
   費(1085)

01 出産育児一時金
　(1086)

360 360 0 0 0 360 0

5 0

5 5 0 0 0 5

0 0 0 420

0

5 5 0 0 0

8401,260 1,260

・条例の定めによる被保険者の葬祭を行う者に支給する。（１件　20,000円　　 年間　18件）

・条例の定めによる出産に対して支給する。　( １件　420,000円　　年間見込み　3件）

※産科医療保障制度に加入していない医療機関にて出産した場合は404千円
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03 款　　老人保健拠出金 住　民　課

01 項　　老人保健拠出金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・老人保健の事務処理を行う支払基金へ事務費を拠出する。

○ 財　　　源

国民健康保険税 6 千円

04 款　　共同事業拠出金

01 項　　共同事業拠出金 住　民　課

01 目　　高額医療費拠出金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 財　　　源

共同事業負担金（国） 5,109 千円

共同事業負担金（県） 5,109 千円

高額医療費共同事業交付金 10,220 千円

04 款　　共同事業拠出金

01 項　　共同事業拠出金 住　民　課

02 目　　保険財政共同安定化事業拠出金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 財　　　源

保険財政共同安定化事業交付金 130,000 千円

高額医療費共同事業交付金 1,780 千円

前期高齢者交付金 13,208 千円

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

02 老人保健事務費拠出
   金(1088)

1089 高額医療費共同
　　 事業

20,438 13,131 7,307 10,218 0

1462 保険財政共同安定
     化事業拠出金

0

本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

・高額な医療費の発生による保険者の財政運営不安定を緩和し保険料の平準化、財政の安定化を図るた
め、平成18年度から県下全市町村で行っている共同事業の拠出金。1件当たり300,000円以上の診療が対
象だったが、27年度から全医療費に拡大される。予算計上額は、共同事業における所要額を市町村ごと
に按分した額で、所要額は過去３カ年の医療費を基礎として推計する。

・高額な医療費の発生による保険者の財政運営不安定を緩和するため、県下全市町村が行う共同事業の
拠出金（1件当たり 800,000円以上の診療が対象）。予算計上額は、共同事業における所要額を市町村ご
とに按分した額。所要額は、過去３カ年の医療費を基礎として推計する。

事　業　名

6 6 0 0 0 6 0

10,220 0

144,988 164,161 △ 19,173 0 0 144,988
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04 款　　共同事業拠出金

0１ 項　　共同事業拠出金 住　民　課

05 目　　その他共同事業拠出金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・退職者医療制度の資格を有する被保険者を適正に適用するための、共同事業の拠出金。

○ 財　　　源

前期高齢者交付金 1 千円

07 款　　諸　支　出　金 住　民　課

01 項　　償還金及び還付加算金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・保険税還付金

　過誤納となった現年度賦課以外の保険税還付金

○ 財　　　源

国民健康保険税 456 千円

07 款　　諸　支　出　金

03 項　　積　立　金 住　民　課

01 目　　基金積立金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 財　　　源

財産収入（預金利息） 292 千円

1 0

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1090 その他の共同事業 1 1 0 0 0

01  一般被保険者保険
　　税還付金(1092)

02  退職被保険者等保
　　険税還付金(1093)

33 33

科　目　名 本年度 前年度 比　較

423

1097  財政調整基金
　　　積立金管理

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

・国民健康保険の年度中途における医療費の増蒿に対応するため、また保健事業の充実をはかるための
積立金。利息のみ計上する。

292

0

財　　　源　　　内　　　訳

423 0 0 0 423

0 0 33 0

292 967 △ 675 0 0 0

0
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07 款　　諸　支　出　金

03 項　　積　立　金 住　民　課

01 目　　基金積立金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・利息のみ計上する。

○ 財　　　源

財産収入（預金利息） 1 千円

08 款　　保 健 事 業 費

01 項　　保　健　事　業　費 住　民　課

01 目　　保健衛生普及費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

賃金（食育推進員３人×４回） 42 千円

報償費(各種教室謝金及び旅費） 408 千円

需用費（教材、印刷製本費他) 167 千円

役務費（医療費通知、ジェネリック差額通知、ミニドック案内他) 298 千円

委託料(医療費通知・ジェネリック医薬品差額通知作成) 112 千円

負担金補助及び交付金

7,197 千円

○ 財　　　源　

特別調整交付金（国） 87 千円

特別調整交付金（県） 4,403 千円

国民健康保険税 3,721 千円

財政調整基金繰入金 13 千円

比　較
財　　　源　　　内　　　訳

本年度 前年度

0
1098 出産費資金貸付
　　 基金積立金

1 0 0

事　業　名

1099 保健衛生普及活動
     事務

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

8,224 9,805 △ 1,581

1 10

8,211 0 13 0

   (国保ﾐﾆ人間ﾄﾞｯｸ、ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種補助、国保連合会保健事業負担金)

保健衛生普及活動に係る経費。被保険者の健康的な生活、ひいては保険財政の安定に資するため、各種
の保健事業を行う。
・生活習慣病予防や糖尿病予防、重症化予防のため、４種の体操教室及び栄養教室を実施する。
・疾病の早期発見、早期治療のため、日南病院においてミニ人間ドックを実施する。
・国保被保険者分のインフルエンザ予防接種補助を実施する。
・医療費通知、ジェネリック医薬品差額通知を行う。
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平成29年度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

08 款　　保 健 事 業 費

02 項　　特定健康診査等事業費 住　民　課

01 目　　特定健康診査等事業費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・保健衛生普及活動に係る経費。受診しやすい態勢づくりに努め、特定健診の受診率向上を目指す。

報償費 150 千円

需用費(教材他) 67 千円

役務費　郵券料 137 千円

委託料(特定健診委託料他) 3,359 千円

○ 財　　　源

特定健康診査負担金（国） 490 千円

特定健康診査負担金（県） 490 千円

国民健康保険税 2,583 千円

財政調整基金繰入金 150 千円

09 款　　介護納付金

01 項　　介護納付金 住　民　課

01 目　　介護納付金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・介護保険の給付費等を賄うための納付金。

○ 財　　　源

療養給付費等国庫負担金（介護納付金負担金分） 7,826 千円

調整交付金（国） 4,254 千円

国民健康保険税 9,962 千円

財政調整基金繰入金 2,418 千円

1480　特定健康診査等
　　　事務

3,713 3,731 △ 18 980

事　業　名 本年度 前年度 比　較

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

2,4181100　介護納付金 24,460 28,779 9,962

2,733 0

△ 4,319 12,080

財　　　源　　　内　　　訳

0

0

・今年度の２号被保険者ひとり当たり負担見込額×２号被保険者（４０歳以上６５歳未満）見込み数に
より、今年度概算額が算出され、前々年度の納付金確定による精算分を加減したものが実納付金額とな
る。
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平成29年度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

10 款　　後期高齢者支援金等 住　民　課

01 項　　後期高齢者支援金等 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・ 後期高齢者支援金

・ 後期高齢者関係拠出金 62,842 千円

○ 財　　　源

療養給付費等国庫負担金（後期高齢者支援金分） 16,207 千円

調整交付金（国） 1,787 千円

療養給付費交付金（退職者医療交付金） 3,900 千円

国民健康保険税 32,192 千円

一般会計繰入金（基盤安定繰入金） 8,756 千円

11 款　　前期高齢者納付金等 住　民　課

01 項　　前期高齢者納付金等 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・ 前期高齢者納付金

各保険者の６５歳～７４歳の被保険者の加入割合によって算出される。

・ 44 千円

○ 財　　　源

前期高齢者交付金 44 千円

02 後期高齢者関係事務
   費拠出金(1477)

△ 6,196 17,994

比　較
財　　　源　　　内　　　訳

前期高齢者関係拠出金

前年度

01 前期高齢者納付金
    (1478)

02 前期高齢者関係事務
   費拠出金(1479)

6 6

38 44

科　目　名 本年度 前年度

69,032

6 6 0

本年度

00

38

財　　　源　　　内　　　訳

0

0 36,086 8,756

・各保険者の被保険者数によって算出され、前々年度の支援金確定による精算分を加減したものが、実
納付金額となる。

01 後期高齢者支援金
    (1476)

62,836

0 0 0

6

比　較

6 0

△ 6 0 0

科　目　名

0
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平成29年度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

90 款　　予　備　費

90 項　　予　備　費 住　民　課

90 目　　予　備　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

国保特別会計の特殊性により、年度中途における医療費の増嵩に対応するための予算を計上する。

○ 財　　　源

財政調整基金繰入金 4,000 千円

1361　予備費

事　業　名 本年度 前年度

0 0 4,000

比　較
財　　　源　　　内　　　訳

4,000 4,000 0 0
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01　款　業　務　費　

01　項　施設管理費　 建 設 課

01　目　施設管理費　 （単位:千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

57,939 62,653 △ 4,714 0 4,300 32,818 20,821

○事業説明

（１）事業の目的、目標

    水道利用者に、安全な水を安定供給することを目的に、簡易水道施設の維持管理を行う。

    簡易水道施設13箇所の定期的な保守管理及び計画的な設備修繕を実施する。

（２）事業の概要

  ・検針及び料金収納事務

  ・施設の点検及び維持管理

　・施設の水質検査及び塩素滅菌の管理

　・公営企業会計法適用化の整備

○執行経費

　・職員給与費 給料・手当、共済・退手負担金（1名分） 6,378 千円

　・賃金 施設管理賃金 213 千円

　・需用費 施設電気料 7,404 千円 13,309 千円

薬品費 1,140 千円

施設修繕料等 4,220 千円

消耗品、検針用紙 545 千円

　・役務費 水質検査、配水池清掃他 8,297 千円 8,969 千円

施設電話料 540 千円

施設保険料 132 千円

　・委託料 メーター検針委託料 2,760 千円 7,193 千円

113 千円

公営企業会計移行委託 4,320 千円

　・使用料及び賃貸料 機器等使用料 96 千円 181 千円

土地賃借料（施設用地） 85 千円

　・工事請負費 設備修繕工事他 8,620 千円

　・原材料費 水道メーター器 1,500 千円

諸会費 61 千円

水道料金過誤納還付金 60 千円

　・積立金 基金積立金 5,255 千円

　・公課費 消費税及び地方消費税 6,200 千円

○財　　　源

　・水道料 32,490 千円

　・財産収入 簡易水道基金利息 106 千円

　・分担金及び負担金 水道加入負担金 170 千円

　・諸収入 取付検査、督促手数料等 52 千円

　・地方債 4,300 千円

　・一般会計繰入金 20,821 千円

　・償還金利子及び割引料

1127　簡易水道事業

平成29年度簡易水道事業特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

　・負担金補助及び交付金

総合行政システム保守委託
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02　款　事　業　費　

01　項　事　業　費　 建 設 課

01　目　水道改良事業費　 （単位:千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

141,972 147,569 △ 5,597 27,328 114,600 44 0

○事業説明

（１）事業の目的、目標

　日野上・生山地区簡易水道の統合及び施設改良を行い、給水の安定確保を図る。

　事業年次計画に基づき、29年度事業を着実に実施する。

（２）事業の概要

　・電気計装設備　一式

　・配水池400㎥、敷地整備　一式

　・送配水管布設　L=2,681ｍ

○執行経費

　・職員給与費 給料・手当、共済・退手負担金（1名分） 3,671 千円

　・需用費 事務消耗品 15 千円

　・委託料 設計業務委託 5,400 千円

　・工事請負費 電気計装設置、配水池築造、送配水管布設 132,886 千円

○財　　　源

　・水道料 44 千円

　・補助金 （補助率1/3　対象事業費81,984千円） 27,328 千円

　・地方債 114,600 千円

　

建 設 課

（単位:千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

77,206 89,790 △ 12,584 0 0 38,040 39,166

○事業説明

（１）事業の目的、目標

　　簡易水道事業公債費の償還管理と財源確保を行う。

　　償還計画に基づき償還事務を実施する。　　

（２）事業の概要

　・公債費の元利償還

○執行経費

　・償還金利子及び割引料 元金 63,367 千円 77,206 千円

利子 13,839 千円

○財　　　源

　・水道料 38,040 千円

　・一般会計繰入金 39,166 千円

1131　公債費償還事務

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1523　日南町簡易水道
統合整備事業

平成29年度簡易水道事業特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度

01　項　公　債　費　

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

03　款　公　債　費　

事　業　名 本年度

01　目　公　債　費  
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01　款　業　務　費

01　項　施設管理費 建　設　課

01　目　一般管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

52,865 58,354 △ 5,489 0 2,100 50,765 0

○事業説明

（１）事業の目的、目標

　生活排水の処理及び水域の水質保全を目的に、農業集落排水処理施設の維持管理を行う。　

　処理施設4箇所の保守管理及び計画的な設備更新を実施する。

（２）事業の概要
　・料金収納事務

　・施設の保守管理

　・施設の設備修繕

　・公営企業会計法適用化の整備

○執行経費

職員給与費 給料･手当、共済･退手負担金（1名分） 8,101千円

需用費 17,889千円

　 修繕料　4,690千円　燃料費　240千円

役務費 汚泥抜取、検査料等　7,562千円 7,936千円

電話・郵券・保険料　374千円

委託料 処理場管理委託　5,738千円 8,843千円

工事設計委託　1,080千円

公営企業会計移行支援業務　1,912千円

パソコン保守委託料　113千円

使用料及び賃借料 総合行政システムリース料 96千円

工事請負費 施設等工事 2,160千円

負担金 広域灰溶融施設整備負担金、諸会費 514千円

貸付金 設備工事資金融資預託金 3,700千円

償還金利子及び割引料 下水料金過誤納還付金 60千円

積立金 基金積立（利子） 153千円

公課費 消費税及び地方消費税他 3,413千円

○財　　　源

下水道料金 43,875千円

基金利子収入 153千円

預託金返済金 3,700千円

分担金 204千円

基金繰入金 2,818千円

地方債 2,100千円

諸収入(督促手数料) 15千円

本年度

光熱水費11,784千円、　薬品費655千円、　消耗品他520千円

平成29年度農業集落排水事業特別会計当初予算説明資料

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1132　農業集落排水一般
　　　管理業務

事　業　名
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建　設　課

02　目　特定管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

32,508 38,539 △ 6,031 0 2,100 30,408 0

○事業説明

（１）事業の目的、目標

　生活排水の処理及び水域の水質保全を目的に、合併処理浄化槽の維持管理を行う。　

　合併処理浄化槽の保守管理及び設備修繕を実施する。

（２）事業の概要
　・料金収納事務

　・浄化槽の保守管理、修繕

　・公営企業会計法適用化の整備

○執行経費

需用費 浄化槽修繕料 2,868千円

役務費 浄化槽汚泥処理費 6,000千円

法定検査（7条､11条） 4,176千円

委託料 浄化槽管理委託料 13,867千円

総合行政パソコン保守委託料 113千円

公営企業会計移行支援業務 1,912千円

使用料及び賃借料 総合行政システムリース料 96千円

諸会費 16千円

下水料金過誤納還付金 60千円

公課費 消費税及び地方消費税 3,400千円

○財　　　源

下水道料

基金繰入金 184千円

地方債 2,100千円

諸収入(検査協力金、督促手数料) 383千円

29,841千円

負担金補助及び交付金

事　業　名 本年度 前年度

平成29年度農業集落排水事業特別会計当初予算説明資料

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

01　款　業　務　費

01　項　施設管理費

1133　特定地域生活排水
　　　処理一般管理業務

償還金利子及び割引料
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建　設　課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,266 10,022 △ 1,756 1,970 5,000 1,133 163

○事業説明

（１）事業の目的、目標

　農業集落排水処理区域外の生活環境の改善のため、浄化槽の設置を推進する。

　事業年次計画に基づき、29年度事業を着実に実施する。

（２）事業の概要

　・浄化槽設置　5基

○執行経費

工事請負費 浄化槽設置（7人槽4基、10人槽1基）

7,500千円

766千円

○財　　　源

交付金 1,970千円

地方債 5,000千円

負担金 1,133千円

一般会計繰入金 163千円

建　設　課

01　目　公　債　費　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

88,849 88,929 △ 80 0 0 7,178 81,671

○事業説明

（１）事業の目的、目標

　農業集落排水事業公債費及び特定生活排水事業公債費の償還管理と財源確保を行う。

　償還計画に基づき償還事務を実施する。

（２）事業の概要

　・公債費の元利償還

　　　１．農業集落排水事業元利償還金

○執行経費

償還金利子及び割引料 元金

利子

○財　　　源

基金繰入

一般会計繰入金

　　　２．特定地域生活排水処理事業元利償還金

　○執行経費

償還金利子及び割引料 元金

利子

　○財　　　源

繰入金 集落排水事業推進基金繰入金

一般会計繰入金

本年度

62,601千円

69,779千円

比　　較

財　　　源　　　内　　　訳

14,805千円

8,266千円

7,178千円

事　業　名 前年度

03　款　公　債　費　

前年度

比　　較

財　　　源　　　内　　　訳
本年度

01　項　事　業　費　

02　目　特定地域生活排水処理事業費　

54,974千円

1138
1139　公債費償還事務

事　業　名

平成29年度農業集落排水事業特別会計当初予算説明資料

1137　特定地域生活排水
　　　処理事業

02　款　事　業　費　

81,671千円

7,178千円

1,115千円

・補助部分（本体設置工事）

・単独部分（放流管工事）

01　項　公　債　費　

19,070千円17,955千円
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01　項　総務管理費 福祉保健課

01　目　一般管理費 02　目　連合会負担金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

28,400 26,530 1,870 1,200 0 0 27,200

3,171 3,795 △ 624 0 0 0 3,171

○ 科目説明

1 一般管理事務

職員人件費、事務経費を計上

○ 執行経費

職員人件費 17,744 千円

嘱託職員人件費 3,900 千円

5,098 千円

使用料（総合行政システム） 1,381 千円

事務費（ﾄﾅｰ代、通信運搬費、コピー使用料他） 277 千円

計 28,400 千円

○ 科目説明

2 連合会負担金

国保連合会委託事務経費を計上

○ 執行経費

委託料（主治医意見書審査支払・資格管理他） 2,965 千円

業務負担金（諸会費）　 206 千円

3,171 千円

○ 財　　　源 一般会計繰入金 30,371 千円

介護保険事業費補助金（国庫、システム改修分） 1,200 千円

02　項　徴　収　費 福祉保健課

01　目　賦課徴収費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

221 221 0 0 0 10 211

○ 事業説明

・介護保険料賦課徴収に要する事務費を計上

○ 執行経費

・賦課決定通知等送付郵券料 209 千円

・特別徴収データ国保連合会送受信通信料 12 千円

○ 財　　　源

・督促手数料 10 千円

・一般会計繰入金 211 千円

1310
賦課徴収事務

1308
一般管理費

1309
国保連合会委託事務

委託料（制度改正システム改修・介護・総合行政システム保守）

01　款　総　務　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

01　款　総　務　費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

03　項　介護認定審査会費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,967 2,478 △ 511 0 0 0 1,967

622 644 △ 22 0 0 0 622

　１．介護認定審査会事務

○ 事業説明

・要介護認定審査会業務を西部圏域共同で西部広域行政管理組合に委託して審査判定を行う

○ 執行経費

・西部広域行政管理組合負担金 1,967 千円

　（均等割２０％、件数割８０％）

　２．介護認定等調査事務

○ 事業説明

・要介護認定調査に係る事務的経費を計上。要介護認定調査は、介護給付費適正化対策として

　基本的に保険者職員が調査を実施する。

○ 執行経費

・要介護認定調査委託料　　（遠隔地） 131 千円

・役務費 （主治医意見書作成料） 62 千円

・通信、運搬費等 192 千円

・需用費 （研修資料代） 6 千円

（公用車燃料、オイル等消耗品費） 195 千円

・コピー機使用料 36 千円

○ 財　　　源

・一般会計繰入金 2,589 千円

05　項　計画策定委員会費 福祉保健課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

173 173 0 0 0 0 173

○ 事業説明

・介護保険運営協議会の開催（年３回）

○ 執行経費

・介護保険運営協議会委員手当(委員18名予定）　 158 千円

・役務費 8 千円

・コピー機使用料 7 千円

○ 財　　　源

・一般会計繰入金 173 千円

1314　介護保険事業
計画進行管理事務

財　　　源　　　内　　　訳

1311　介護認定審査会
事務

1312　介護認定等調査
事務

01　款　総　務　費

01　目　計画策定委員会費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

01　款　総　務　費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
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福祉保健課

01　項　介護ｻｰﾋﾞｽ等諸費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

246,712 240,000 6,712 109,558 0 108,404 28,750

50 50 0 21 0 23 6

150 150 0 65 0 66 19

1,000 1,000 0 444 0 438 118

3,000 3,000 0 1,332 0 1,316 352

42,912 42,000 912 19,052 0 18,851 5,009

40 40 0 17 0 18 5

99,936 120,000 △ 20,064 44,371 0 43,901 11,664

50 50 0 21 0 23 6

813,850 826,290 △ 12,440 361,361 0 357,551 94,938

　○事業説明

　　・介護給付費にかかる介護サービス提供費用の利用者負担分を除く保険給付費を負担する。

　　・介護給付費 813,850 千円

　　・要介護１～５の要介護認定者がサービス計画に基づいて提供された居宅・施設サービス給付費負担　　

　※居宅介護福祉用具購入費及び居宅介護住宅改修費は償還払いにより給付。

　○財源内訳　

施設

その他

施設・その他

支払基金 施設・その他

施設

その他

施設・その他

施設・その他

施設・その他

施設・その他 0千円

0千円

129,673千円

計 813,850千円

94,938千円

49,212千円

73,526千円

227,878千円

96,861千円

78,740千円

１号被保険者保険料

介護給付費準備基金繰入金

前年度繰越金

国
介護給付費負担金

財政調整交付金

交付金

県 介護給付費負担金

町

負担金（※介護保険料低
所得者軽減負担繰入を含
む）

1322
08．特例居宅介護
　　ｻｰﾋﾞｽ計画給付費

1425
09．地域密着型介護
　　ｻｰﾋﾞｽ給付費

1426
10．特例地域密着型
　　介護ｻｰﾋﾞｽ給付費

合　　計

63,022千円

1318
04．特例施設介護
　　ｻｰﾋﾞｽ給付費

1319
05．居宅介護福祉用具
　　購入費

1320
06．居宅介護住宅
　　改修費

1321
07．居宅介護ｻｰﾋﾞｽ
　　計画給付費

186,480 0 184,511 49,009

1315
01．居宅介護ｻｰﾋﾞｽ
　　給付費

1316
02．特例居宅介護
　　ｻｰﾋﾞｽ給付費

1317
03．施設介護ｻｰﾋﾞｽ
　　給付費

420,000 420,000 0

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

02　款　保険給付費
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03　項　その他諸費 福祉保健課

(単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,000 1,200 △ 200 444 0 438 118

○ 事業説明

・審査支払手数料

国保連合会への審査・支払委託手数料（レセプト１件９５円） 1,000 千円

○ 財源内訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

福祉保健課

04　項　高額介護ｻｰﾋﾞｽ等費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

22,000 24,500 △ 2,500 9,768 0 9,663 2,569

200 200 0 88 0 88 24

22,200 24,700 △ 2,500 9,856 0 9,751 2,593

○ 事業説明

・介護サービス利用者の一部負担金が一定額を超える場合にその越えた部分を保険給付する。　

22,200 千円

　　被保険者の利用者負担段階により一部負担限度額を月額15,000円・24,600円

　　･37,200円・44,000円に区分して償還払いする。

○ 財源内訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

その他

119千円

200千円

22,200千円

0千円

3,535千円

2,593千円

2,775千円

6,216千円

2,641千円

4,440千円

1,000千円

158千円

118千円

125千円

280千円

計

交付金

介護給付費負担金

町

負担金

１号被保険者保険料

介護給付費準備基金繰入金

1330　高額介護ｻｰﾋﾞｽ費
給付事務

1435　高額介護予防ｻｰ
ﾋﾞｽ費給付事務

合計

国
介護給付費負担金

財政調整交付金

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

介護給付費負担金

町
負担金

１号被保険者保険料

計

02　款　保険給付費

比　　較

1329　審査支払事務

国
介護給付費負担金

財政調整交付金

交付金

02　款　保険給付費

01　目　審査支払手数料

事　業　名 本年度 前年度
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

06 項 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ等費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

68,720 68,000 720 30,511 0 30,187 8,022

30 30 0 13 0 14 3

100 100 0 43 0 44 13

20 20 0 8 0 9 3

68,870 68,150 720 30,575 0 30,254 8,041

○ 事業説明

・特定入所者介護サービス給付費（負担金） 68,870 千円

・施設利用者（短期入所の利用者含む）の食費・居住費（滞在費）について、利用者負担段階が

第１段階～第３段階の者（市町村民税世帯非課税）について負担上限額を定め、補足給付により

保険給付する。低所得者に対し食費・居住費の負担軽減を行う。

○ 財源内訳

施設

その他

施設・その他

支払基金 施設・その他

施設

その他

施設・その他

施設・その他

施設・その他

10,971千円

8,041千円

15千円

12,031千円

19,283千円

町

負担金

１号被保険者保険料

介護給付費準備基金繰入金

計 68,870千円

0千円

国
介護給付費負担金

財政調整交付金

交付金

県 介護給付費負担金

8,195千円

24千円

10,310千円

1420
01．特定入所者介護
　　ｻｰﾋﾞｽ費

1421
02．特例特定入所者
　　介護ｻｰﾋﾞｽ費

1436
05．特定入所者介護
　　予防ｻｰﾋﾞｽ費

1437
06．特例特定入所者
　　介護予防ｻｰﾋﾞｽ費

合計

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

02 款 保険給付費
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福祉保健課

07　項　介護予防ｻｰﾋﾞｽ等諸費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,795 16,000 2,795 8,344 0 8,255 2,196

30 30 0 12 0 14 4

4,000 1,500 2,500 1,776 0 1,755 469

20 20 0 8 0 9 3

500 500 0 221 0 219 60

1,500 1,600 △ 100 665 0 657 178

3,200 3,500 △ 300 1,420 0 1,404 376

20 20 0 8 0 8 4

28,065 23,170 4,895 12,454 0 12,321 3,290

○ 事業説明

・要支援１・２の要支援認定者がサービス計画に基づいて提供された居宅系サービス給付費負担　　

※介護予防福祉用具購入費及び住宅改修費は償還払いにより給付。

　　

○ 財源内訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

その他

その他 0千円

0千円

4,463千円

3,290千円

3,508千円

7,858千円

3,333千円

5,613千円

計 28,065千円

国
介護給付費負担金

財政調整交付金

交付金

介護給付費負担金

町

負担金

１号被保険者保険料

介護給付費準備基金繰入金

前年度繰越金

1433
07．介護予防ｻｰﾋﾞｽ
　　計画給付費

1434
08．特例介護予防
　　ｻｰﾋﾞｽ計画給付費

合　　計

・予防給付にかかる介護予防サービス提供費用の利用者負担を除く保険給付費を負担する。
H27年度から介護予防サービス給付の内、訪問サービス、通所サービスは地域支援事業へ移
行している。

1427
01．介護予防ｻｰﾋﾞｽ
　　給付費

1428
02．特例介護予防
　　ｻｰﾋﾞｽ給付費

1429
03．地域密着型介護
　　予防ｻｰﾋﾞｽ給付費

1430
04．特例地域密着型
介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費

1431
05．介護予防福祉用具
　　購入費

1432
06．介護予防住宅
　　改修費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

02　款　保険給付費
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福祉保健課

08　項　高額医療合算介護ｻｰﾋﾞｽ等費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,500 3,100 1,400 1,997 0 1,975 528

100 100 0 43 0 44 13

4,600 3,200 1,400 2,040 0 2,019 541

○ 事業説明 4,600千円

○ 財源内訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

その他

その他 0千円

0千円

731千円

541千円

1,288千円

545千円

920千円

計 4,600千円

財政調整交付金

交付金

介護給付費負担金

町

負担金

１号被保険者保険料

介護給付費準備基金繰入金

前年度繰越金

1524
01．高額医療合算介護
ｻｰﾋﾞｽ費

1525
02．高額医療合算介護
予防ｻｰﾋﾞｽ費

合　　計

・介護保険の利用者負担額と、医療保険・後期高齢者医療の一部負担金等の合計額が高額の
とき支給。
・１年間の介護保険と医療保険・後期高齢者医療のなお残る負担額を基準日（７月３１日）
時点での医療の世帯で合算し、所得区分に応じた限度額を超えた部分を払い戻す。

国
介護給付費負担金

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

02　款　保険給付費

575千円
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05　款　地域支援事業費

01　項　介護予防・生活支援サービス事業費

01　目　サービス事業費 福祉保健課

02　目　介護予防ケアマネジメント事業費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 456 △ 456 0 0 0 0

12,364 9,124 3,240 4,643 0 3,461 4,260

30,786 24,871 5,915 11,544 0 8,624 10,618

437 1,877 △ 1,440 163 0 122 152

100 0 100 37 0 28 35

100 0 100 37 0 28 35

15,719 15,369 350 5,895 0 4,402 5,422

59,506 51,697 7,809 22,319 0 16,665 20,522

○ 事業説明

＜１．サービス事業費＞ 59,506 千円

①対象者把握事業→事業組み替えにより廃止 0 千円

②訪問型サービス事業 12,364 千円

・新地域支援事業における現行相当の訪問介護サービス　　　　　 10,200 千円

・新地域支援事業における住民主体等の訪問型サービスＢ 562 千円

・新地域支援事業における専門職・短期集中訪問型サービスＣ 162 千円

・新地域支援事業における訪問型サービスＤ 1,440 千円

（通所型サービスＢへの参加を移動支援）

③通所型サービス事業 30,786 千円

・新地域支援事業における現行相当の通所介護サービス 25,200 千円

・新地域支援事業における住民主体による通所型サービスＢ 3,750 千円

・新地域支援事業における短期集中予防サービス・日南病院 1,229 千円

・介護予防体操ＤＶＤ作成事業委託料 215 千円

・執行経費（需用費225千円、役務費41千円、備品購入費27千円） 293 千円

・予防事業指導者賃金 99 千円

④生活支援サービス事業費 437 千円

・新地域支援事業における見守りサービス

　　120円×52週×1回×30人 187 千円

　　120円×52週×2回×20人 250 千円

1445
介護予防ケアマネジメ
ント事業

合計

1438
対象者把握事業
（廃止）

1439
訪問型サービス事業

1440
通所型サービス事業

1441
生活支援サービス事業

1544
高額介護サービス費相
当事業（新規）

1543
総合事業審査支払手数
料
（新規）

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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（前ページより）

⑤総合事業審査支払手数料 100 千円

⑥高額介護サービス費相当事業 100 千円

＜２．介護予防ケアマネジメント事業費＞ 15,719 千円

・要支援１・２の者で総合事業のみ利用している者と事業対象者に対して、

　介護予防マネジメントを行う。

・保険者が直営で運営する地域包括支援センターが契約と介護予防マネ

　ジメントを実施する。または、地域包括支援センターが契約を行い居宅

　支援事業所へ委託して行う。

・人件費（職員給与等） 9,736 千円

・委託料 5,830 千円

・執行経費（需用費79千円、役務費38千円、使用料及び賃借料36千円） 153 千円

○ 財源内訳

国 その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

その他

その他

59,506千円

0千円

0千円

0千円

20,522千円

7,442千円

町

負担金（交付割合基本超過分含む）

１号被保険者保険料

介護給付費準備基金繰入金

雑入

計

交付金

交付金

交付金

14,877千円

16,665千円
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平成２９年度介護保険特別会計当初予算説明資料

05 款　地域支援事業費  福祉保健課

02 項 一般介護予防事業費 (単位:千円)

01　目　一般介護予防事業費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 10,344 △ 10,344 0 0 0 0

60 0 60 22 0 16 22

9,229 0 9,229 3,453 0 2,578 3,198

1,159 0 1,159 433 0 324 402

12 0 12 4 0 3 5

12 0 12 4 0 3 5

10,472 10,344 128 3,916 0 2,924 3,632

○ 事業説明

＜１．一般介護予防事業費＞ 10,472 千円

①介護予防把握事業

　介護予防に資する者の把握に努める 60 千円

②介護予防普及啓発事業 9,229 千円

・全高齢者を対象として一次予防のための介護予防事業を行う。

　地域において介護予防に向けた取り組みが主体的に実施される

　よう、健康教育・相談等を通じて介護予防に関する知識の普及・

　啓発を行う。

　　　・准看護師等による認知症予防・転倒骨折予防教室（まめな会）の実施

　　　・口腔機能向上のための歯科衛生士による口腔衛生指導

　　　・生活支援ボランティアを養成し、地域支え合いの機運を高める

　　　　とともに、高齢者の不便を解消する。

・人件費（職員給料等） 3,239 千円

・報償費

　　 ・介護予防口腔衛生指導 200 千円

　　 ・介護予防啓発講座講師謝金 72 千円

　　 ・生活支援ボランティア活動ポイント 100 千円

・費用弁償（旅費） 53 千円

・委託料（介護予防普及啓発ＤＶＤ作成、介護予防教室指導ＰＴ） 4,590 千円

・執行経費（需用費795千円、役務費60千円、使用料及び賃借料120千円） 975 千円

③地域介護予防活動支援事業 1,159 千円

・負担金補助及び交付金（住民集いの場） 1,080 千円

・執行経費（需用費19千円、使用料及び賃借料60千円） 79 千円

④一般介護予防事業評価委事業 12 千円

・需用費 12 千円

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 12 千円

・需用費 12 千円

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1442　一般介護予防事
業費（廃止）

1545　介護予防把握事
業費

1546　介護予防普及啓
発事業費

1547　地域介護予防活
動支援事業費

1548　一般介護予防事
業評価事業費

1549　地域リハビリ
テーション活動支援事
業費

合計
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○ 財源内訳　　

国 その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

その他

その他

0千円

0千円

1,300千円

2,924千円

2,616千円交付金

交付金

交付金

10,472千円

負担金

１号被保険者保険料

介護給付費準備基金繰入金

前年度繰越金 0千円

計

3,632千円

町
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平成２９年度介護保険特別会計当初予算説明資料

05　款　地域支援事業費 福祉保健課

03　項　包括的支援事業・任意事業　 (単位:千円)

01　目　総合相談事業費

02　目　権利擁護事業費

03　目　包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費

04　目　任意事業費

05　目　在宅医療・介護連携推進事業費

06　目　生活支援体制整備事業費

07　目　認知症総合支援事業費

08　目　地域包括支援センター運営事業費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

70 70 0 40 0 0 30

76 76 0 43 0 0 33

8,622 8,742 △ 120 5,067 0 0 3,555

1,240 1,240 0 724 0 0 516

612 492 120 357 0 0 255

143 0 143 82 0 0 61

0 1,822 △ 1,822 0 0 0 0

0 1,632 △ 1,632 0 0 0 0

0 2,615 △ 2,615 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

10,763 16,689 △ 5,926 6,313 0 0 4,450

○ 事業説明

＜1．総合相談事業＞ 70 千円

・高齢者の心身の状況など必要な情報を把握して相談に応じ、保健・

　医療・福祉サービスなど適切な支援につなげる。また、関係者間の

　ネットワーク構築に努める。

70 千円

＜２．権利擁護事業＞ 76 千円

・高齢者が地域で尊厳のある生活を安心して送れるよう、専門的・

　継続的視点から、権利擁護のため必要な支援を行う。

　　・成年後見制度の活用促進のための啓発の実施

　　・高齢者虐待への対応。老人福祉施設等への措置支援。

　　・困難事例への対応

　　・消費者被害の防止

　　・執行経費（需用費40千円、役務費12千円、使用料24千円）　　 76 千円

1444　在宅医療・介護
連携推進事業

1533　生活支援体制整
備事業

合計

1534　認知症総合支援
事業

1550　地域包括支援セ
ンター運営事業

・執行経費（需用費22千円、役務費24千円、使用料及び賃借料24千円）

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1446
総合相談事業

1447
権利擁護事業

1448　包括的・継続的
ケアマネジメント支援
事業費

1551　認知症サポー
ター等養成事業

1452
家族介護継続支援事業

1453　成年後見制度利
用支援事業
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＜３．包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費＞ 8,622 千円

・高齢者が住み慣れた地域で暮らし続ける事ができるよう、多職種

　の連携・協働体制を充実し、介護支援専門員への支援を行う。

　　・医療機関を含めた関係機関との連携体制の充実

　　・地域包括ケア会議・在宅支援会議の開催

　　・介護支援専門員のネットワーク構築と支援

　　・支援困難事例等への指導・助言　等

※必置専門職：主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師の３職種

・人件費（職員給料等） 8,566 千円

・執行経費（需用費　32千円、使用料及び賃借料　24千円） 56 千円

＜４．任意事業＞ 1,240 千円

　　　①　家族介護支援事業（名称変更）

   ・家族介護用品の支給 　 750 千円

　    対象者：住民税非課税世帯で要介護認定4又は5の者

　　　　　　　　　及び介護者も住民税非課税世帯の者

   ・家族介護慰労費の支給　 100 千円

   　 ・対象者：住民税非課税世帯で要介護認定4又は5の者で

　　　　過去１年間介護サービス利用の無い者

   ・家族介護教室の開催    　　・・・・日南福祉会に事業委託　 240 千円

     　適切な介護知識・技術の習得等の教室を開催し、家族介護支援を行う。

   ・家族介護者交流事業    　　・・・・日南福祉会に事業委託 150 千円

　    　家族の身体的・精神的等の負担軽減を目的として介護者の交流を行い、

　　　　在宅介護を支援する。

　　②　成年後見制度利用支援事業 612 千円

　・成年後見制度利用が必要な高齢者について町長申立てに係る経費を計上。

　・成年後見人等報酬助成 480 千円

　・執行経費（需用費　10千円、役務費　122千円） 132 千円

③ 　認知症サポーター等養成事業 143 千円

　・認知症サポーター養成講座謝金 50 千円

　・旅費 9 千円

84 千円

＜５．在宅医療・介護連携推進事業＞ →事業組み替えにより廃止

＜６．生活支援体制整備事業＞ →事業組み替えにより廃止

＜７．認知症総合支援事業＞ →事業組み替えにより廃止

＜８．地域包括支援センター運営事業＞ 0 千円

○ 財源内訳　　

国 その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

その他

その他 0千円

4,450千円

2,108千円

0千円

4,205千円

0千円

0千円

計 10,763千円

交付金

交付金

交付金

町

負担金（交付割合基本超過分含む）

１号被保険者保険料

介護給付費準備基金繰入金

前年度繰越金

・執行軽費（需用費60千円、役務費12千円、使用料及び賃借料12千円）
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平成２９年度介護保険特別会計当初予算説明資料

05　款　地域支援事業費 福祉保健課

04　項　包括的支援事業（社会保障充実分）　 (単位:千円)

01　目　在宅医療・介護連携推進事業費

02　目　生活支援体制整備事業費

03　目　認知症初期集中支援推進事業費

04　目　地域ケア会議推進事業費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,822 0 1,822 1,065 0 0 757

1,632 0 1,632 954 0 0 678

82 0 82 46 0 0 36

2,657 0 2,657 1,554 0 0 1,103

287 0 287 166 0 0 121

6,480 0 6,480 3,785 0 0 2,695

＜1．在宅医療・介護連携推進事業＞ 1,822 千円

疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活が

続けられるためには地域おける医療・介護の関係機関が連携して、包括的

かつ継続的な在宅医療・介護の提供する。

・医療介護連携推進員の配置 1,728 千円

・執行経費（需用費34千円、役務費12千円、使用料及び賃借料48千円） 94 千円

＜2．生活支援体制整備事業＞ 1,632 千円

新地域支援事業における『生活支援コーディネーターを配置し、

多様な生活支援サービスを充実させネットワーク化を図る。

・生活支援コーディネーターを町社協に配置　 1,632 千円

＜3．認知症初期集中支援推進事業＞ 82 千円

・執行経費（需用費34千円、役務費24千円、使用料及び賃借料24千円） 82 千円

＜４．認知症地域支援・ケア向上事業＞ 2,657 千円

　 ・新地域支援事業における認知症地域支援推進員を配置し、医療機関や

　介護サービス及び地域の支援機関を繋ぎ、地域における支援体制の

　構築を図るとともに、認知症啓発、認知症サポーターの養成、ケース相談

　を行う。 1,728 千円

・認知症講演会、個別相談会、認知症の人を介護する家族の交流会、 314 千円

　講師・医師謝金、認知症啓発イラスト作成

・認知症カフェのぼり用旗・ポール、啓発グッズ、パンフレット等購入 358 千円

・講師旅費費用弁償、地域支援推進員研修旅費 209 千円

・執行経費（役務費　24千円、使用料及び賃借料　24千円、） 48 千円

＜５．地域ケア会議推進事業＞ 287 千円

・講師謝金 48 千円

・旅費 116 千円

・執行経費（需用費87千円、使用料及び賃借料36千円） 123 千円

科　目　名 本年度 前年度

合計

1556　地域ケア会議推
進事業

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1552
在宅医療・介護連携推
進事業

1553
生活支援体制整備事業

1554　認知症初期集中
支援推進事業費

1555
認知症地域支援・ケア
向上事業
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○ 財源内訳　　

国 その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

その他

その他

介護給付費準備基金繰入金 0千円

前年度繰越金 0千円

6,480千円計

町
１号被保険者保険料 0千円

交付金 2,527千円

交付金 0千円

交付金 1,258千円
負担金（交付割合基本超過分含む） 2,695千円
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平成２９年度介護保険特別会計当初予算説明資料

06　款　公　債　費　　

01　項　公　債　費　　 福祉保健課

02　目　利　　子　　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

50 50 0 0 0 0 50

○ 事業説明

１．公債費償還事務

・保険給付等の歳計現金不足による一時借入に係る利子償還。

償還金利子及び割引料 50 千円

○ 財　　　源

・一般会計繰入金 50 千円

08　款　諸支出金

01　項　償還金及び還付加算金 福祉保健課

02　目　第１号被保険者保険料還付金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

400 400 0 0 0 400 0

○ 事業説明

１．保険料還付事務

・過年度賦課に係る介護保険料で過誤納となった介護保険料の還付を行う。

償還金利子及び割引料 400 千円

○ 財　　　源

・前年度繰越金 400 千円

1334　保険料還付事務

1333　公債費償還事務

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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平成２９年度介護保険特別会計当初予算説明資料

08　款　諸支出金

01　項　償還金及び還付加算金 福祉保健課

03　目　償還金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,000 0 10,000 0 0 10,000 0

○ 事業説明

・国庫支出金返還金 4,000 千円

・県支出金返還金 3,000 千円

・支払基金交付金返還金 3,000 千円

○ 財　　　源

・前年度繰越金 10,000 千円

09　款　基金積立金

01　項　介護給付費準備基金積立金 福祉保健課

01　目　介護給付費準備基金積立金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

66 271 △ 205 0 0 66 0

○ 事業説明

・介護給付費準備基金から発生した預金利息を積立てる。

基金積立金 66 千円

○ 財　　　源

・財産収入（介護給付費準備基金利子収入） 66 千円

1459　介護給付費準備
基金積立金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

前年度 比　　較

財　　　源　　　内　　　訳

1336　国県支出過年度
分返還事務

事　業　名 本年度
財　　　源　　　内　　　訳
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02  款  サービス事業費

01  項  居宅介護事業費 福祉保健課

01  目  居宅介護事業費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

32,640 12,697 19,943 0 21,500 1,002 10,138

○ 事業説明

・指定管理施設である老人福祉施設あかねの郷の修繕工事、備品購入を行ない、

　介護サービス提供に支障をきたさないよう整備する。　

○ 執行経費

・役務費

・あかねの郷、あさひの郷、かすみ荘、おおくさ荘の 火災保険料 663 千円

・需用費（修繕料）

・建物設備等緊急修繕料 2,300 千円

・工事請負費

・あかねの郷修繕事業 18,540 千円

　　①　厨房冷蔵庫、冷凍庫の更新 8,748 千円

　　②　空調・電気設備監視装置更新 6,012 千円

　　③　電話設備更新 3,780 千円

・備品購入費 11,137 千円

・あかねの郷　洗濯機、乾燥機更新 8,000 千円

　　（大型洗濯機2台、家庭用洗濯機4台、乾燥機4台）

3,137 千円

　　①コンパクトローイングMF（肩甲骨周囲の可動性向上）

　　②コンパクトチェストプレス（肩関節・胸郭の可動性向上）

　　③コンパクトレッグEXC（膝関節周囲の可動性向上）

○ 財　　　源

・介護サービス事業債 10,900 千円

・過疎対策事業債 10,600 千円

・諸収入等 1,002 千円

・一般会計繰入金 10,138 千円

平成２９年度介護サービス事業特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1407　居宅介護事業

・あかねの郷　運動特化型デイサービス用運動機器
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02  款  サービス事業費

02  項  居宅介護支援事業費 福祉保健課

01  目  居宅介護支援事業費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,277 9,763 514 0 0 3,783 6,494

　　○ 事業説明

・指定居宅介護予防支援事業所（地域包括支援センター）において支援する

介護予防サービス計画の立案と事後評価に係る費用を計上

・介護予防支援対象者：要支援１及び要支援2と認定された被保険者の一部

・介護予防サービス・支援計画の一部を指定居宅介護支援事業所に委託する。

（委託先：日南福祉会、町外の事業所）

　　○ 執行経費

・職員人件費 5,776 千円

・介護予防サービス・支援計画作成業務委託料 3,232 千円

　（介護予防支援のｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務委託料）

・介護予防サービス・支援計画作成事務費

需用費 294 千円

役務費 119 千円

使用料及び賃借料 72 千円

・退職手当組合負担金 784 千円

　　○ 財　　　源

・介護予防サービス計画費収入（介護報酬）等 3,783 千円

・一般会計繰入金 6,494 千円

平成２９年度介護サービス事業特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1336　居宅介護支援事業
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03  款  公　債　費

01  項  公　債　費 福祉保健課

01  目  公　債　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

85,579 118,545 △ 32,966 0 0 27,953 57,626

　　○ 事業説明

・あかねの郷建設（Ｈ１４年度～Ｈ１６年度）に借入した過疎債、介護サービス事業債、

　かすみ荘特浴整備（Ｈ１３年度）に借入した過疎債、かすみ荘特浴整備（Ｈ１７年度）

　に借入した過疎債の元利償還金額を計上

・あさひの郷建設（Ｈ２２年度）に借入した過疎債の元利償還金を計上

・おおくさ荘特浴整備（Ｈ２３年度）に借入した過疎債及び介護サービス債の元利償還金を計上

・おおくさ荘特浴整備（Ｈ２４年度）に借入した過疎債及び介護サービス債の利子償還金を計上

　　○ 執行経費

償還金利子及び割引料　（元金） 83,703 千円

・過疎債元金償還金 83,702,390 円

償還金利子及び割引料　（利子） 1,876 千円

・過疎債利子償還金 1,875,517 円

　　○ 財　　　源

・諸収入（指定管理者日南福祉会負担金） 27,953 千円

・一般会計繰入金 57,626 千円

平成２９年度介護サービス事業特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1337　公債費償還事務
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01　款　総　務　費

01　項　総務管理費 住　民　課

01　目　一般管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明
・後期高齢者医療被保険者への被保険者証や各種通知の送付に係る郵券代

・広域連合との住民異動情報、保険料収納情報等の連携に用いる後期高齢者医療システム

の保守に係る委託料

・後期高齢者の健康診査実施に係る委託料

・後期高齢者の健康増進事業に係る助成

・重複・頻回受診者訪問指導事業に係る費用

○ 執行経費
・賃金 　重複・頻回受診者訪問指導事業の相談員賃金 73 千円

・需用費 　重複・頻回受診者訪問指導事業に係る消耗品等 21 千円

・役務費　　　　　　　被保険者証、各種届出書類の広域連合への進達に係る郵券料 663 千円

・委託料　　 　後期高齢者医療システムに係る保守委託料 1,450 千円

　 　　　　　　　 　後期高齢者の健診委託料及び費用決済手数料（250人分） 1,674 千円

　独自追加項目（血清アルブミン付加検査） 54 千円

　医療費通知事務分（国保連合会） 1 千円

・使用料及び賃借料　重複・頻回受診者訪問指導事業に係るコピー機使用料 4 千円

○ 財　　　源
・事業受託収入（広域連合より受入分） 1,549 千円

・重複・頻回受診者訪問指導事業受託収入 98 千円

・一般会計繰入金 2,293 千円

01　款　総　務　費

02　項　徴　収　費 住　民　課

01　目　徴　収　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・後期高齢者医療被保険者への保険料に係る各種通知、納付書の発送に係る郵券料

○ 執行経費

・役務費　　　　　　保険料の徴収及び還付に係る郵券料　 200 千円

○ 財　　　源

・督促手数料 6 千円

・一般会計繰入金 194 千円

1482　 一般管理費

平成29年度後期高齢者医療特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

3,845 95 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 1,647 2,293

1483  徴収費 200 175 25 0 0 6 194

3,940
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02　款　後期高齢者医療広域連合納付金

01　項　後期高齢者医療広域連合納付金 住　民　課

01　目　後期高齢者医療広域連合納付金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・徴収した保険料（普通徴収、特別徴収、滞納繰越分）を広域連合へ毎月納付する。

・後期高齢者医療制度の安定的な運用を図るため、保険基盤安定負担金を広域連合に支出する。

・鳥取県後期高齢者医療広域連合の運営に係る経費の負担金を支出する。

○ 執行経費

・負担金補助及び交付金 納付保険料（現年度分、特徴及び普徴） 54,200 千円

納付保険料（滞納繰越分、普徴） 50 千円

基盤安定負担金 30,600 千円

広域連合共通経費負担金(一般会計、特別会計分） 5,468 千円

○ 財　　　源

・後期高齢者医療保険料（特別徴収、普通徴収、滞納繰越分) 54,250 千円

・一般会計繰入金 36,068 千円

03　款　諸支出金

01　項　償還金及び還付加算金 住　民　課

01　目　保険料還付金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・保険料の過誤納による過年度分保険料の還付金

○ 執行経費

・償還金利子及び割引料 過年度分保険料還付金(歳出還付） 100 千円

○ 財　　　源

・広域連合還付金（10/10) 100 千円

財　　　源　　　内　　　訳

平成28年度後期高齢者医療特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1,309 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

1485  後期高齢者医療
      広域連合納付金

90,318 89,009 54,250 36,068

1486  保険料還付金 100 100 0 0 0 100 0
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01　款　発電事業費

01　項　発電事業費 住　民　課

01　目　発電事業費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費（消耗品等） 50 千円

電気料 444 千円

発電所電気料 300 千円

石見地域街灯電気料 144 千円

役務費 117 千円

発電機オイル交換代 50 千円

郵券・電話料 34 千円

損害保険料 33 千円

施設管理委託料 5,763 千円

自家用電気工作物管理委託料 580 千円

導水路管理委託料（６ヵ月分） 901 千円

導水路周辺草刈り作業委託 200 千円

除塵機保守委託料 302 千円

発電機再開時保守委託料 3,780 千円

使用料及び賃借料 218 千円

鳥取県流水占用料 218 千円

負担金（諸会費） 133 千円

中国小水力発電協会　会費 48 千円

鳥取県小水力発電協会　会費 42 千円

鳥取県地域振興対策協議会（小水力発電振興部会）　会費 33 千円

ダム所在地市町村全国協議会　会費 10 千円

予備費 500 千円

基金積立金利息 2 千円

○ 財　　　源

新石見小水力発電所売電料（５ヵ月分） 5,500 千円

一般会計繰入金 1,725 千円

基金積立金利息 2 千円

1,901 5,326 0 0 5,502

・新石見小水力発電所の適正な管理と運営に努める。

1536 再生可能エネル
     ギー発電事業

1,7257,227

平成29年度再生可能エネルギー発電事業特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　款　資本的支出

01　項　建設改良費 日南病院

01　目　病院施設改良費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,700 5,808 △ 108 0 0 0 5,700

○ 事業説明

工事請負費

会議室屋上防水 2,700 千円

緊急時保留分 3,000 千円

01　款　資本的支出

01　項　建設改良費 日南病院

02　目　有形固定資産購入費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

29,011 24,873 4,138 5,000 11,000 0 13,011

○ 事業説明　執行経費

器械備品購入費

生化学自動分析装置 1台 15,444 千円

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ 1台 85 千円

薬剤用保冷庫 1台 280 千円

高周波灼熱電源装置 1台 1,017 千円

AEDﾊｰﾄｽﾀｰﾄ 1台 594 千円

ｿﾌｧｰﾍﾞｯﾄﾞ 1台 151 千円

Web系パソコン 8台 1,440 千円

緊急時保留分 10,000 千円

○ 財　　　源

国保調整交付金（統合系医療情報システムの更新） 千円

国保調整交付金（直診整備分） 千円

鳥取県地域医療介護総合基金（救急） 5,000 千円

器械備品整備債 11,000 千円

事　業　名

補助金

財　　　源　　　内　　　訳

病院施設改良事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

有形固定資産購入事業

  平成２９年度日南町病院事業会計（資本的収支）当初予算説明資料

本年度 前年度

企業債

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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  平成２９年度日南町病院事業会計（資本的収支）当初予算説明資料

01　款　資本的支出

02　項　企業債償還金 日南病院

01　目　企業債償還金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

117,716 111,016 6,700 0 0 0 117,716

　　○ 事業説明

企業債元金償還金内訳

※平成28年度末残高見込 756,538 千円

昭和61～62年度増改築 22,154 千円

平成9年度増築 4,041 千円

平成11年度療養病棟増築 16,826 千円

平成17年増改築 43,570 千円

平成17～18年医師住宅 3,322 千円

医療機器等 27,803 千円

企業債償還金

事　業　名 本年度
財　　　源　　　内　　　訳

比　　較前年度
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新規事業等説明資料 
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅱ

款 㻜9 施策 㻔㻡㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻞

㻝㻜㻠㻠

䚷[ᖹ成䠎䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 総務課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 安心・安全䛺暮䜙䛧䛜出来䜛町

消防費 消防・防災体制䛾強化

消防費 重Ⅼ
施策

④䚷安心䛧䛶暮䜙䛧続け䜙䜜䜛地域䛵く䜚
消防施設費

細目事業 防災対策事業 事業䛾種類 新規

事業名 デ䝆タ䝹防災無線設計業務

㻝㻡,㻜㻜㻜 㻜

区分

㻔単位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠
財源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般財源

㻜

目
的

防災情報伝達網䛾整備

事
業
䛾
必
要
性

現
状
・
課
㢟
・

現状䛾防災無線䛿設置䛛䜙䛩䛷䛻䠍䠐ᖺ䛜経過䛧䛶䛚䜚䚸屋外無線機及び家庭用防災無線機䛾老朽化
䛜進䜏無線䛾不具合䚸難聴䛜増加䛧䛶い䜛䚹䜎た䚸全国的䛻䜒デ䝆タ䝹無線䛾整備率䛿上䛜っ䛶䛝䛶䛚
䜚䚸旧式アナログ無線䛾部品䛿製造さ䜜䛶い䛺いⅭ䚸修理䜒難䛧く䛺っ䛶い䜛状態䛷あ䜛䚹
緊急防災・減災事業債䛾財源措置䛿ᖹ成䠏䠎ᖺ度䜎䛷䛸さ䜜䛶䛚䜚䚸䜎た䚸旧䝇プ䝸ア䝇規格䛾無線機䛿
ᖹ成䠏䠐ᖺ以降䚸使用䛜䛷䛝䛺く䛺䜛䚹こ䜜䜙䛾現状を踏䜎え䜛䛸䚸防災行政無線䛾デ䝆タ䝹化移行䛾必
要性䛜生䛨䛶い䜛䚹無線䛾更新䛿概䛽䠎ᖺを要䛩䜛た䜑䚸早期䛾対策䛜急務䛸䛺っ䛶い䜛䚹

事業費 ᖹ成㻞9ᖺ度計上㢠 㻝㻡,㻜㻜㻜 㻜

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

アナログ防災無線䛛䜙䝕䝆タル防災無線䛻更新䛧䛶䚸新た䛺防災無線䛾構築を図䜚䚸⏫民䛾安心・安全
䛻資䛩䜛䛸䛸䜒䛻䚸適正䛺情報提供䚸連絡䛻努䜑䜛䚹ᖹ成㻞9ᖺ度䛿䚸60MHｚ帯を中心䛸䛧た電波伝搬調
査を䛿䛨䜑䚸現状䛾調査を行う䛸共䛻今後䛾䝕䝆タル化移行䛾為䛾設計業務䠄工事費用䛾積算䚸親局・
中継局・再送信子局䛾更新・配置計⏬䚸移行期䛾併行稼働方法䛾策定䛺䛹䠅を行い䚸全体的䛺無線䝅䝇
䝔ム䛾見直䛧を図䜛䚹ᖹ成㻟0ᖺ度以降䛿作成䛧た設計を基䛻䚸無線䝅䝇䝔ム並び䛻戸別受信機䛾更新
䛸䚸屋外拡声局䛾増設を行っ䛶いく䚹

事
業
実
施
䛻

䜘
䜛
効
果

災害時等䛻䛚い䛶通信䛾輻輳等䛷電話や携帯電話䛜使用䛷䛝䛺い䛸䛝䛷䜒䚸端末局を設置䛩䜛地域䛾
防災関係機関䚸生活関連機関等䛸䛾災害通信・連絡通信を確保䛩䜛こ䛸䛜䛷䛝䜛䚹

将
来
䛾
見
通
䛧

（
目
標

）

⏫民䛾安心・安全䛻資する為䚸引き⥆き防災行政無線䛾維持管理を⥅⥆し䚸適正䛺情報提供䚸連絡䛻
努める䚹
ᖹ成㻞9ᖺ度䛿調査・設計業務を行い䚸ᖹ成㻟㻜ᖺ度からᖹ成㻟㻝ᖺ度䛷施工し䚸計㻟かᖺ䛾事業計⏬䛸す
る䚹屋外拡声局䛾増設䚸戸別受信機䛾全戸配布䚸公共施設䚸避難所䚸事業所等へ䛾配布䠄約㻞,㻠㻜㻜台䠅
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 䊡

款 㻜㻞 施策 㻔㻝㻡㻕

項 㻜㻝

目 㻝㻜

㻝㻜㻟㻜

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 企⏬課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ②日༡⏫への移住䞉定住を促進させる

総務費 住宅対策の推進

総務管理費 重点
施策

②日༡⏫への移住䞉定住を促進させる
諸費

細目事業 青ᖺ結婚䞉Ｕ䊠タ䞊ン促進事業 事業の種類 新規

事業名 生山定住促進団地建築補助金

㻝㻢,㻜㻜㻜 㻜

区分
㻔༢位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

財源ෆ訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

㻜

目
的

転入者等を誘引するこ䛸䛷定住人口の増加を実現する䚹

事
業
の
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

人口減少が続く本⏫におい䛶䚸日༡⏫総合戦略の目標達成に向けた方策䚹

事業費 ᖹ成㻞9ᖺ度計上㢠 㻝㻢,㻜㻜㻜 㻜

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

生山駅に近く利便性䛾高い町有地を安価䛷賃貸し䚸新築す䜛住宅に対し䛶補助金を交付す䜛䚹

事
業
実
施
に

よ
䜛
効
果

子育䛶世代やＵⅠターンに䛿手厚く助成す䜛こ䛸䛷䚸若年夫婦䛾定住が促進さ䜜䜛䚹

将
来
䛾
見
通
し

（
目
標

）

全8区画で定住を実現し䚸地域の活性化を目指す䚹
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅱ

款 㻜7 施策 㻔㻟7㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻞

㻝㻝9㻟

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

䞉観光振興を拡充し進䜑䜛䛻あた䜚䚸総合戦略方針䛻䜒地域䛾活力䛻向䛡観光䛾産業化䛻取組䜏䚸商
業連携䛾地域資源を活用
した新た䛺産業䛸地域雇用䛾創出䛻ດ䜑䜛䛣䛸䛸うたっ䛶い䜎す䚹具体的䛻䛿䚸日南町観光協会を中心
䛸し䛶䚸䐟戦略的情報発信䠄情報䝥䝷ットホ䞊䝮整備䚸活用䠅䚸䐠地域資源䛾䝤䝷ッシュアッ䝥䠄体験䚸体
感䝯ニュ䞊䛾開発䞉㐟休施設や古民家䛾䝸ノベ䞊ション䠅䚸䐡連携事業䛾地域活用化(情報䛾共有か䜙専
門的知識䛾活用䜎䛷貪欲䛻活用䠅䚸そし䛶䐢協会䛾自己収入アッ䝥䛻䜘䜛独立㐠営化を目指し䛶いき䜎
す䚹

事
業
実
施
䛻

䜘
䜛
効
果

䞉目的䛷䜒あ䜛観光䛾産業化を進䜑䜛䛣䛸䛷䚸町民䛾雇用䛾創造䞉確保䞉増進を大き䛺効果䛸し䛶見据え
䛶い䜎す䚹具体的䛻䛿䚸総合戦略䛾数値目標䛻䜒掲䛢䛶い䜎す㻡年間䛷70人䛾雇用䛾創出䛾一ຓ䛸䛺
䜛観光産業化䛾実現䛸䚸町内宿泊者数䛾アッ䝥䛻䜘䜛増収䠄年㻞,㻡9㻠人→年㻟,㻟00人䠅を目指し䜎す䚹

将
来
䛾
見
通
し

（
目
標

）

䞉観光䜢産業䛸し䛶取組䜐中䚸戦略的情報発信収㞟䛾効率化や䚸農林業䜒含䜑た䛂自然䛾魅力䛃資源䛾
最適最大限䛾連携活用䚸䜂い䛶䛿観光協会䛾独立運営化䛻見䜙䜜䜛経済䛾循環䜢目指し䚸௙事䛜䛴く
䜙䜜⏫及䜃⏫民䛜安心し䛶豊䛛䛻生活䛷䛝䜛まち䛾維持䛻䛴䛺䛢䛶い䛝たい䛸考えます䚹

㻝㻞,㻤㻥㻞

目
的

地域䛸地場産業䚸商業䜢連携し䚸⏫民䛾㞠用䛾創造䞉確保䞉増進䛾た䜑䛻観光䛾産業化䜢推進す䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

䞉突出した観光資源䜢保有し䛺い本⏫䛻䛚䛡䜛主䛺⏫ෆ䛾観光地入込客数䛿䚸䛣䛣数ᖺ䛾ᖹ均䛷ᖺ間
䛷5.5万人䚸ヒメボタルや食䛾バザ䞊ル䚸文化センタ䞊や行政視察や神社巡䜚等䛸い䛳た交流人口者数
䜢含䜑䛶䜒㻝㻞万人前後䚸宿泊者数䜒䚸㻞,5㻜㻜人前後䛻留ま䛳䛶います䚹䛣䜜ま䛷䜒資源開発䚸観光客誘⮴
䜢目的䛸す䜛観光協会䜢中心䛻取組䜣䛷䛝䛶います䛜䚸各観光事業所ෆ䛷活動䛜完結し䛶しまう䛣䛸䜒
多く䚸⏫䛾活性化䛻䛴䛺䛜䜛観光䛾産業化䛻ま䛷䛿⮳䛳䛶い䛺い現状䛷す䚹そ䛾課㢟䛸しまし䛶䛿䚸䐟
観光情報整理䞉発信不足䚸䐠体験䜢含䜑た観光素材䛾未整備䚸䐡各種団体組織等䛸䛾連携活用不
足䚸䛜挙䛢䜙䜜ます䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻞㻝,㻝㻝㻟 㻜 㻣,㻜㻜㻜 㻝,㻞㻞㻝

区分
㻔༢位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

財源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾௚ 一般財源

細目事業 観光振興対策事業 事業䛾種類 拡充

事業名 観光振興対策事業

商工費 観光䛾振興

商工費 重点
施策

䐟௙事䜢䛴く䜚䚸安心し䛶働䛡䜛まち䛵く䜚
観光費

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 企⏬課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 䐠日༡⏫へ䛾移住䞉定住䜢促進させ䜛
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅳ

款 㻜㻞 施策 㻔㻞9㻕

項 㻜㻝

目 㻝㻜

㻝4㻞4

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

既存施設を解体撤去し、新しいコミュニティ施設を建築する
䠄29年度䛿、既存施設䛾解体撤去工事及び同設計・監理委託業務と、新施設䛾設計委託業務を予定䠅

事
業
実
施
に

よ
る
効
果

地域䛾拠点施設及び、災害時䛾避難所として䛾機能による効果

将
来
䛾
見
通
し

（
目
標

）

地域住民が施設を積極的䛻活用す䜛こと䛻䜘䜛䚸地域活力䛾向上とコミュニティ䛾維持

㻜

目
的

福栄コミュニティセンタ䞊䛾新築

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

既存施設䛿築4㻜ᖺ以上が経過し老朽化が進行し䛶お䜚䚸地域䛾拠点施設とし䛶䛾機能と䚸災害時䛻䛿
避難所とし䛶䛾機能が保䛶䛺い

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻝㻞,㻤㻜㻜 㻜 㻝㻞,㻤㻜㻜 㻜

区分

㻔単位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠
財源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般財源

細目事業 地域振興センタ䞊管理事務 事業䛾種類 新規

事業名 福栄コミュニティセンタ䞊建設事業

総務費 地域まち䛵く䜚協議会䛾発展

総務管理費 重点
施策

④安心し䛶暮䜙し続け䜙䜜䜛地域䛵く䜚
諸費

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 企画課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ④安心し䛶暮䜙し続け䜙䜜䜛地域䛵く䜚
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅲ

款 㻜㻠 施策 㻔㻠㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻠

㻝㻟9㻟

特
記
事
項

鳥取県䛸䛾調整䛜県䛾予算要求時期䛻間䛻合わ䛺䛛䛳たため䚸ᖹ成㻞9ᖺ度䛿日南町䛜準備するマイ
クロチップ䛷個体登録を行いたい䚹ᖹ成㻟㻜ᖺ度以降䛾体制䛻䛴い䛶䛿䚸ᖹ成㻞9ᖺ度中䛻鳥取県䛸協議
し䚸費用負担等䛻䛴い䛶整理したい䚹

解
決
策

（
事
業
内
容

）

䞉鳥取県䛜行う河川工事前の生息調査䛷捕獲さ䜜た個体䛻マイクロチップを挿入し䚸個体登録を行う䚹
䞉写真等の捕獲記録を電子デ䞊タ䛷管理す䜛䚹

事
業
実
施
䛻

よ
䜛
効
果

䞉生態学的䛻信頼䛷䛝䜛方法䛷生息状況を把握す䜛こ䛸䛜䛷䛝䜛よう䛻䛺䜛䚹

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

䞉河川工事前䛾生息調査䛾調査量を最適化䛷䛝䜛䚹
䚷生息数䛜少䛺いエ䝸ア䛷䛿調査量を少䛺く䚸生息数䛜多いエ䝸ア䛷䛿調査量を多くす䜛䛺䛹䚹
䞉保全価値䛾高いエ䝸ア䛻対す䜛事前配慮䛜可能䛻䛺䜛䚹
䚷デ䞊タ䛾蓄積䛻よっ䛶䚸産卵場所䛺䛹保全上重要䛺エ䝸ア䛾推測䛜可能䛻䛺䜛䚹
䞉客観的䛺根拠䛻基䛵い䛶移転ᨺ流先を選定䛷䛝䜛䚹

目
的

河川工事前䛾生息調査䛷捕獲さ䜜䛯オオサンショウウオ䛾個体Ⓩ録及び捕獲記録䛾電子デ䞊タ䛻よ䜛
管理を推進す䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

䐟捕獲し䛯個体䛾写真を撮影す䜛䛰け䛷䚸個体Ⓩ録を行っ䛶い䛺い䚹
→写真䛻よ䜛個体䛾照合䛻䛿䚸非常䛻多く䛾時間䛸労力䛜䛛䛛䜚䚸捕獲記録䛾照合䛜䛷䛝䛺い䚹
䐠捕獲個体䛾写真や記録䠄全長䚸体重䚸捕獲位置䛺䛹䠅䛿䚸紙媒体䛷し䛛鳥取県䚸日༡町䛻報告さ䜜䛶
い䛺い䚹
→紙媒体䛿長期間䛾デ䞊タ䛾管理䛻適さ䛺い䛯め䚸検証可能䛺形䛷捕獲記録䛜蓄積さ䜜䛺い䚹
䐟䚸䐠䛾結果䛸し䛶
調査記録䛻再現性䛜䛺い䛯め䚸時間軸䛷オオサンショウウオ䛾生息状況を把握す䜛こ䛸䛜不可能䛷あ
䜛䚹
→移転ᨺ流等䛾行ᨻ䛾管理指針䛻客観的根拠䛜䛺い䚹

区分
㻔༢位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

財源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般財源

2㻢㻡事業費 ᖹ成29ᖺ度計上㢠 2㻢㻡 0

細目事業 環境保全対策事業 事業䛾種類 新規

事業名 環境保全対策事業

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 住民課

歳
出
科
目

名称

ᨻ
策
分
類

名 称

一般会計 日༡町䛾スタイ䝹を誇䜚䛸しⓎ信す䜛町

衛生費 そ䛾他

保険衛生費 重点
施策

⑤䚷そ䛾他
環境衛生費
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༊分 ｺｰﾄﾞ ༊分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅳ

款 㻜㻟 施策 㻔㻞㻟㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻝

㻝㻞㻣㻜

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ④安心し䛶暮䜙し続け䜙䜜䜛地域䛵く䜚

民生費 障害者福祉䛾促進

社会福祉費 重点
施策

④安心し䛶暮䜙し続け䜙䜜䜛地域䛵く䜚
社会福祉総務費

細目事業 民生一般管理事務䠄福祉保健課䠅 事業䛾種類 新規

事業名 障䛜い者グル䞊プホ䞊ム整備事業

㻝㻟,㻟㻜㻜 㻜

༊分
㻔単位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

財源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般財源

㻤㻞

目
的

障䛜い者グル䞊プホ䞊ムを整備し䚸障䛜い者及び支援者䛾䛂親亡䛝後䛃䛾不安解消䛻努䜑䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

䞉高齢化䛜進䜐本町䛻あっ䛶䛿䚸障䛜い者及び支援者䛾高齢化䛜顕著䛷あ䜚䚸親亡䛝後䛾問㢟䛜喫緊
䛾課㢟䛸䛺っ䛶い䜛䚹
䞉今後䚸障䛜い者グル䞊プホ䞊ムやショ䞊トステイ等䛾利用䛜見込ま䜜䜛中䛻あっ䛶䛿䚸居住施設䛾整
備䛜急務䛷あ䜛䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻝㻟,㻟㻤㻞 㻜

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

䞉介護予防施設䛂た䜣ぽぽの家䛃䜢改修し䚸障䛜い者グル䞊プホ䞊ム䠄定員４名䠅䜢整備す䜛䚹

事
業
実
施
に

䜘
䜛
効
果

䞉グル䞊プホ䞊ム整備に䜘䜚䚸住み慣䜜た町䛷安心し䛶暮䜙し続け䜙䜜䜛生活基盤䜢確保す䜛こ䛸䛜䛷䛝
䜛䚹

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

䞉障䛜い者グル䞊プホ䞊ムの整備によ䜚䚸本町の目指す䛂地域䛷䛸もにい䛝䜛まちづく䜚䛃の実現を図䜚䚸
親亡䛝後の問題䚸障䛜い者及び支援者の高齢化の課題に対応䛷䛝䜛䚹
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅳ

款 㻜㻟 施策 㻔㻝㻝㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻝

㻝㻡㻡㻣

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

ྡ称

政
策
分
類

ྡ 称

一般会計 ④安心し䛶暮䜙し続け䜙䜜䜛地域䛵く䜚

民生費 公共交通対策

社会福祉費 重点
施策

④安心し䛶暮䜙し続け䜙䜜䜛地域䛵く䜚
社会福祉総務費

細目事業 高齢者等タクシ䞊助成事業 事業䛾種類 新規

事業ྡ タクシ䞊助成制度

㻝㻥,㻜㻜㻜 㻜

区分
㻔༢位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

財源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般財源

㻜

目
的

地域䛾住民ྠ士䛷声を掛け合い一緒䛻䛚出䛛けをす䜛こ䛸䛷積極的䛺外出支援を促す䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

䞉ᖹ成㻞㻣ᖺ度䛻実施した日༡⏫公共交通総合計⏬策定䛻䛚け䜛調査事業䛻䛚い䛶䚸日༡⏫䛾総人口
䛻占め䜛バス停４００メ䞊トル圏域外人口䛾割合䛿䚸㻤㻤.㻠％䛸高い䚹主要幹線道路沿線付近䛿大半䛜カ
バ䞊さ䜜䛶い䜛䛜䚸各所䛻交通空白地帯䛜発生点在し䛶い䜛こ䛸䛜明䜙䛛䛻䛺䛳䛶い䜛䚹⏫䛾公共交通
総合計⏬䛾協議䛾中䛷䚸バス等䛷全䛶䛾交通空白地域をカバ䞊す䜛䛻䛿限界䛜あ䜛こ䛸䛛䜙䚸既存タ
クシ䞊䛾活用䛻䛴い䛶検討し䛶䛝た䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻝㻥,㻜㻜㻜 㻜

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

䞉単䛻タクシ䞊助成制度を実施す䜛䛾䛷䛿䛺く䚸地域䛾住民同士䛷一緒䛻出䛛け䜙䜜䜛䛂䛚出䛛けタク
シ䞊䛃利用䛜䛷䛝䜛䜘うタクシ䞊助成券を対象者䛻交付し䚸利用をಁす䚹交付対象者䛸し䛶䛿䚸こ䜜䜎䛷
䛾療育手帳䚸身体障害者手帳䚸精神保健福祉手帳を保有す䜛䠄等級等制限有䜚䠅町民税非課税世帯䛻
属す䜛者䛻䚸70歳以上䛾人䛷運転免許を保有し䛺い者を加え䚸タクシ䞊助成を行う䚹

事
業
実
施
䛻

䜘
䜛
効
果

䞉声を掛け合い出䛛け䜛仕組䜏䛻䜘䜚䚸１人暮䜙し高齢者䛾外出支援䚸生活䛾満足度䛻つ䛺䛜䜛䚹䜎た䚸
外出者䛾増䛻䜘䜛消費䛾拡大も予測さ䜜䚸町内関ಀ企業䛾売上や収入アップ䛻䛺䜛䚹

将
来
䛾
見
通
し

（
目
標

）

䞉今回導入す䜛タクシ䞊助成䛻よ䜚交通空白地帯の軽減䚸解消䛻つ䛺が䜛䛸考え䜛䚹䛯䛰し䚸導入実施
後䛻䚸活用件数やその状況を追跡調査を行い䚸新制度の課題や問題点を見出しその後の運営䛻向け
䛯改善を行う予定䛷あ䜛䚹
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅲ

款 㻜㻟 施策 㻔㻞㻞㻕

項 㻜㻞

目 㻜㻝

㻝㻞9㻝

特
記
事
項

䞉日南町在宅育児サポ䞊ト事業実施要綱

解
決
策

（
事
業
内
容

）

在宅䛷育児を行う世帯䛻対し䛶䛂在宅育児支援金䛃を支給する䚹
・䠌歳䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷・・・䚷一人䛻つき㻟㻜,㻜㻜㻜円䠋月䚸㻝㻜ヶ月を限度䚹
・㻝歳以上㻟歳未満䚷・・・䚷一人䛻つき㻟㻜,㻜㻜㻜円䠋月

※本事業䛾㈈源䛸䛺る鳥ྲྀ県䛾補助基準䛿䚸㻜歳児䛷㻝㻜ヶ月を限度䚸補助率㻔㻟万円×㻝㻛㻞㻕䚸さ䜙䛻育児
休業給付金ཷ給者䛿対象外䚹

事
業
実
施
䛻

䜘
る
効
果

子育世帯䛾経済的㈇担㻔育児䛻必要䛺衣類・䝭ルク・オ䝮ツ䛺䛹日用品䛾購入費等㻕䛾軽減䚹

将
来
䛾
見
通
し

（
目
標

）

経済的支援䛿䚸子䛹䜒䛾将来へ䛾積䜏立䛶や能力向上䛻繋䛜䜛習い事䛺䛹䚸保護者䛜子育䛶を考え䜛
際䛾選択肢を広䛢䜛䛣䛸䛜期待䛷䛝䚸本事業䛾目的達成䛻資䛩䜛䜒䛾䛸考え䜛䚹

㻟,㻜㻜㻜

目
的

䞉親子䛾愛着形成䚸子育䛶環境䛾充実䚸子䛹䜒䛾人口増加を図䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

䞉在宅育児䛻対䛩䜛支援䛻関䛧䛶䚸本町䛷䛿䚸䠌歳児䛿親子䛾愛着形成䛾た䜑在宅育児を推進䛧䛶い䜛
䛜䚸㻝歳以上児䛷行䛳䛶い䜛保育料無償化䛾䜘う䛺経済的支援䛿䛺い䛣䛸䛛䜙䚸䠌歳児䛸䠍歳以上児䛾経
済的支援䛻差䛜生䛨䛶い䜛䚹
䞉一方䚸県䛾䛂䛸䛳䛸䜚型保育䛾あ䜚方研究会䛃䛷䛿䚸ᖹ成㻞㻤ᖺ度䛻在宅育児世帯へ䛾経済的支援䛻䛴
い䛶検討さ䜜䚸䛂在宅育児世帯へ䛾経済的支援䛾充実䛻向䛡䛶取䜚組䜏を行う䛣䛸䛜適当䛷あ䜛䚹䛃䛸䛾
見解䛜示さ䜜た䚹
䞉䛣䛾䜘う䛺現状課㢟を踏䜎え䚸本事業䛾目的を達成䛩䜛た䜑䚸在宅育児世帯へ䛾経済的支援を実施䛩
䜛䜒䛾䛷あ䜛䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻣,㻤㻜㻜 㻟,㻜㻜㻜 㻝,㻤㻜㻜

区分
㻔༢位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

財源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般財源

細目事業 地域子育䛶支援事業 事業䛾種類 新規

事業名 日༡町在宅育児サポ䞊ト事業㻔仮称㻕

民生費 児童福祉䞉子育䛶支援䛾充実

児童福祉費 重点
施策

児童福祉䞉子育䛶支援䛾充実
児童福祉総務費

䚷[ᖹ成䠎䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ③結婚䞉出産䞉子育䛶䛾希望を実現させ䜛
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༊分 ｺｰﾄﾞ ༊分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅲ

款 㻜㻠 施策 㻔㻞㻞㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻞

㻝㻞㻥㻤

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ③結婚・出産・子育䛶䛾希望を実現さ䛫䜛

衛生費 児童福祉・子育䛶支援䛾充実

保健衛生費 重点
施策

③結婚・出産・子育䛶䛾希望を実現さ䛫䜛
予防費

細目事業 予防衛生一般事業 事業䛾種類 新規

事業名 任意接種費用助成事業

㻜

༊分
㻔単位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

㈈源ෆ訳

国県支出金 地方債 䛭䛾他 一般㈈源

㻝,㻝㻟㻞

目
的

全㢠自己㈇担䛸䛺䜛任意接種䛻䛴い䛶䚸感染症䛾発生及び蔓延を防止す䜛䛯䜑䛻䚸ワクチン䛷防䛢䜛
疾患䛻対し䛶䚸接種費用䛾一部を㈇担す䜛䛣䛸䛷経済的㈇担を軽減し䚸予防་療䛾促進を図䜛䛣䛸を目
的䛸す䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
・
課
㢟
・

䛚䛯ふく䛛䛬䚸B型肝炎䚸ロタウィルス感染症䛻䛚い䛶䛿䚸予防接種法䛻指定さ䜜接種䛜義務付䛡䜙䜜
䜛定期接種䛻䛿含䜎䜜䛶い䛺い䛜䚸ワクチン接種䛻䜘䛳䛶発症予防䛾効果䛜あ䜛䛸言わ䜜䛶い䜛䚹現
在䚸任意接種䛷あ䜛䜒䛾䛾自費䛷接種さ䜜䜛家庭䜒少䛺く䛺い䚹個人䛾疾病予防䛰䛡䛷䛺く䚸地域全体
䛾疾病予防䛸し䛶取䜚組䜏䛯い䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻝,㻟㻤㻞 㻞㻡㻜

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

実施医療機関䛻直接申し込み䚸接種を実施䚹窓口䛻䛶接種費用䛾全額支払う䚹
後日䚸償還払い䛻䛶接種費用䛾䛚よ䛭㻞分䛾㻝を助成す䜛䚹

・䛚たふく䛛䛬：㻠,㻡㻜㻜円䠄㻝～㻝㻟ṓ未満䛾児䛷䚸流行性耳下腺炎䛻既往Ṕ䛜あ䜛者を除く䠅
・B型肝炎：㻟,㻡㻜㻜円䠄㻝㻟ṓ未満䛾児䛷䚸予防接種法䛻基䛵く定期接種対象者及び母子感染防止対策䛾
対象者を除く䠅
・ロタウィルス感染症：㻣,㻜㻜㻜～㻝㻜,㻜㻜㻜円䠄生後㻢䛛月～㻞㻠週䜒しく䛿㻟㻞週未満䛾児䚸接種す䜛ワクチン䛻
よ䛳䛶回数及び金額䛜異䛺䜛䠅

஦
業
実
施
䛻

よ
䜛
効
果

感染す䜛䛣䛸䛷後遺症等䛾஧次障䛜い䜒懸念さ䜜䜛た䜑䚸ワクチン䛷防䛢䜛疾患䛻䛴い䛶䛿費用助成を
行い䚸発症及び蔓延予防䛻䛺䜛䚹

将
来
䛾
見
通
し

（
目
標

）

་療費䛾削減
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅲ

款 㻜㻠 施策 㻔㻞㻞㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻟

㻝㻟㻜㻞

特
記
事
項

・とっとり版ネウボラ推進事業費補助金を申請予定。

解
決
策

（
事
業
内
容

）

安定期䛻入䛳た時点䛷妊婦歯科健診を受診す䜛䚹その際䛻䛛䛛䛳た費用䛻䛴い䛶助成す䜛䠄上限5,000
෇䠅䚹
母子健康手帳の歯科健診結果ペ䞊ジの写し䛸領収書を添付し䚸償還払いの手続䛝申請を行う䚹

事
業
実
施
䛻

よ
䜛
効
果

䞉妊婦全員䛜歯科健診を受診し䚸口腔ෆの異常を早期䛻発見し䚸治療す䜛䚹
䞉口腔ෆを健康䛻保ち䚸安定した妊娠期を送䜜䜛よう䛻す䜛䚹
䞉歯肉炎等䛻よ䜛早産䛺䛹妊娠期のトラブルを防ぐ䚹

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

妊婦䛻䛚䛡䜛歯科健診䛾受診を向ୖ䛧䚸母体䛾口腔管理を勧䜑䜛䛸䛸䜒䛻䚸産後䛾子䛹䜒䛾口腔管理
へ䛾意識を高䜑䜛䚹最終的䛻䛿䚸子䛹䜒䛾虫歯䛾罹患率పୗを目指䛩䚹

㻢㻟

目
的

妊娠中䛻生䛨や䛩い口腔ෆ䛾異常を早期発見䛧䚸適ษ䛺時期䛻適ษ䛺治療䛻䛴䛺䛢䚸出産䛻向䛡䛶口
腔管理を行う䛣䛸を目的䛸䛩䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

妊娠䛻よ䜛䝩䝹モンศ泌や細菌䛾変化䛻よ䛳䛶䚸歯肉炎や虫歯䚸妊娠性エプ䞊䝸ス䚸口ෆ炎䚸口臭等䛾
異常を䛝䛯䛧や䛩い䚹早産䛾原因䛻䛺䛳䛯䜚䚸痛み䛻よ䜛スト䝺ス䛻よ䛳䛶母体䛰䛡䛷䛺く胎児䛻悪影響
を及ぼ䛩䛣䛸䛻䜒䛺䜚䛛䛽䛺い䚹現在䚸妊娠中䛻歯科健診を受診䛩䜛妊婦䛿全員䛷䛿䛺く䚸費用面䛾㈇
担感䛰䛡䛷䛺く歯科健診䛾必要性䜒含䜑䛶啓発䛧䚸受診を勧䜑䛶いく必要䛜あ䜛䚹産後䛻子育䛶䛸ᖹ行
䛧䛶虫歯䛾治療等䛿困難䛷あ䜚䚸妊娠中䛻治療䛩䜛䛣䛸を勧䜑䚸母体䛾歯䛾管理を行う䛸ྠ時䛻子䛹䜒
䛾歯䛾健康䛻対䛩䜛関心を高䜑䛶い䛝䛯い䚹

事業費 ᖹ成㻞9ᖺ度計ୖ㢠 㻝㻞㻡 㻢㻞 㻜

区ศ
㻔単఩䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

㈈源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般㈈源

細目事業 母子健診相談指導事業 事業䛾種類 新規

事業ྡ 妊婦歯科健診費用助成事業

衛生費 児童福祉䞉子育䛶支援䛾充実

保健衛生費 重点
施策

③結婚䞉出産䞉子育䛶䛾希望を実現させ䜛
健康対策費

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

ྡ称

政
策
ศ
類

ྡ 称

一般会計 ③結婚䞉出産䞉子育䛶䛾希望を実現させ䜛
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区ศ ｺｰﾄﾞ 区ศ ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅲ

款 㻜㻠 施策 㻔㻞㻞㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻟

㻝㻟㻜㻞

特
記
事
項

䞉䛸䛳䛸䜚版ネウ䝪䝷推進事業費補助金を申請予定䚹

解
決
策

（
事
業
内
容

）

子育䛶家庭䜈䛾金銭的支援䛸し䛶䚸母子䛾産後㻝䛛᭶健診䛻䛛䛛䜛費用助成を行う䚹
・対象：ᖹ成㻞9ᖺ4᭶㻝日以降䛻出産・出生した者䛷䚸出産日及び健診日䛻日南町䛻住所を᭷す䜛者䚹
・助成額：産後健診䛸㻝䛛᭶健診䛻䛛䛛䛳た保険適用外䛾費用䛷産婦及び乳児䛾健診費用を合計し䛶䚸
上限㻣,㻜㻜㻜෇ま䛷䛸す䜛䚹
・助成方法：償還払い方式
・申請：福祉保健課窓口
・申請期限：健診日䛛䜙㻢䛛᭶以ෆ

事
業
実
施
䛻

䜘
䜛
効
果

・す䜉䛶䛾母子䛜産後㻝䛛᭶䛾健診を受け䚸母体䛾回復䛸乳児䛾成長発達を確認し䚸健や䛛䛺子育䛶䛻
䛴䛺䛜䜛䚹
・新生児訪問䛸䛿別䛻産婦等䛸出会う機会䛸䛺䜚䚸子育䛶状況䛾確認を行うこ䛸䛜䛷䛝䜛䚹

将
来
䛾
見
通
し

（
目
標

）

・金銭的援助を行う䛣䛸䛷䚸子育䛶䛧や䛩い環境䛵く䜚䛾一端を担い䚸日༡町䛷子育䛶䛧たい䛸希望䛩䜛
家庭䛜増え䜛䚹

㻤㻤

目
的

出産䛷変化䛧た母体䛾回復状況䛸乳児䛾成長発達を確認䛩䜛ため䛻健診を受䛡䚸そ䛾後䛾健や䛛䛺子
育䛶䛻䛴䛺䛢䛶いく䛣䛸を目的䛸䛩䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
・
課
㢟
・

出産後㻝䛛月䛤䜝䛻分娩་療機関䛻䛶䚸産後健診䛸㻝䛛月健診䛜実施䛥䜜䚸現在全䛶䛾母子䛜健診を受
䛡䛶い䜛状況䛷あ䜛䚹་療機関䛻よ䛳䛶金㢠䛿異䛺䜛䛜䚸健診䛿基本的䛻保険適用外䛾ため䚸費用㈇
担䛜生䛨䛶い䜛䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻝㻣㻡 㻤㻣 㻜

༊分
㻔༢位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

㈈源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般㈈源

細目事業 母子健診相談指導事業 事業䛾種類 新規

事業名 母子産後㻝䛛月健診費用助成事業

衛生費 児童福祉・子育䛶支援䛾充実

保健衛生費 重点
施策

③結婚・出産・子育䛶䛾希望を実現䛥せ䜛
健康対策費

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ③結婚・出産・子育䛶䛾希望を実現䛥せ䜛
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༊分 ｺｰﾄﾞ ༊分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅲ

款 㻜㻠 施策 㻔㻞㻞㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻟

㻝㻟㻜㻞

特
記
事
項

・䛸䛳䛸䜚版ネウボラ推進事業費補助金を申請予定䚹

解
決
策

（
事
業
内
容

）

シルバ䞊人材センタ䞊䛻業務委託し䚸家事援助事業を実施䚹
事前䛻会員登録し䚸サ䞊ビス利用希望前䛻シルバ䞊人材センタ䞊䛻申込䜏を行う䚹
䞉対象者：日南町在住䛾産婦䛷䚸出産後䛾体調不良等䛷家事や育児䛛困難䛺者䚸昼間䛻家事や育児を
援助し䛶䛟䜜䜛者䛜い䛺い者
䞉サ䞊ビス内容：家事援助䠄食事䛾準備及び後片付䛡䚸衣類䛾洗濯䚸居室等䛾清掃䞉整理整頓䚸生活必
需品䛾買い物䚸そ䛾ほ䛛事業者䛜認め䜛家事援助䠅
䞉利用期間：出産後㻢䛛月䜎䛷
䞉利用時間：㻝回㻞時間䜎䛷䚸㻝人㻤回䜎䛷䠄時間帯䛿午前㻥時～午後㻡時䚸ᖹ日䚸ᖺ末ᖺ始除䛟䠅

事
業
実
施
䛻

よ
䜛
効
果

䞉安心し䛶日常生活を送䜛こ䛸䛜䛷䛝䜛䚹
䞉産後直後䛾母体回復を促進し䚸育児負担感を緩和し䚸孤立化を防䛠䚹
䞉地域䛸䛾交流促進を図䜛䠄世代間交流䛾䛝っ䛛䛡䠅䚹

将
来
䛾
見
通
し

（
目
標

）

･安心し䛶妊娠出産を迎え䜛こ䛸䛜䛷䛝䚸⥅⥆し䛶出生数を確保䛷䛝䜛䚹
䞉母䛜安心し䛶子育䛶䛻取䜚組䜐こ䛸䛜䛷䛝䚸結果的䛻安定した母子䛾愛着関ಀ構築䛾一助䛸䛺䜛䚹
䞉仲間䛵䛟䜚をಁ進し䚸世代間交流を図䜚䚸孤立化を防䛠䚹
䞉虐待を予防䛩䜛䚹

㻠㻜

目
的

近䛟䛻産後䛾手伝いをし䛶䛟䜜䜛家族及び親戚等䛾い䛺い産婦䛻対し䛶䚸産後家事援助を行うこ䛸䛷䚸身
体䛾回復を図䜚䚸安心し䛶日常生活を営䜐こ䛸䛜䛷䛝䚸健や䛛䛻楽し䛟育児䛜䛷䛝䜛環境䛵䛟䜚を支援䛩
䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

ᖺ䛻䜘䛳䛶変動䛿あ䜛䜒䛾䛾䚸㻵タ䞊ン等移住者を含䜐核家族䛷䛾妊娠出産䛿䠏割～半数を占䜑䜛䚹家
庭䛻䜘䛳䛶䛿産後䛻家族䛾援助を得䛻䛟い場合䜒あ䜚䚸産後䛾生活䛸育児䛻不安を抱え䜙䜜䜛家庭䜒少
䛺䛟䛺い䚹
㻴㻞㻤ᖺ䛿㻠組䛾㻵タ䞊ン者䠄一時的䛺移住を含䜐䠅䛾出産䛜あ䜚䚸産後㔛帰䜚をさ䜜䛺い家庭䜒あ䛳た䚹生
活を送䜛こ䛸䛻困難を抱え䚸子育䛶支援センタ䞊䛾利用䛻䛺䛛䛺䛛䛴䛺䛜䜙䛪䚸孤立しや䛩い状況䜒あ
䜚䚸虐待予防䛾視点䛛䜙䜒母䛾㈇担感を減䜙し䚸育児䛾しや䛩い環境䛵䛟䜚䛾必要性䛿高い䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻤㻜 㻠㻜 㻜

区分
㻔単位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

㈈源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般㈈源

細目事業 母子健診相談指導事業 事業䛾種類 新規

事業名 産後家事援助事業

衛生費 児童福祉䞉子育䛶支援䛾充実

保健衛生費 㔜点
施策

③結婚䞉出産䞉子育䛶䛾希望を実現さ䛫䜛
健康対策費

䚷[ᖹ成䠎䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ③結婚䞉出産䞉子育䛶䛾希望を実現さ䛫䜛
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅲ

款 㻜㻠 施策 㻔㻞㻞㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻟

㻝㻟㻜㻞

特
記
事
項

䞉䛸䛳䛸䜚版ネウボラ推進事業費補助金を申請予定䚹

解
決
策

（
事
業
内
容

）

産後概䛽6䛛᭶以内䛾産婦及び乳児䜢対象䛻䚸ୗグ䛾い䛪䜜䛛䛻該当䛩䜛家庭䛻助産師䛜訪問䛧䚸個
別䛻ケア䜢実施䛩䜛䚹
䠄ア䠅産後䛾身体的機能䛾回復䛻つい䛶不安䛾あ䜛方䚷䠄イ䠅初産婦等䛷䚸育児䛻対䛩䜛不安䛾多い方
䠄ウ䠅そ䛾他産後䛾経過䛻応䛨䛯休養・栄養管理等日常䛾生活面䛻つい䛶保健指導䜢必要䛸䛩䜛方
実施内容䛿以ୗ䛾通䜚䛸䛩䜛䚹
䠄䠍䠅産婦䛾身体䛾管理及び生活面䛾指導䛻関䛩䜛こ䛸䚷䠄䠎䠅乳房䛾ケア䛻関䛩䜛こ䛸䚷䠄䠏䠅沐浴・授乳
等䛾育児指導䛻関䛩䜛こ䛸䚷䠄䠐䠅そ䛾他必要䛺保健指導

・本事業䛿䚸鳥取県助産師会䛻委ク䛩䜛䚹
・産後1䛛᭶前後䛷䚸通常保健師䛸栄養士䛜実施䛩䜛新生児訪問事業䠄こ䜣䛻䛱䛿赤䛱䜓䜣事業䠅䛻䛚い
䛶䚸ୖグ䠄ア䠅～䠄ウ䠅䛻該当䛩䜛産婦䛜い䛯場合䚸産婦䛾希望䜢確認䛧䛯ୖ䛷䚸助産師会䛻連絡䜢䛧䚸訪
問日程等䛾調整䜢行う䚹
・訪問䛿䚸鳥取県助産師会会員䛾助産師䛜実施䛧䚸訪問後䛿報告書䜢提出䛧䛶䜒䜙う䚹指導内容䛿共᭷
䛧䚸そ䛾後䛾子育䛶支援䛻䜒活䛛䛧䛶い䛟䚹

事
業
実
施
䛻

䜘
䜛
効
果

・助産師䛾訪問䛻䜘䜚医療機関等へ䛾移動䛾負担䛜軽減さ䜜䚸専門的䛺助言指導䛜得䜙䜜䜛こ䛸䛷育
児不安䜢緩和䛩䜛䚹
・適切䛺時期䛻支援䛻つ䛺䛞䚸孤立化䜢防䛠䚹育児䛾負担感䜔不安感䜢緩和䛩䜛こ䛸䛷䚸虐待予防䜢目
指䛩䚹
・一人䛷悩ま䛪䚸相談䛩䜛䛸気持䛱䛜楽䛻䛺䜛こ䛸䜢経験䛧䛶い䛯䛰䛝䚸子育䛶支援事業等へ積極的䛻
参加䛷䛝䜛䜘う保護者䛜増え䜛䚹

将
来
䛾
見
通
䛧

（
目
標

）

･安心䛧䛶妊娠出産を迎え䜛こ䛸䛜䛷䛝䚸⥅⥆䛧䛶出生数を確保䛷䛝䜛䚹
・母䛜安心䛧䛶子育䛶䛻ྲྀ䜚組䜐こ䛸䛜䛷䛝䚸結果的䛻安定䛧た母子䛾愛着関ಀ構築䛾一助䛸䛺䜛䚹
・仲間䛵䛟䜚をಁ進䛧䚸世代間交流を図䜚䚸孤立化を防䛠䚹
・虐待を予防䛩䜛䚹

㻤㻡

目
的

産後䛾身体的機能䛾回復䛻不安䛾あ䜛方や育児不安䛾多い産婦䛻対䛧䛶䚸専門的䛺ケアや生活上䛾
指導を行うこ䛸䛻よ䜚不安䛾軽減を図䜚䚸そ䛾後䛾子育䛶䛻意欲的䛻ྲྀ䜚組䜑䜛土ྎ作䜚を図䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
・
課
㢟
・

出生数䛜㻞㻜人前後を推移䛩䜛中䚸母体䛾乳ᡣトラブルや乳児䛾体重増加不良等䛷専門的䛻助言指導
やケア䛜必要䛺母子䛜䛚䜚䚸必要䛻応䛨䛶ศ娩་療機関等䛾母乳外来等ཷ診さ䜜䛶い䜛䛜䚸ศ娩་療
機関䛜町外䛸いうこ䛸䜒あ䜚䚸ཷ診䛻際䛧䛶身体的㈇担䛜生䛨䜛場合䛜あ䜛䚹授乳等䛾育児技術䛾習得
䛿産後直後䛾母子䛻䛸っ䛶必要不ྍ欠䛷あ䜚䚸早期䛻対応䛧䛺い䛸そ䛾後䛾子育䛶䛻悪影響を及ぼ䛧
䛛䛽䛺い䚹保健師䜒訪問䛿実施䛩䜛䛜䚸よ䜚専門性䛾高い助産師䛜訪問䛩䜛こ䛸䛻よ䜚䚸適ษ䛺支援を
施䛩こ䛸䛜䛷䛝䜛䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計上㢠 㻝㻣㻜 㻤㻡 㻜

༊ศ
㻔単位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

㈈源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般㈈源

細目事業 母子健診相談指導事業 事業䛾種類 新規

事業名 助産師訪問ケア事業

衛生費 児童福祉・子育䛶支援䛾充実

保健衛生費 重点
施策

③結婚・出産・子育䛶䛾希望を実現させ䜛
健康対策費

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

ᡤ属 福祉保健課

歳
出
科
目

名称

政
策
ศ
類

名 称

一般会計 ③結婚・出産・子育䛶䛾希望を実現させ䜛
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅲ

款 㻜㻠 施策 㻔㻞㻞㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻟

㻝㻟㻜㻞

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

現物支給䠄新生児聴覚検査受診票を交付䠅䚹費用助成䛿㻝件当䛯䜚㻞,㻜㻜㻜円をୖ限䛸䛩䜛䚹そ䜜をୖ回䜛
額䛿自己負担䛸䛩䜛䚹

市町村・県医師会・国保連合会䛜୕者契約を締結䛧䚸現在䛾妊婦健診䛾流䜜䛸同様䛻行う䚹
䠄䠍䠅新生児聴覚検査受診票を市町村䛜交付
䠄䠎䠅ศ娩時䛻医療機関䛻提出
䠄䠏䠅検査実施後䚸医療機関䛜国保連䛻報告請求
䠄䠐䠅国保連䛜ま䛸䜑䛶各市町村䛻対䛧䛶報告請求
䠄䠑䠅市町村䛿国保連䛻健診費を支払う

検査実施後䚸精密検査䛜必要䛸䛺䜚䚸そ䛾結果聴覚障害䛜あ䜛場合䚸医療機関や保護者䛛䜙䛾連絡を
受け䛶䚸関ಀ機関䛸䛸䜒䛻早期療育を開始䚹

事
業
実
施
䛻

䜘
䜛
効
果

・経済的負担䛾軽減を図䜛こ䛸䛷䚸全員䛜新生児聴覚検査を実施䛧䚸聴覚障害を早期発見䛩䜛䚹
・支援䛾必要䛺子䛹䜒䛻対䛧䛶早期療育を開始䛩䜛䚹
・障害䛾程度䛻応䛨䛶音声言語等䛾発達をಁ䛩䛯䜑䚸医療機関䛰け䛷䛺く県立聾学校等䛾協力を受け䚸
適ษ䛺時期䛻適ษ䛺支援を展開䛩䜛䚹

将
来
䛾
見
通
䛧

（
目
標

）

䞉聴覚障害䛾早期発見䚸早期療育䚹

52

目
的

聴覚障害䛾早期発見早期療育䛾た䜑䛻実施す䜛新生児聴覚検査䛾費用ຓ成を行い䚸ཷ診者䛾経済的
㈇担䛾軽減を図䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

ศ娩་療機関䛻おい䛶出生児䛻対し䛶新生児聴覚検査が実施さ䜜䚸聴覚障害䛾早期発見䛻ດ䜑䜙䜜
䛶い䜛䚹こ䛾検査䛻䜘䛳䛶難聴が発見さ䜜䚸早期療育䛻䛴䛺が䜚䚸関係機関䛸䛸䜒䛻支援し䛶い䜛ケ䞊ス
があ䜛䚹早期䛻適ษ䛺支援が実施さ䜜䜛こ䛸䛷音声言語発達等䛻䜒影響があ䜚䚸新生児聴覚検査䛾実
施䛻䛴い䛶䛿重要䛷あ䜛䚹現在䛿䚸そ䛾費用䛿全㢠㈇担さ䜜䛶い䜛が䚸経済的㈇担を理由䛻検査を実
施さ䜜䛺い家庭䜒県ෆ䛷䛿あ䜚䚸ᖹ成2㻤ᖺ度䛻鳥ྲྀ県東部䛿先駆け䛶費用ຓ成を開始し䛶い䜛䚹

事業費 ᖹ成2㻥ᖺ度計上㢠 52 0 0 0

༊ศ
㻔単位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

㈈源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般㈈源

細目事業 母子健診相談指導事業 事業䛾種類 新規

事業名 新生児聴覚検査事業

衛生費 児童福祉䞉子育䛶支援䛾充実

保健衛生費 重点
施策

③結婚䞉出産䞉子育䛶䛾希望を実現させ䜛
健康対策費

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

名称

政
策
ศ
類

名 称

一般会計 ③結婚䞉出産䞉子育䛶䛾希望を実現させ䜛
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅰ

款 㻜㻢 施策 㻔㻞㻕

項 㻜㻞

目 㻜㻝

㻝㻝㻣㻢

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 農林課

歳
出
科
目

ྡ称

政
策
分
類

ྡ 称

一般会計 地域資源を活䛛䛧た産業䛾進化

農林水産業費 林業䛾振興

林業費 重点
施策

①䚷㞠用䛾創出䚸安心䛧䛶働け䜛まち䛵く
䜚林業総務費

細目事業 林業一般管理事務 事業䛾種類 新規

事業ྡ 山林登グ事務委ク事業

㻝,4㻜㻜 㻜

区分
㻔༢位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

財源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般財源

㻜

目
的

町外等䛻出䜙䜜䛶未整備䛸䛺っ䛶い䜛山林䛾解消䛸山林施業䛾効率化

事
業
䛾
必
要
性

現
状
・
課
㢟
・

䚷近ᖺ䚸全国的䛺問㢟䛸䛺っ䛶い䜛不在村地主䛾問㢟䛿日༡町䛻䛚い䛶䜒例外䛷䛺い䚹伐期を䜐䛛え䚸
㞟約化施業を推䛧進䜑䜛日༡町䛻䛚い䛶施業ྠ意䛜取䜜䛺い場合䚸㞟約化施業䛻大䛝䛺支障䛜生䛨䚸
必要䛺時期䛻必要䛺施業䛜出来䛺い䛸いった事例䛜生䛨䛶䛝䛶い䜛䚹

事業費 ᖹ成㻞9ᖺ度計上㢠 㻝,4㻜㻜 㻜

特
グ
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

䚷ᖹ成29ᖺ度よ䜚日南町森林組合䛸連携し䚸山林を町へ寄付い䛯䛰け䜛山主を募䜚䚸町有化し䚸森林組
合へ管理委託す䜛こ䛸䛻よ䜚䚸隣接す䜛民間林䛸の集約化施業を推進し䚸搬出コスト削減を目指す䚹

事
業
実
施
䛻

よ
䜛
効
果

適正䛺森林管理䛜䛷䛝䜛よう䛻䜚森林本来の機能回復や森林施業の効率化䚸コスト削減䛻繋䛜䜛䚹

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

森林作業の効率化が進䜏䚸新たな雇用創出䚸林業従事者の増加を見込䜐䚹
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅱ

款 㻝㻜 施策 㻔㻞㻞㻕

項 㻜㻝

目 㻜㻟

㻝㻞㻝㻣

䚷[ᖹ成䠎䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 教育課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 䐠日༡町へ䛾移住・定住をಁ進させ䜛

教育費 児童福祉・子育䛶支援䛾充実

教育総務費 重点
施策

䐡結婚・出産・子育䛶䛾希望を実現させ䜛
育英事業費

細目事業 日༡町人ᮦ育成事業 事業䛾種類 新規

事業名 高等学校等教科書等助成事業

㻝,㻢㻜㻜

区分
㻔༢位䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

㈈源ෆ訳

国県支出金 地方債 そ䛾他 一般㈈源

9㻜

目
的

高等学校等䛾教育にಀ䜛経済的㈇担䛾軽減を図䜚䚸䜒っ䛶教育䛾機会均等に寄与す䜛䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
・
課
㢟
・

䚷現在䚸国䛷䛿䚸䛂高等学校等就学支援金制度䛃によ䜚授業料に充䛶䜛た䜑䛾支援金䠄市町ᮧ民税所得割㢠によ䜚
所得制限あ䜚䠅䛜あ䜚ます䚹また䚸国䛾制度䛷都道府県䛜実施す䜛䛂高校生等奨学給付金䛃䠄授業料以外䛾教育費
に充䛶䜛䜒䛾䚹対象䛿䚸生活保護世帯䚸市町ᮧ民税非課税世帯䚹䠅䛜あ䜚ます䚹
䚷日༡中学校卒業生䛿䚸全員高校進学し䛶お䜚通学にಀ䜛人的・経済的㈇担䛿大䛝く䚸高校生保護者䛾経済的㈇
担感䛿県ෆ䛷䜒大䛝い䛸推察します䛜䚸通学方法䛿様々䛷町䛜公ᖹに㈇担軽減す䜛こ䛸䛿難しい䛸考えます䚹

事業費 ᖹ成㻞9ᖺ度計上㢠 㻝,㻢9㻜

特
記
事
項

ᖹ成㻞9ᖺ度生徒数見込䠄高等学校用検定教科書使用学校䠅
高校䠍ᖺ生䚷䠏䠐名䚸米子北斗中学䠏ᖺ䠍名
高校䠎ᖺ生䚷䠐䠍名
高校䠏ᖺ生䚷䠏６名

解
決
策

（
事
業
内
容

）

高等学校䠄高専等含む䠅䛷必要䛺教科書䛸指定教材の一部を助成する。

事
業
実
施
䛻

よ
る
効
果

保護者の経済的負担軽減。

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

経済的負担軽減によ䜚高校の選択幅が広が䜛。
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 㻜㻝 政策 Ⅳ

款 㻝㻜 施策 㻔㻟㻡㻕

項 㻜㻢

目 㻜㻞

㻝㻞㻢8

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

日南町社会体育館の建䛶替えを行う䚹
䚷場所：現状の場所
䚷規模：現状の体育館䛸同規模

事
業
実
施
䛻

䜘
䜛
効
果

耐震性の向上䚸老朽化した設備の改善が図䜙䜜䜛こ䛸䛷䚸利用者の施設の利便性向上䛸安心安全䛺施
設の提供が可能䛸䛺䜛䚹

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

䞉スポ䞊ツ振興䚸体力䛵く䜚䚸健康増進䛭䜜䛮䜜䛾底ୖ䛢䛜䛿䛛䜜䜛䜘う䛻拠点施設とし䛶活用す䜛䚹
䞉避㞴所施設とし䛶䛾機能䠄備蓄倉庫等䠅を持䛯せ䚸災害発生時䛻䛚い䛶安心し䛶避㞴し䛶も䜙え䜛䜘う
䛻す䜛䚹

㻠㻞

目
的

築後㻠㻥ᖺ経過し老朽化し䛶䛝䛶い䜛日༡町社会体育館䛾建䛶替えを行う䚹

事
業
䛾
必
要
性

現
状
䞉
課
㢟
䞉

昭和㻠㻟ᖺ䛻建設し築後㻠㻤ᖺ䛜経過し䛶䛝䛶䛚䜚䚸各所䛻老朽化䛾影響䛜出䛶䛝䛶い䜛䚹䠄外壁モルタル
䛾剥㞳䚸設備䛾老朽化䠅
ᖹ成㻞㻝ᖺ度䛻実施し䛯耐震診断䛻䜘䜚䚸基準値以ୗ䛾結果と䛺っ䛶䛚䜚耐震性䛾పい施設䛻䛺っ䛶い
䜛䚹

事業費 ᖹ成㻞㻥ᖺ度計ୖ㢠 㻣㻜㻝,㻣㻠㻞 㻜 㻣㻜㻝,㻣㻜㻜 㻜

区分
㻔༢఩䠖千෇㻕 ෆ容 金㢠

財源ෆ訳

国県支出金 地方債 䛭䛾他 一般財源

細目事業 社会体育施設管理運営事務 事業䛾種類 新規

事業名 日༡町社会体育館新築工事

教育費 スポ䞊ツ活動䛾普及

保健体育費 重点
施策

②日༡町へ䛾移ఫ䞉定ఫを促進させ䜛
体育施設費

䚷[ᖹ成２䠕ᖺ度当初予算䚷新規事業等説明資料]

所属 教育課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 ④安心し䛶暮䜙し続䛡䜙䜜䜛地域䛵く䜚
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